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 2015 年 12 月定例県議会 
 

１ 本会議一般質問 

１ 埼玉農業を壊滅させるTPPは撤退しかない 

２ 保育所の増設で真剣に子育て支援を 

３ 障害者に住みやすい社会は、だれにとって

も住みやすい社会 

（１）障害者権利条約の理念について 

（２）「手話は言語」手話によるコミュニケー

ションを広げるために 

（３）重度心身障害者医療費助成制度の拡充を 

 

４ 再チャレンジできる社会へ、子どもの貧困

対策を 

 

 

５ 県内東西南北に「ひきこもり」相談センター   

を 

６ 大規模商業施設の林立の中で、商店活性モ

デルタウンプロジェクトを 

７ 「いやや（188）、泣き寝入り」消費者行政

の拡充を 

８ 三芳スマートインターチェンジのフルイン

ター化について、大型車両通行禁止を 

 

 

 

 

１ 埼玉農業を壊滅させる TPP は撤退し
かない 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

初めに、埼玉農業を壊滅させるＴＰＰは撤退

しかないについてです。 

政府は、１０月５日、環太平洋連携協定（Ｔ

ＰＰ）が大筋合意したと発表しました。日本語

に全て翻訳されていない中でも、日本のとんで

もない譲歩ぶりが際立ったものとなっています。

日本の全品目、９０１８品目の関税撤廃率は９

５パーセントにも及び、農林水産物の８１パー

セントは関税撤廃で、正に総自由化とも言える

ものです。大筋合意で農産物重要五品目、米、

麦、牛肉・豚肉、乳製品、砂糖は５８６品目の

うち約３割の関税が撤廃されます。米について

は、米国・豪州産米の特別輸入枠７．８４万ト

ンを受け入れ、ミニマムアクセス米の枠で米国

産の輸入を６万トン増やします。また、牛肉・

豚肉の関税を実質的にゼロに近い水準にまで引

き下げます。埼玉県内の農家からは埼玉の養豚

業はどうなるのか、稲作は守れるのかと不安の

声が寄せられています。 
県は、平成２５年４月、ＴＰＰによる本県農

産物生産への影響額を４３３億２千万円と試算

しました。まず、今回の大筋合意に基づき、埼

玉農業にＴＰＰが与える影響についてお答えく

ださい。私は、国の指示待ちではなく早期に影

響額を明らかにすべきと考えますが、2 点、農
林部長、御答弁ください。 

前 原 かづえ 議 員

（2015年 12月 9日）
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国会決議は、農産物重要５品目について関税

の撤廃や削減を行わない除外を求め、これが満

たされない場合は交渉からの撤退を明記してい

ます。今回の大筋合意は決議違反です。また、

自民党は平成２４年の総選挙で「ウソつかない。

ＴＰＰ断固反対。ブレない。」自民党と訴えまし

た。しかし、平成２５年に安倍首相は交渉参加

を表明し、これまで譲歩が報道されても一切決

まっていないと白を切り通してきました。公約

を無視し、交渉経過を秘密にして、国民に痛み

だけ押し付けるこんなやり方は絶対に許せませ

ん。 
埼玉県議会は、昨年２月定例会において「Ｔ

ＰＰ交渉に関する決議の遵守を求める意見書」

を採択しております。意見書は、国会決議を必

ず遵守すること、国民への情報開示を徹底し、

丁寧な説明により理解を得ることを求めるもの

でした。今回の農業を壊滅させる大筋合意は、

国会決議も県議会の決議も無視するものと考え

ますが、知事の見解を求めます。 
ＴＰＰは、関税だけでなく食の安全、医療、

保険、雇用など国民生活全般や地域経済に関わ

るルールが変更されます。企業が国、自治体に

損害賠償を求め、訴えを起こすことができるＩ

ＳＤＳ条項は、国家主権を侵害しかねません。

条約ですから、これから協定の正式文書の作成、

署名、各国議会の批准が必要です。米大統領候

補として有力なヒラリー・クリントン氏は反対

を表明しています。アメリカ、日本のいずれか

が批准しなければ条約は発効しません。ＪＡ全

国農協中央会は、大筋合意はまだ運動の通過点

に過ぎず、今後行われる国会批准に向け、我が

国の食料、農業、農村を守るべく引き続き運動

を展開していくと表明しています。国民にとっ

て百害あって一利なしのＴＰＰ交渉は撤退しか

ないと考えますが、知事の見解を求めます。 

 

 

Ａ．上田清司知事 

前原かづえ議員の御質問に順次お答え申し上

げます。 

まず、埼玉農業を壊滅させるＴＰＰは撤退し

かないのお尋ねのうち、国会決議も県議会の決

議も無視した大筋合意についてでございます。 

今回のＴＰＰ交渉の大筋合意に対し、米など

の重要５品目についての国会決議は守られてい

ないという農業団体からの声は聞いております。

国は、次期通常国会で十分に説明されるものだ

と思います。また、ＴＰＰ大筋合意を踏まえ、

マイナス面をしっかりとカバーする政策を講じ

ていただきたい、このように思います。 

ＴＰＰ合意のいかんにかかわらず、これから

の農業には稼ぐ力が必要だと思います。このた

め、県では担い手の経営強化、消費者が求める

品種の育成、農業の六次産業化やブランド化な

どに積極的に取り組んでいます。 

次に、国民にとって百害あって一利なしのＴ

ＰＰ交渉は撤退しかないについてでございます。 

経済のグローバル化が潮流となっている中で、

ＴＰＰという新しい経済秩序に参加していくこ

とは必要と考えています。ＴＰＰにより世界の

ＧＤＰの約４割、人口８億人という巨大市場が

創出されます。物の関税の削減、撤廃だけでは

なく、小売・流通業の海外出店規制の緩和など、

サービス、投資の自由化や知的財産、電子商取

引の規律など幅広い分野で新しいルールが構築

されます。 

例えば、県内に多くある自動車関連部品メー

カーでは、海外に工場を出さなくとも輸出によ

りシェアを拡大することも可能になります。ま

た、お茶、煎餅、化粧品などの海外輸出品の関

税も引き下げられます。こうしたＴＰＰにより

得られるメリットを最大化して、特にデメリッ

トを国の責任において最小化するよう国内の

様々な分野で構造改革を進め、我が国の成長に

つなげていくべきではないかと思っております。 
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Ａ．農林部長 

御質問１、埼玉農業を壊滅させるＴＰＰは撤

退しかないについてお答えを申し上げます。 

初めに、埼玉農業にＴＰＰが与える影響につ

いてでございます。 

今回ＴＰＰの大筋合意では、米のように段階

的に輸入枠が拡大するものや、豚肉や牛肉のよ

うに時間をかけて関税が引き下がるものもあり、

本県農業への影響が懸念されるところです。こ

のため、国に対し国内農業への影響を最小限に

とどめる万全な対策を講ずるよう働き掛けてい

くとともに、県としても６次産業化など収益力

の高い農業の確立に向け必要な対策に取り組ん

でまいります。 

次に、国の指示待ちではなく、早期に影響額

を明らかにすべきではないかについてでござい

ます。 

議員お話しの４３３億２千万円の試算額は、

関税を即時撤廃、追加の対策を講じないとした

前提条件に基づくものであります。しかし、今

回のＴＰＰの大筋合意では、品目によって関税

削減の程度や関税撤廃までの期間などが異なっ

ております。また、国では総合的なＴＰＰ関連

政策大綱を１１月２５日に決定し、万全の対策

を講ずるとしていることから、前回と同様の条

件で試算することは適当でないと思われます。

この大綱では、農産物の輸入増加などによるマ

イナスの影響のみではなく、海外への販路拡大

などによるプラスの効果も含めた経済効果分析

結果を公表するとしております。仮に現時点に

おいて、県が独自の前提条件で試算を行った場

合、国の分析結果と異なることが予想され、農

業者に無用の混乱を招くことになると考えられ

ます。 

このようなことから、県といたしましては、

今後国が公表する分析結果を精査し、本県の農

産物に係る影響試算を行ってまいります。 

 

２ 保育所の増設で真剣に子育て支援を 
 

Ｑ．前原かづえ議員 

次に、保育所の増設で真剣に子育て支援をに

ついてです。 
この間、国、県、市町村それぞれの努力で保

育所整備は急速に進んできました。しかし、ア

ベノミクスの実質賃金の減少で女性の就労人口

は増える一方です。県は、子育て応援行動計画

の中で、保育所受入枠を１万７千人分増やす目

標を掲げています。しかし、県の対象乳幼児の

保育所入所率は２６パーセント、これを安倍内

閣が目指す６０パーセントとするなら、１２万

人分を造る必要があります。保育所受入枠が１

万７千人分では余りにも足りません。子育て応

援行動計画の受入枠を見直すべきだと考えます

が、福祉部長の答弁を求めます。 
保育所整備は進んできたと言いましたが、私

の地元ふじみ野市では老朽化に当たって公立保

育所２園が廃止され、更に２園が廃止予定です。

私立保育所の整備はあっても、これでは今後も

急増する保育需要に応えられません。全県的に

も公立保育所は５年間で３３か所減少しており

ます。 
ふじみ野市は整備にも運営にも国の補助がな

く、子ども１人当たりの経費が公立は３倍以上

かかると廃止理由を述べていますが、公立保育

所整備の目的型補助がなくなり、交付税措置と

なったことが、公立廃止の流れの原因であるこ

とは明らかです。公立保育所の長所は、保育士

不足の中、何といっても保育士の確保に優れて

いることです。 
ここでお伺いいたします。公立保育所も私立

保育所もともに整備すべきと考えます。また、

公立保育所整備運営費補助制度を復活するよう

国に求めるべきと考えますが、2 点、福祉部長
の答弁を求めます。 
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保育所整備が進む中、私立保育所では保育士

不足に苦しんでおります。保育所の多くが朝７

時開所、夜８時閉所であり、変則的な勤務時間、

ここに保育士不足の根本要因があります。加え

て、東京都の保育士給与月額が２４万円、一方、

埼玉県は月額２０万円と格差があります。  
質問ですが、1 つ、東京都と埼玉県には国の

補助の基準となる公定価格に格差がありますが、

この解消を国に要望すること、2 つ、保育所の
処遇改善を国に要望すること、3 つ、埼玉県単
独の処遇改善費を当面復活すべきと考えます。

以上、3 点について、福祉部長、御答弁くださ
い。 

東京都隣接の県南部は、保育士の東京流出に

苦戦しております。保育士獲得のために埼玉県

が特別な頑張りをみせていただきたい。ふじみ

野市は、１０月にハローワークと合同説明会を

行いました。市内の保育所に就職が決まれば支

度金も出るなど工夫もあり、保育士の確保に結

び付きました。福祉部長に伺います。このよう

な市町村の取組をもっと県が財政支援すべきで

はありませんか。また、県主催の説明会など保

育士確保の取組も一段と強化すべきです。 

以上、２点について答弁を求めます。 

 

 

Ａ．福祉部長 

 御質問２、保育所の増設で真剣に子育て支

援をについてお答えを申し上げます。 

 まず、子育て応援行動計画の保育所受入枠の

見直しについてでございます。 

 県では、市町村が保育の利用希望を調査して

定めた計画を基に、本年３月に埼玉県子育て応

援行動計画を策定し、保育所等の受入枠を定め

ております。五年の計画期間の中で保育ニーズ

が変化し、市町村が計画を変更した場合には県

の計画を見直すこともありますが、市町村によ

る計画変更が行われていないため、見直しは考

えておりません。 

 次に、公立保育所も私立保育所もともに整備

すべきについてでございます。 

 保育所の整備については、保育の実施責任者

である市町村が地域の実情を踏まえて計画を策

定し、実施するものと考えております。 

 次に、公立保育所整備、運営費補助制度の復

活についてでございます。 

 公立保育所の施設整備費や運営費については、

国のいわゆる三位一体改革において税源移譲と

地方交付税措置により一般財源化されており、

国に対して補助制度の復活を要望することは考

えておりません。 

 次に、本県と東京都との公定価格の格差解消

の要望についてでございます。 

 国に対し、隣接する地域で大きな差が生じな

いように地域の実情を反映した公定価格を設定

するよう引き続き要望してまいります。 

 次に、保育士の処遇改善の要望についてでご

ざいます。 

 保育士が安定して働き続けられるよう処遇の

改善を引き続き国に要望してまいります。 

 次に、県単独の処遇改善についてでございま

す。 

 県単独の保育士給与の改善については、国の

予算の状況などを見極めつつ、県としてどのよ

うな対応策が可能なのか検討してまいります。 

 次に、市町村による保育士就職説明会への財

政支援についてでございます。 

 保育士就職説明会については、国から市町村

に対する財政支援が行われております。また、

ふじみ野市が実施した就職支度金については、

国の平成２８年度概算要求に同様の事業が盛り

込まれて検討が行われております。市町村の取

組に対する県の財政支援については、こうした

国の予算の状況などを見極めつつ検討してまい

ります。 

 次に、県による保育士確保の取組の強化につ
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いてでございます。 

 県では、潜在保育士などを対象とした就職説

明会の開催や就職のあっせん、保育士養成施設

の学生に対する県内保育所のＰＲなどに取り組

んでおります。今後とも一人でも多くの保育士

に県内の保育所で働いていただけるよう、保育

士確保の取組を強化してまいります。 

 

 

３ 障害者に住みやすい社会は、だれに
とっても住みやすい社会 

 
（１） 障害者権利条約の理念について 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

続いて、障害者に住みやすい社会は、だれに

とっても住みやすい社会の障害者権利条約の理

念についてです。 

 来る１２月１３日は、障害者権利条約の誕生

日です。平成１８年に誕生したこの条約を日本

は昨年ようやく批准いたしました。「えほん子ど

もの権利条約」にはこう書かれています。「障害

者権利条約が大切にされればされるほど、街の

中で障害のある人を多く見かけるはずです。障

害のある人に明るさや笑顔が増えるはずです。

それはだれにとっても住みやすい社会となるは

ずです。」 

 初めに知事、障害者に住みやすい社会が誰に

とっても住みやすい社会、これは県政において

非常に重要な指摘と考えますが、いかがでしょ

うか。 

 

 

Ａ．上田清司知事 

次に、障害者に住みやすい社会は、だれにとっ

ても住みやすい社会のお尋ねのうち、障害者権

利条約の理念についてでございます。 

 平成１８年１２月に国連総会で採択された障

害者権利条約は、教育、雇用、文化、スポーツ

などの分野で障害者の権利を実現するために取

り組まれなければならない事項を盛り込んだ、

障害者に関する初めての国際条約です。この条

約の批准のため、障害を理由とした不当な差別

の禁止、必要な配慮の提供などを内容とする障

害者差別解消法の制定など、国内法の整備が進

められてきたところでございます。これらの法

整備によって、障害者の人権の尊重と社会参加

の実現に向けた取組が一層強化されるようにな

りました。 

 権利条約では、社会モデルという考え方に

立って取組を進めていくことが条約批准国に求

められています。これは、例えば足に障害のあ

る人が建物を利用しづらいという場合、足に障

害がある方に原因があるのではなく、段差があ

る、エレベーターがないという建物側に原因が

あるものであります。すばらしい考え方だと思

います。私たちもこういう発想をしなければな

らない時代がまいりました。こうした考え方は、

全ての県民に対して事業を進めていく上で大変

重要なものだと考えているところでございます。 

 

 

（２） 「手話は言語」手話によるコミュニ

ケーションを広げるために 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

次に、「手話は言語」手話によるコミュニケー

ションを広げるためにについてです。 

 皆さんは毎日どのようにコミュニケーション

をしていますか。多くの方たちは声を出し、耳

で聞くことによってコミュニケーションをとっ

ています。「おはようございます」「御苦労さま」

「大丈夫」「ありがとう」など聴覚障害者は手や

指、顔の表情を使ってコミュニケーションをと

る視覚言語、手話を使っています。私は若い頃、

勤務していた職場で聴覚障害者と出会い、彼女
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と親しくなりたい一心で、筆談と指文字でコ

ミュニケーションをとりました。この経験から

手話を学び直したい、皆さんと交流したいとの

思いで、今ふじみ野市の手話講習会に参加して

います。 

 その中で、手話は法的には言語としては認め

られず、そのために聴覚障害者は社会のいろい

ろな場面で不利益を被り、差別され、排除され

てきた経過があることを知りました。平成２３

年８月に障害者基本法の一部改正で、言語に手

話を含むことが明記されたのは大きな一歩です。

次の一歩は、手話言語法の制定です。手話言語

法は、障害者が日常生活や職場などで自由に手

話を使えること、聴覚障害教育に手話を導入し、

聴覚障害児や保護者が手話に関する正しい情報

を得ることを保障するなど、社会的に生きられ

ることを目指しています。 

 この法の成立はもちろんのこと、私は埼玉県

でも手話言語条例の制定が必要だと考えており

ます。現在、県では手話通訳養成講座や手話通

訳派遣事業などに取り組んでおられますが、聴

覚障害者の願いは病院や郵便局、図書館などに

手話ができる人を配置してほしい、介護施設に

手話ができる人が増えてほしい、通訳養成だけ

でなく手話が広がってほしいという願いを持っ

ています。通訳者の養成・派遣事業の拡充につ

いて、福祉部長の答弁を求めます。 

 先日、手話講習会のときに突然非常ベルが鳴

りました。聴覚障害者の講師は何も知らずに授

業を進めていました。授業中ですから、私たち

は手話で先生に状況を伝えました。このように

聴覚障害者は周囲の人には障害が分からないの

で、災害時に周りの人から支援が得られません。

熊谷市では、「手話ができます」と書かれたス

カーフ、狭山市では、「耳が聞こえません」と書

かれたバンダナを関係者に無料で配布していま

す。災害時だけでなく、ふだんの生活の中でア

ピールできるグッズを配布するなど視覚に訴え

ることは大切だと思います。アピールグッズの

配布、普及を提案したいと思います。福祉部長

の答弁を求めます。 

 また、手話などに関する学習教材ハンドブッ

クを作成し、小中学校に広げ、総合の授業など

を活用して手話などを学ぶ意欲を促す事業を実

施している市もあります。このような障害に対

する理解を広げる取組の推進について、教育長

の答弁を求めます。 

 

 

Ａ．福祉部長 

次に、御質問３、障害者に住みやすい社会は、

だれにとっても住みやすい社会の(２)「手話は

言語」手話によるコミュニケーションを広げる

ためにについてお答えを申し上げます。 

 まず、手話通訳者の養成、派遣の拡充につい

てでございます。 

 県といたしましては、関係する団体や市町村

と協力し、手話に関心がある方に通訳者の養成

講習会への参加を呼び掛けるなど事業の拡充に

努めてまいります。 

 次に、アピールグッズの配布、普及について

でございます。 

 アピールグッズの必要性については様々な意

見があると聞いておりますので、市町村に対し、

地元の障害者団体や消防などの声を聞いて必要

な取組を行っていただくよう働き掛けてまいり

ます。 

 

 

Ａ．教育長 

御質問３、障害者に住みやすい社会は、だれ

にとっても住みやすい社会の(２)「手話は言語」

手話によるコミュニケーションを広げるために

についてお答えを申し上げます。 

 現在の小中学校学習指導要領には手話に関す

る学習は位置付けられておりませんが、総合的
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な学習の時間や音楽の授業などの中で手話を

使った活動をしている学校がございます。例え

ば、総合的な学習の時間で福祉に関する学習を

より実感を伴ったものにするために、地域の社

会福祉協議会と連携した手話の体験活動や、ろ

う学園との交流会などを取り入れている例もご

ざいます。また、音楽の授業で手話を用いるこ

とにより、体全体で表現しながら合唱ができる

という活動例もございます。 

 県教育委員会といたしましては、手話を取り

入れた効果的な実践例を収集し、各小中学校が

集まる研究協議会で情報提供するなど障害に対

する理解を広げる取組を推進してまいります。 

 

 

（３） 重度心身障害者医療費助成制度の拡

充を 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

次に、重度心身障害者医療費助成制度の拡充

をについてです。 
 重度心身障害者医療費助成制度、重度医療に

ついて、埼玉県は今年１月より、６５歳以上に

なってから重い障害者となった方を適用から外

しました。１月から１０月で重度医療の対象外

となった人は５，２５４人です。重症の腎臓病

患者、心臓病患者などこの重度医療の適用を受

けています。患者団体からは生きていく手段を

奪わないでと悲痛な声をいただいています。保

健医療部長、今からでも撤回していただきたい

が、答弁を求めます。 
 これまで精神障害者は重度医療の対象とされ

ていませんでした。この 1月からようやく精神
障害者保健福祉手帳一級の方が対象となりまし

た。しかし、一級という重度者のほとんどが入

院をしているのに、精神病棟への入院について

は適用外です。身体障害、知的障害は対象とさ

れているのに、精神障害者の精神病棟への入院

について除外するのは差別です。今後の対象拡

大について、保健医療部長、御答弁ください。 
 また、重度医療ほか乳幼児、ひとり親家庭等

を合わせて３福祉医療について、実施主体の市

町村に対する県補助はおおむね２分の 1 です。
ところが、戸田市のみ３分の１、三芳町は１２

分の５とされています。どの自治体で暮らして

いても県民は県民であり、これは公平を欠くや

り方です。財政力がある自治体からは相応の県

税収入もあるはずです。戸田市、三芳町への補

助格差は解消すべきと考えますが、保健医療部

長、答弁を求めます。 
 

 

Ａ．保健医療部長 

御質問３、障害者に住みやすい社会は、だれ

にとっても住みやすい社会の(３)重度心身障害

者医療費助成制度の拡充をについてお答えを申

し上げます。 

 まず、６５歳以上になってから重い障害者と

なった方を適用から外したことについてです。 

 生まれつき、あるいは若くして重度心身障害

者となった方は経済状況が非常に厳しく、適切

な医療を続けていくために医療費支援は大変重

要となります。一方、６５歳以上になって初め

て重度心身障害者となった方は、それまでの間、

資産形成ができる環境にあるなど生活の実態が

大きく異なると考えられます。また、６５歳以

上の方は、７５歳以上にならなくとも障害認定

を受けることで後期高齢者医療制度に加入する

ことができ、その場合には、医療費の自己負担

金は３割から１割に軽減されます。現在、新た

に身体障害者手帳を取得される方のおよそ７割

が６５歳以上となっており、制度を安定的に運

営するとともに、より支援を必要とする方を支

えていくためには年齢制限は必要だと考えてお

ります。 

次に、精神病床への入院まで対象を拡大する
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ことについてです。 

 県内にある精神病床約１万４千床のうち、９

割以上は常に入院患者で満床の状態にあり、平

均在院日数は２８０日以上と大変長期間にわ

たっております。県では、精神障害疾患におい

ては入院期間の短縮を図り、できる限り早期の

社会復帰、社会参加を促進するための取組を進

めております。 

 こうした中、精神病床への入院医療費を助成

することの是非については慎重に考える必要が

あり、助成対象外とした経緯がございます。精

神疾患については通院分について新規に対象に

加えたばかりであり、更なる対象の拡大につい

ては、今後の動向を注視してまいりたいと存じ

ます。 

 次に、戸田市、三芳町への補助率格差は解消

すべきについてです。 

 平成２０年度に財政力指数に基づき補助率を

変更する仕組みを導入いたしました。これは財

政力が強い市町村に多く御負担いただくことで、

制度を将来にわたって安定的に維持していくも

のです。御理解を賜りたいと存じます。 

 

 

４ 再チャレンジできる社会へ、子ども
の貧困対策を 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

次は、再チャレンジできる社会へ、子どもの

貧困対策をについてです。 

 上田知事は、再チャレンジできる社会へとし

て、生活保護受給者チャレンジ支援事業の１つ

であるアスポート事業に全国に先駆けて取り組

んできました。教室参加者の高校進学率は、事

業開始前の８６．９パーセントから約１１ポイ

ント引き上げるなど大きな成果を上げています。

生活困窮者自立支援法の下、平成２７年度から

市部は市が、町村部は県が実施主体となりまし

た。１０月末現在、全自治体で実施し、学習教

室は８７教室に広がっています。 

 先日、地元ふじみ野市の学習教室を見学させ

ていただきましたが、受験を控えた中学３年生

が学生ボランティアと向き合い、真剣に勉強す

る姿がとても印象的でした。教室を運営する彩

の国子ども・若者支援ネットワークの代表は、

ひとり親家庭など生活保護世帯の状況をつかむ

ことが子どもの学習支援につながる。不登校の

子も多く、家庭訪問をして参加を促すことが何

よりも大切。さらに、支援員らの親身なマンツー

マン学習によって、初めは低学力の子どもが高

校進学を果たしていると話していました。この

ような丁寧な支援をするために、ふじみ野教室

では３８人の参加者に対し、学生ボランティア

２６人、支援員９人、スタッフ５人の４０人の

体制で教室運営に当たっているとのことです。

今後もアスポート事業が成果を上げるためには、

訪問活動やマンツーマン学習を実施できる人的

体制を保証することが何よりも重要です。 

 そこで伺いますが、県の学習支援事業につい

ては、今後も実施水準を維持向上していただき

たい。また、各市の学習支援事業についても県

と同水準に引き上げていくよう各市に強く働き

掛けるとともに、講師派遣を含めた支援を強化

すべきです。以上３点について、福祉部長より

お答えください。 

 

 

Ａ．福祉部長 

次に、御質問４、再チャレンジできる社会へ、

子どもの貧困対策をについてお答えを申し上げ

ます。 

 まず、県の学習支援事業の実施水準の維持等

についてでございます。 

 県が実施している家庭訪問やマンツーマンの

支援は大変有効でございますので、今後とも実

施水準の維持に努めてまいります。 
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 次に、市を県と同水準に引き上げるための働

き掛けと講師派遣を含めた支援の強化について

でございます。 

 県と同様の支援を行っていない市に対しまし

ては、会議や研修などを通じて導入を働き掛け

てまいります。また、講師となる学生ボランティ

アを県が募集し、市に紹介するほか、支援員や

学習ボランティアの研修などを実施し、市を支

援してまいります。 

 

 

５ 県内東西南北に「ひきこもり」相談
センターを 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

次に、県内東西南北に「ひきこもり」相談セ

ンターをについてです。 

 １０月、三重県津地裁で、３０年にもわたる

自宅ひきこもりの末、パソコンを買ってもらえ

なかったと父親を殺害した５９歳の男性の判決

がありました。内閣府によると、埼玉県内のい

わゆるひきこもり人口は３万９千人と推定され

ますが、これは氷山の一角です。保護者たちが

高齢化していること、受皿がなくて保護者が孤

立していることなどが近年の特徴です。 

 長期間放置されれば、アルコール中毒、家庭

内暴力など深刻化する場合もあります。しかし、

県発行の冊子の中に、「職場のいじめをきっかけ

にひきこもった２９歳の男性。支援団体が作る

居場所、フリースペースを利用し、頼りにされ

たことで自信をつけ、調理師の資格を取り、就

職した」など早期に適切な働き掛けがあれば、

再び社会に足を踏み出せるケースが紹介されて

います。 

 知事に伺います。ひきこもりの現状について

の認識を御答弁ください。 

埼玉県は、１１月より越谷市内にＮＰＯ委託

のひきこもり相談サポートセンターを開設しま

した。党県議団は、相談センターと併設のフリー

スクールを視察しました。そこでは子どもたち

の焼くお菓子の香りが充満し、仲間とゲームを

する子、イラストを描く子、エレキギターを練

習する子など、それぞれが自主的に居場所を見

つけ活動しています。ＮＰＯはこのような経験

を大いに生かし、ひきこもりの子ども、保護者

の相談やグループ活動を進めていく予定です。

少しでも人と話ができることで気持ちが楽に

なってもらえればと、事務長さんは話しておら

れました。 

 さいたま市のひきこもり相談センターも訪問

しました。心の健康センターの人員体制のうち、

精神保健福祉士など専門職の４人を専任として

ひきこもり相談センターの看板を掲げています。

こちらでは、グループワークのほかにリレート

サポーターという支援者を十数人育成し、家庭

訪問活動も行っています。今後、県の相談セン

ターもさいたま市のセンターのように専門体制

を整え、訪問活動なども積極的に行えるよう拡

充していただきたいのですが、保健医療部長の

答弁を求めます。 

 ひきこもり相談センターについて、国の方針

は県と政令市に１か所ずつですが、１００万人

の政令市に 1か所相談センターがあるのに、県

全体で東部に１か所というのはいかがなものか

と思われます。せめて東西南北に相談センター

を設置していただきたい、保健医療部長の答弁

を求めます。 

 

 

Ａ．上田清司知事 

次に、県内東西南北に「ひきこもり」相談セ

ンターをのお尋ねのうち、ひきこもりの現状認

識についてでございます。 

 ひきこもりは、本人にとって就学や就労がで

きないなど自立と社会参加の機会が失われ、こ

うした状態が長期化すれば社会生活への復帰が
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著しく困難になってまいります。また、御家族

にとっても精神的、経済的に大きな負担がかか

り、さらには社会にとってもひきこもりが増え

ることで活力の低下にもなります。最近ではひ

きこもりの長期化と、それに伴う家族の高齢化

が大きな問題になっております。私は、ひきこ

もりの長期化を防ぐために、本人だけではなく、

御家族や関係者が相談窓口にまずはできるだけ

早く来ていただくことが重要であると思います。 

 これまでひきこもりの原因の１つでありまし

た不登校対策としては、公立中学校に心理の専

門家を配置するほか、不安を抱えている保護者

の方を対象とする相談会を開催するなど相談体

制の充実を図ってまいりました。その結果、公

立中学校における不登校率の全国順位は、平成

１８年度の４０位から、平成２６年度には７位

まで向上してきました。また、いわゆるニート

の対策にしても、県内４か所にある地域若者サ

ポートステーションにおいて、平成２６年度は

６千件を超える相談を受け、５００人を超える

方の就職に結び付けることもできました。さら

に、ひきこもりの長期化を防ぎ、早期解決を図

るため、若年層の段階から相談に応じていくこ

とが有効だと考えます。 

 フリースクール運営などでノウハウを持つ民

間団体に委託し、今年１１月に、県としてひき

こもり相談サポートセンターを開設いたしまし

た。このセンターでは、専門の支援コーディネー

ター３人を配置し、自らの経験に基づき、相談

者１人１人の状況に応じた助言や当事者同士の

交流会への参加を働き掛けるなど、ひきこもり

からの社会復帰を支援しています。 

 

 

Ａ．保健医療部長 

次に、御質問５、県内東西南北に「ひきこも

り」相談センターをについてお答えを申し上げ

ます。 

 まず、訪問活動の充実を図るべきについてで

す。 

 ひきこもり当事者は自ら助けを求めることが

できず、相談会場に出向くことも難しいことか

ら、訪問活動は有効な支援策の１つになると考

えます。一方で、自宅に他人が訪ねてくること

自体に抵抗を示し、かえって訪問を依頼した家

族との関係が悪化するケースもございます。訪

問活動の実施に当たっては、当事者や御家族と

の関わりを深めながら、時間をかけて信頼関係

を築いた上で訪問の時期などを慎重に判断し、

行う必要がございます。 

 県では、ひきこもりから社会復帰できた経験

者にピアサポーターとして直接訪問、相談に当

たっていただいております。また、当事者同士

が悩みを共有し、社会復帰のきっかけとなる集

いの場を開催しています。この１１月に開設し

た相談サポートセンターでも訪問活動などを今

後行っていく予定です。 

 さらに、どのようなきっかけで社会復帰でき

たのか、実際に回復された方の声などを事例集

として取りまとめ、ひきこもりに悩む皆様に活

用していただいております。事例集ではかつて

不登校を体験し、そのときに利用したフリース

クールでのボランティアをきっかけに自信を取

り戻し、得意なパソコンを生かして就職した例

など数多く事例を紹介しております。県といた

しましては、今後とも相談、訪問活動の充実に

努めてまいります。 

 次に、ひきこもり相談サポートセンターを県

内東西南北に設置すべきについてです。 

 県内全ての保健所において日常的に精神保健

福祉士や保健師が相談を受けているほか、ひき

こもりに関する専門知識を備えた臨床心理士に

よる相談も実施しております。また、相談サポー

トセンターのコーディネーターが必要に応じて

出張相談することなども考えています。相談サ

ポートセンターは開設間もないことから、まず
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はこうした運営を行う中で相談内容などの検証

を行い、関係機関とも協議しながら、今後の相

談体制の在り方について検討をしてまいります。 

 

 

 

６ 大規模商業施設の林立の中で、商店
活性モデルタウンプロジェクトを 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

次は、大規模商業施設の林立の中で、商店活

性モデルタウンプロジェクトをについてです。 
 埼玉県内各地に超大規模商業施設が林立して

おります。敷地面積３４万平米の越谷レイクタ

ウン、２３万平米超のイオンモール羽生、１４

万平米超のモラージュ菖蒲などは御存じと思い

ます。さらに今年、１５万平米超のららぽーと

富士見、１４万平米超のさいたま新都心コクー

ン２がオープンしました。今後も７万平米超の

イオンモール上尾、１７万平米超の花園プレミ

アム・アウトレット、１３万平米の所沢東口開

発とまだまだ大規模商業施設の進出の勢いは止

まりません。 
 その一方で、県内の小売業商店数は平成２４

年までの１０年間で６，５００件減少しました。

その結果、中心市街地は飲み屋チェーンと塾と

整体、診療所に占められています。大規模商業

施設に太刀打ちできない大型店の撤退も平成２

７年度までの１５年で７０件発生し、郊外住宅

団地からは小規模スーパーが撤退し、買い物難

民が生み出されています。平成１２年の大店法

の廃止によって、いわゆる商業調整が禁止され

た結果、商店街の荒廃に拍車がかかり、コンパ

クトシティが崩れ去っています。 
 知事にお伺いします。私は、大規模商業施設

の林立による商店街はじめ地域社会の荒廃が、

高齢化社会に向けてもはや深刻な段階に至って

いると感じておりますが、いかがでしょうか。

また、このような政府の政策から全力で商店営

業を守ることが県の仕事だと考えますが、２点

について、知事、御答弁ください。 
 党県議団は、既に商店リフォーム助成制度に

実績のある群馬県高崎市を視察しました。高崎

市が実施している助成事業は、既存の商店はも

ちろん、これから営業開始しようとしている人

も対象に店舗などの改装や店舗などで使用する

備品の購入に対し、その費用の２分の１を補助

するもので、補助上限額１００万円です。これ

は制度を活用する商店だけでなく、工事を請け

負う地元業者も元気になる制度だと高崎市の職

員は語っています。 
 訪問した中華料理店主は、２０年以上使って

冷えなくなったエアコンや製氷機を更新しまし

た。費用は総額１６０万円、半分が助成される

ので持ち出しは８０万円。「若いときは勢いで

やってきたが、年を取ってからは無理がきかず、

修理や購入にも金がかかるので店を閉めようか

と思った。でも、この制度のおかげで乗り越え

られた」と語っていました。高知県で４月から

始めましたが、埼玉県としても商店リフォーム

助成制度を創設すべきと考えますが、産業労働

部長の答弁を求めます。 
 個人財産への公費投入を疑問視する意見もあ

りますが、エコタウンプロジェクトのように個

人宅や商店に補助をした例もあります。私は、

商店活性モデルタウン計画としてモデルの市町

村を募り、その中でリフォーム助成を始めるこ

とを提案しますが、産業労働部長の答弁を求め

ます。 
 

 

Ａ．上田清司知事 

最後に、大規模商業施設の林立の中で、商店

活性モデルタウンプロジェクトをのお尋ねのう

ち、地域社会の荒廃が深刻な段階に至っている

のではないかについてでございます。 
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 大規模な商業施設の出店は、一般に商店や商

店街の売上げにマイナスの影響を与えています。

商店街機能の低下によって、地域社会の機能が

弱くなっていることは事実だと思います。大型

店の出店場所については、平成１９年の都市計

画法改正により立地可能な用途地域を見直すと

ともに、用途地域を緩和する地区計画制度の創

設により、市町村のまちづくりの中で主体的に

定めることになりました。県では、大型店と地

域商業との共存の重要性を踏まえ、平成１９年

に大型店、チェーン店の地域商業貢献に関する

ガイドラインを定め、地元市町村のまちづくり

や商店街事業への協力を働き掛けています。 
 これらにより、大規模な商業施設と地域の商

店街が共存を図る動きも出ております。例えば、

本年４月に開店したららぽーと富士見において

は全てのテナントが商工会に加入し、地元商店

会のスタンプラリーに積極的に参加するなど地

域商業との連携をした取組も行っております。

今後とも高齢化社会を見据え、身近な地域の商

店街と大型店の共存を進めながら地域商業の活

性化を図っていきたいと思います。 
 次に、このような政府の政策から全力で商店

営業を守ることが県の仕事だと考えるがいかが

かについてでございます。 
 商店や商店街の活性化は、私も大きな課題だ

と思っております。なぜなら、顔が見える商店

や商店街は単なる買物の場所だけではありませ

ん。地域社会におけるコミュニティの形成や交

流の場であり、時と場合によっては、安心・安

全を守る交番や灯台にもなったりする、地域に

とって貴重な存在だと認識しています。そうし

た商店や商店街の衰退に対し、私自身もあるい

は県全体も危機意識を持っています。 
 こうした危機意識の中で、県では、地域商業

をけん引する人材の育成、専門家によるノウハ

ウの指導、モデル事業の実施など商店や商店街

を支援しております。中でも、元気でやる気の

ある黒おび商店街に対し新たな補助制度を設け、

工夫を凝らした集客イベントなど、商店街のに

ぎわい向上につながる事業を支援しております。

県内各地で頑張っている８７３店を「地域でが

んばる元気な商店」としてホームページでも紹

介しております。また、意欲の高い個人商店を

応援するため、個性ある店づくりを行っている

小売店をこれまでに７８店表彰してまいりまし

た。 
 今後も市町村、商工団体と連携して多くの商

店、商店街が自らの力で活性化に取り組めるよ

う、様々な視点から支援をしてまいります。 
 

 

Ａ．産業労働部長 

御質問６、大規模商業施設の林立の中で、商

店活性モデルタウンプロジェクトをのうち、商

店に対するリフォーム助成制度の創設について

お答えを申し上げます。 

 現在、個人商店を取り巻く環境は大変厳しく、

店舗の改修や使用備品を購入することが大きな

負担となっているものと思われます。しかしな

がら、店舗の建物や備品は商業者の資産となる

ことに加え、商業的効果がその個店に限られる

ことから、その取得に公費を投入することは慎

重にならざるを得ません。したがって、リフォー

ム助成制度の創設は難しいものと考えておりま

す。 

 次に、モデル市町村を設定してリフォーム助

成を始めてはどうかとの御提案でございますが、

モデル事業は全県展開を前提として行うもので

ございますので、エリアを限定しての検討も困

難と考えております。 

 商業者の方々に対する支援は、補助制度だけ

ではなく様々な方法があります。県では個人商

店に対する専門家による経営ノウハウの指導、

商店街活性化リーダーの育成、個性あふれる小

売店の表彰などの事業により支援を行っており
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ます。今後も市町村、商工団体と連携して多く

の商業者が自らの力で稼いでいけるよう支援し

てまいります。 

 
 
 
７ 「いやや（188）、泣き寝入り」消費

者行政の拡充を 
 

Ｑ．前原かづえ議員 

続いて、「いやや（１８８）、泣き寝入り」消費

者行政の拡充をについてです。 

 １８８、このダイヤルナンバーで消費生活支援

センターにつながります。「いやや、泣き寝入り」

と覚えます。皆さん御存じでしたか。埼玉県消費

生活支援センターによると、消費者被害相談件数

は年間５万件以上で推移し、市町村窓口の相談件

数も年々増えています。相談の特徴はインター

ネット関連の増加、そして高齢者被害の増加です。 

 私は、川越の消費生活支援センターを訪問しま

した。川越のセンターでは所長をはじめ、４人の

常勤職員と７人の非常勤職員の相談員さんが頑

張っています。センターの活動で特記すべきなの

は、被害者に代わって悪徳事業者と直接交渉し、

事業者に指導を行うことです。最近でも出会い系

サイトの被害者のためにタックスヘイブンに事業

所を置く業者から数百万円を取り返すなど、実績

を上げています。お金を払う前に御相談ください

と所長は強調していますが、センターの業務を広

く県民に知らせ、気軽に相談できる気風を作る必

要性を痛感しました。 

 「１８８、いやや泣き寝入り」、この番号の普及

はまだまだです。高齢化社会に向けて全力で普及

啓発をしていただきたい。特に高齢者に関わるこ

との多い福祉部との連携が不可欠です。福祉部長、

高齢者の消費者被害の実態についての御認識を答

弁ください。 

 また、「１８８、いやや」を地域包括支援センター

をはじめ高齢者施設で積極的に広報啓発していた

だきたい。こちらは県民生活部長と福祉部長、双

方の答弁を求めます。 

 相談解決の鍵は、相談員さんの力量です。特に

県の相談員は、市町村の相談員の指導にも当たる

立場です。しかし、毎日８時４５分から１７時ま

で週４日勤務の非常勤職員です。専門職にふさわ

しく処遇を改善し、常勤化すべきです。県民生活

部長の答弁を求めます。 

 高齢者の持っている貴金属などを低価格で買い

取る、いわゆる押し買い被害相談について、地域

包括支援センターに連絡し、直ちにヘルパーに訪

問してもらい、被害を防いだという経験もあるそ

うです。 

 国は、来年４月までに市町村に高齢者関係者、

介護関連団体、民生委員、ヤクルトや生協など宅

配などの事業者で作る消費者安全確保地域協議会

の設置を掲げています。しかし、現在は設置予定

の市町村はないとのことです。県内市町村で既に

構築してきた高齢者ネットワークを生かしながら、

消費団体も交えて協議していく仕組みをつくって

いくべきです。県民生活部長の答弁を求めます。 

 

 

Ａ．県民生活部長 

御質問７、「いやや（１８８）、泣き寝入り」

消費者行政の拡充をのお尋ねのうち、１８８の

高齢者施設での積極的な広報啓発についてお答

えを申し上げます。 

 本年７月１日から消費者ホットライン、１８

８への三桁化に際し、県といたしましては広報

紙やラジオＣＭなど様々な媒体を活用し、周知

を図ってまいりました。７月から９月までの３

か月では消費者ホットラインの番号が「０５７

０」から始まる１０桁だった前年に比べ、約２

０００件増の７９０９件の利用があり、覚えや

すい３桁化にした一定の効果が出始めていると

考えております。 
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 お話しの高齢者への周知については、高齢者

の周囲で活動する福祉関係者との連携が有効で

すので、今後も地域包括支援センターなどに御

協力をいただきながら進めてまいります。 

 次に、県の消費生活相談員の処遇を改善し、

常勤化することについてでございます。 

 相談員には、幅広い知識とともに高度な相談

技術が求められます。そのため、消費生活に関

する専門的な資格を有し、その能力、技術を維

持していることを条件に任期付きの非常勤職員

として採用しております。この非常勤の報酬に

つきましては、平成２２年度から平成２５年度

にかけて週３日勤務の日額制から週４日勤務の

月額制への移行を順次進め、相談体制の充実に

合わせて処遇の改善を図ってまいりました。 

 最後に、消費者安全確保地域協議会の設置に

ついてでございます。 

 協議会の活動は、地域の高齢者や障害者、ま

た、認知症等により判断力が低下した人などの

見守りが中心となることから、既に構築されて

いる福祉関係の見守りネットワークのメンバー

を主体として市町村ごとに協議会を設置してい

ただきたいと考えております。そのため、地域

包括支援センターの職員や民生委員、児童委員

を対象に高齢者の消費者被害防止フォーラムを

開催しております。また、設置主体となる市町

村の担当課長会議などを開催し、協議会の必要

性や重要性、設置の手順など説明してまいりま

した。現在７つの市町で協議会の設置に向けて

検討していると聞いております。 

 今後ともこうした取組を積極的に行い、より

多くの市町村に協議会を設置していただけるよ

う働き掛けてまいります。 

 

 

 

 

 

８ 三芳スマートインターチェンジのフ
ルインター化について、大型車両通
行禁止を 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

最後に、三芳スマートインターチェンジのフ

ルインター化について、大型車両通行禁止をに

ついてです。 

 関越道三芳インターチェンジのフルインター

化、大型車など車種拡大の連結許可が７月、国

土交通省より決定されました。平成３０年度開

通を目標に事業が進められます。昨年、この問

題について、地域住民からフル化には反対しな

いが、連結する道路の整備もないのに大型車の

通行を可能にするのは危険だとして、大型車の

通行禁止を求める署名が提出されています。 

 しかし、今回の事業決定は、住民から示され

た問題点が解決されないままの見切り発車と言

わざるを得ません。インターチェンジ周辺は、

三富新田の昔ながらの歩道もない道路がほとん

どです。現在でも交通死亡事故が多発しており

ます。農家の方は、トラクターで走るのは命懸

けと言っております。さいたまふじみ野所沢線

や所沢堀兼狭山線は現状でも交通量が多く、渋

滞が懸念されます。また、東入間警察入り口交

差点から大井中学校前を通って関越方面に向か

うバス通りは幅員も狭く、大型車がすれ違いで

きない箇所もあります。自転車の死亡事故や民

家に大型車が突入する事故が起きています。大

型車が通るたびに家が揺れる振動被害も起きて

います。 

 県土整備部長にお伺いしますが、フルイン

ター化、大型車両許可に伴う大型車両増加の影

響をどのように予測しているのか、また、市道

への支援も含め、周辺の安全対策強化策につい

て御答弁ください。 

 道路の安全対策について、地元の皆さんは再

三、県への要望を行ってきましたが、これまで
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は「国と町の事業である」という答弁でした。

しかし、今回の事業決定に当たって国土交通省

は、「県、関係市町と連携して検討し、三芳町ス

マートインターチェンジフル化地区協議会に報

告すること」との異例の条件を付けました。国

と町の仕事とするのではなくて、県もしっかり

と連携すべきだというこの指摘について、県土

整備部長と県警本部長の答弁を求めます。 

 歩道もない、幅員もない、周辺道路環境の整

備もないまま、大型車両通行は認めるべきでは

ありません。このことを強く指摘いたしまして、

質問を終わらせていただきます。ありがとうご

ざいました。 

 

 

Ａ．県土整備部長 

御質問８、三芳スマートインターチェンジの

フルインター化について、大型車両通行禁止を

についてお答えを申し上げます。 

 スマートインターチェンジは高速道路の利便

性の向上だけでなく、地域振興にも大きく寄与

するものでございます。三芳町はこの点を踏ま

えた上で、三芳スマートインターチェンジの設

置の意思表明をしたものと理解しております。 

 フルインター化、大型車両許可に伴う大型車

両増加の影響については、交通量の増加により、

交差点の混雑等が想定されます。このため、フ

ルインター化の実施計画において、４か所の交

差点整備と２路線の歩道整備について、県及び

三芳町が連携して進めることとしております。

このうち、県が行うべき２か所の交差点整備に

ついては、既に着手いたしました。また、周辺

のより一層の安全対策については、国や関係市

町とともに検討会を設け、その中で必要な安全

対策を協議することとしております。さらに、

関係市町への支援につきましては、国や高速道

路会社など関係機関との調整や道路整備の国庫

補助事業の導入などを県として支援してまいり

ます。 

 県も連携すべきという指摘につきましても、

このように大型車に対応したフルインター化に

向け、関係市町や国などの関係機関とともに県

がしっかり連携し、一体となって取り組んでお

ります。 

 

 

Ａ．警察本部長 

御質問８、三芳スマートインターチェンジの

フルインター化について、大型車両通行禁止を

についてのうち、私に対する御質問にお答えを

申し上げます。 

 議員御指摘のとおり、三芳スマートインター

チェンジのフルインター化、対象車種の拡大に

より、周辺道路では大型車両を含めた交通量等

の変化が予想されるところであります。このた

め、県警察では道路管理者、地元自治体等と連

携を図り、整備改良が予定されている道路の交

差点や歩道等における各種交通安全施設の整備

等について協議を行っているところであります。 

 周辺道路の交通上の諸問題につきましては、

引き続き適切な掌握に努め、国や県をはじめ関

係する市や町と連絡を図りながら、交通の安全

と円滑の確保のための対策を講じてまいります。 

 

 

Ｑ．再質問 前原かづえ議員 

再質問させていただきます。 

 ＴＰＰの問題ですが、川口で行われたスキッ

プシティの農業フォーラムのときに、表彰を受

けた農家の方が「おめでたい席だけれども、やっ

ぱり農業の運営は大変だ。ＴＰＰという問題も

ありますし」という発言をされていました。そ

れから、この間の農業大学校の７０周年記念の

ときに、知事は「ＴＰＰと闘う時代だ」という

ふうにおっしゃっていました。 

 今の答弁を聞いていますと、輸出ができるか
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らいいんだということなんですが、輸出もでき

るけれども、やっぱり輸入で潰されるという恐

怖がいっぱいあるわけなんですよね。そういう

状態なのに、知事はその言葉の１つ１つに国が

やることだからみたいな形で、マイナス面をカ

バーするような施策をしていきたい、ＴＰＰと

闘うという時代が来たとおっしゃっている割に

は、そこの決意が分からないので、もう一度き

ちんと答えていただきたいと思います。 

 それからあと、影響額なんですけれども、影

響額につきましては、もともとの算出の基盤が

違うからということなんですけれども、それで

ごまかすのではなくて、やっぱりきちんとどう

いう影響が出るのかというところで試算を早く

して、それに対して対応していかなくちゃいけ

ないと思いますので、もう一度答弁をお願いし

ます。 

 

 

Ａ．上田清司知事 

前原かづえ議員の再質問にお答えします。 

まず、ＴＰＰの問題でございますが、基本的

には日本という国は、大きな市場から排除され

ていくというようなことは避けなくてはいけな

いということが１つであります。そして、政府

は一貫して守るべきものは守ると言ってきまし

た。ただ、農業団体などから必ずしもそうでな

いという意見があるということが言われており

ますと。そうでないとすれば、どのような形で

カバーをするのかということが、きちっとこれ

から国会の議論の中でなされていくべきだと思

いますし、私自身も、もし守れていないとすれ

ばきちっとそれをカバーすべきものだと申し上

げたところでございます。 

 

 

Ａ．農林部長 

前原かづえ議員の御質問１、 埼玉農業を壊

滅させるＴＰＰは撤退しかないの再質問にお

答えいたします。 

 幾つかの県を私も確認いたしましたが、国の

試算の前に策定している県が幾つかあるとい

うのは、私も承知しております。例えば滋賀県

では、滋賀県で算出した額というのは４０億円

というふうに試算していますが、同じ滋賀県に

ついてＪＡ滋賀中央会が試算しているものは

８２億円ということで、倍ぐらいの差が生じて

いるということでございます。 

 ということで、今回の大筋合意の内容は複雑

で、前提条件の置き方で大きな試算結果の差が

生まれるというふうに考えておりますので、埼

玉県といたしましては、国の分析結果を精査い

たしまして本県の影響試算を行ってまいりた

いと考えております。御理解いただければと思

います。 

 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

それから、保育士の問題ですが、子育て応援

行動計画の数字の見直しを考えていないという

かなり冷たい答弁なんですけれども、余りにも

足りませんと私は申し上げておりますので、こ

れはきちんと見直すべきだと思います。見直す

ための努力をするとか、そういう形で何かしら

一歩前に進んでいただきたいと思うんですね。

処遇改善の復活というのはやっぱり保育士の確

保につながりますので、それを進めるためにも

この計画を見直してきちんとやっていただきた

い。国の予算の状況を見ながらやっていきたい

という何か国任せの感じで、埼玉県としてきち

んと子育てを応援するという立場に立った意気

込みが分かりませんので、その点についてもう

一度お願いしたいと思います。 
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Ａ．福祉部長 

前原議員の御質問２、保育所の増設で真剣に

子育て支援をの再質問にお答えを申し上げます。 

 まず、保育所受入枠の見直しでございます。 

 この受入枠は、市町村が保育の利用希望を調

査し定めた計画を基に、本年３月に県が定めま

した。保育ニーズが変化し、市町村が計画を変

更した場合には、県は計画を見直すことはあり

ます。しかしながら、策定後間もなく、市町村

による計画変更が行われていないため、見直し

をしないということでございます。 

 次に、県単独の処遇改善についてでございま

す。 

 保育士の職員の給与の改善は、国の責任でま

ず対応すべきであると考えております。このた

め、国には公定価格の改善を強く要望しており

ます。その上で、国の動向を見ながら県独自の

処遇改善の必要性について検討してまいりたい。 

 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

それから、ひきこもりのセンターの問題です

が、心を閉ざした方に、ひきこもっている方に

外に出てみませんかというと「どこに行けばい

いんですか」という答えが返ってきて、結局セ

ンターとか、相談する場所があるということが

とても大事だと思うんですね。それが今、東の

ほうに１個しかないということでは、とても西

部の人たちは東まで行くわけにもいきませんの

で、今回つくったわけですから、これを次にど

ういうふうに進めていくかという計画をきちん

と明らかにしていただきたいと思うんですが、

計画を持つという意思を持っていただきたいん

ですが、それについてお願いいたします。 

 

 

Ａ．保健医療部長 

御質問５、県内東西南北に「ひきこもり」相

談センターをについての再質問にお答えを申し

上げます。 

 ひきこもり相談サポートセンターを東西南北

に設置することについて、しっかりした計画を

持ってほしいとのお尋ねでございました。さき

に御答弁を申し上げましたとおり、サポートセ

ンターを東西南北に設置をしなくても、県内全

ての保健所において日常的に精神保健福祉士や

保健師が相談を受けております。また、ひきこ

もりに関する専門知識を備えております臨床心

理士も相談を実施しております。また、ピアサ

ポーターの訪問相談や集いの場の開催も行って

おります。 

 今後、つくらないということではございませ

んで、そういった相談の実態をよく把握をさせ

ていただいて、その上で、今後の対応について

検討してまいりたいということでございますの

で、御理解を賜りたいと存じます。 

 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

それから、大規模商業施設の問題ですけれど

も、自らの力で乗り越えられるよう対策を講じ

るという言葉を知事もおっしゃいましたし、産

業労働部長もおっしゃいました。自らの力で乗

り越えられない大きな問題が起きているわけな

んですね。それで先ほど説明ありましたけれど

も、平成１９年にモデルプランを立てまして、

６年たった今現在で、かなりまた商店街の荒廃

が明らかになっているわけですので、やはりき

ちんと商店を守るという対策を前に進めていた

だきたいと思うんですが、その点について知事

の答弁をお願いいたします。 

 

 

Ａ．上田清司知事 

それから、大規模商業施設関連の再質問でご

ざいますが、問題意識は基本的には議員と変わ
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らないと思っております。そして、商店並びに

商店街のこうした困難な状況をできるだけカ

バーすべき政策についても、商店、商店街から

も一定の御理解をいただいていると私たちは考

えております。そして、それでも最後は、個々

の商店街や個々の商店にそれなりの努力や工夫

が要るということを申し上げたことについて、

御理解を賜りたいと思います。 

 

 

Ｑ．前原かづえ議員 

それからあと、三芳町のスマートインター

チェンジの問題なんですけれども、県が行うべ

き安全確保２か所は整備しているということな

んですが、そこの場所についてはフル化の話が

なくても歩道整備や安全対策の要望は前から

あったところなんですね。ようやく一歩前進し

たわけで、私がここで質問しているのは、この

狭い範囲だけでなくて、三芳町につながるふじ

み野市、所沢市、こちらにつながるところでの

道路整備、あるいは質問の中でも言いましたけ

れども東入間警察入り口交差点から大井中学校

前、そういう部分についての整備を指導してい

く、あるいはやっていくということについて、

もう一度明確に答弁していただきたいと思うん

ですね。 

 歩道の整備については、武蔵野の自然を楽し

みながら歩いていける、そういう整備なら三富

の自然も守れると思うんですけれども、大型車

を通すために農地を潰して、そして大型車の通

過道路になって、それこそ車の量が激しくなっ

て、空気が汚くなって汚されるという、まちづ

くりが破壊されるということもこの先想定でき

ますので、是非ともこの大型車についての規制

について、きちんともう一度明確な対応をして

いただきたいと思います。 

 以上です。よろしくお願いします。 

 

Ａ．県土整備部長 

御質問８、三芳スマートインターチェンジの

フルインター化について、大型車両通行禁止を

の再質問についてお答えを申し上げます。 

 このフルインターチェンジの周辺の県が管理

する道路につきましては、現在も大型車両は通

行可でございます。フルインター化により交通

量が増えることに対する対策として、県として

は歩道整備や交差点の改良を行っております。 

 その他の歩道整備等の道路整備につきまして

は、選択と集中の観点からその必要性に応じて

順次整備を検討してまいります。 

        

 

Ａ．警察本部長 

御質問８、三芳スマートインターチェンジの

フルインター化について、大型車両通行禁止を

についての再質問にお答えを申し上げます。 

 さきに御答弁申し上げましたとおり、周辺道

路の交通上の諸問題につきましては、引き続き

適切な掌握に努め、国や県をはじめ関係する市

や町と連携を図りながら交通の安全と円滑の確

保のための対策を講じてまいります。 
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 ２ 決算特別委員会（2015 年 10 月・11 月閉会中）における秋山文和県議の質疑 
 

◆総括的事項（10 月 22 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 滞納税の徴収強化について、高額滞納の整

理促進、預貯金や給与等の差押え、不動産公

売インターネット公売、捜索等の取組で換価

した金額と滞納額の年度間の推移はどうなっ

ているのか。 

２ 県債の状況について、３兆７,７８３億円の

うち５８％が県でコントロール可能な一般債

務、４２％が臨時財政対策債を中心とした地

方交付税算定の需要額の元利償還金に算入で

きるものになっている。臨時財政対策債の償

還について将来にわたって国が財政措置を行

う見通しなのか。実質的借金はずっと減り続

けていくことになる見通しなのか。 

３ 県債の借入れは、春日部市のように銀行な

どに競争入札を実施し、低い金利の借金をし

ているのか。 

４ 事務事業の見直しについて、様々な部門で

県が市町村に対して補助事業を開始するが、

数年すると廃止になることが多く、市町村は

はしごを外されるという経験をこれまで数多

くしてきた。市町村は住民と直結しており、

県の補助がなくなったから開始した事業をす

ぐに止めるわけにはいかない。市町村の背中

を押すことはよいが、先の見通しを提示して、

市町村が事業選択できるようにすべきと考え

るが、どうか。 

５ 消費税について、平成２６年度から消費税

率が５％から８％に引き上げられたが、県有

施設などの施設使用料、手数料などの県民負

担額はいくらか。また、歳入や歳出における

影響額はどうか。 

 

 

Ａ．参事兼税務課長 

１ 平成２６年度の換価額は、預貯金や給与な

どの債権で約２億４，０００万円、不動産公

売で６６２万８，０００円、自動車や動産の

インターネット公売合計で５１２万７，００

０円である。換価額の合計は約２億５,１７４

万円である。高額滞納の整理促進について、

２００万円以上の高額滞納事案は、平成２６

年度９億４,２３９万円ほどあり４億１,５３

４万８，０００円を徴収した。滞納額の推移

は、収入未済額の推移でお答えする。県と市

町村で連携して収入未済額の圧縮に取り組ん

でいるが、過去５年では平成２２年度に約３

６５億円だったものが、平成２３年度３４５

億円、平成２４年度３１３億円、平成２５年

度２８４億円、平成２６年度２５０億円まで

圧縮してきている。 

 

 

Ａ．財政課長 

２ 臨時財政対策債は１００％措置されるとい

う約束のもとに発行している。今後も制度が

続くものと考えているが、本来は地方交付税

で措置されるものであるので、国に対して地

方交付税で措置するようにお願いしていく。

一般の県債については平成２５年度で頭打ち

となっており今後は減少していく。県債は負

担の世代間の公平性や平準化を図ることが主

旨であるが、今後、投資を伸ばしていくよう

な場合には増加することも考えられる。 

３ 県では借入れが高額のため、市場公募債や

銀行等引受けといった手法が用いられる。最

低でも１回に５０億円、場合によっては２５

０億円から３００億円の資金調達が必要であ

るため１社での引き受けは無理で、調達その

ものができなくなるため、入札方式は県の資
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金調達手段としてはなじまないと考える。 

４ 平成２７年度当初予算では福祉部と市町村

との連携がうまくいっていない事例があった。

新規の施策については、関係団体と協議し、

共通認識を持つことが重要である。平成２８

年度当初予算編成通知の中に、あえて新たに

市町村との連携、役割分担や共通認識を持つ

ことに留意するようとの記載を追加している。 

５ 歳入については一般会計では４,４００万

円強、オール県庁では約１３億円の増加と

なっている。歳出については一般会計で約４

５億円強、特別会計を合わせると約４６億円

となっている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 換価の合計額が２億５,１７４万円、高額滞

納が４億円と答弁されたが、その差異につい

て分かりやすく説明していただきたい。 

２ 給与差押えをかなり増やしたようだが、度

重なる催告や予告の後に実施していると思わ

れる。差押えに至る経緯はどうなっているの

か。 

３ 臨時財政対策債は限度額まで発行するのか。 

４ 県は地方税法上では納税義務者ではないが、

消費増税の影響とはいえ、あえて県民に転嫁

をした理由は何か。 

 

 

Ａ．参事兼税務課長 

１ 換価とは、財産を差し押さえて公売や取立

てを行った額である。高額滞納の徴収額４億

１,５００万円の中には、換価の額だけでなく

自主的な納付の額も含まれているため、換価

の合計額よりも高額滞納の徴収額の方が多く

なっている 

２ 納期内納税が原則だが、納期内納税してい

ただけない場合にはまず督促状を発送する。

その後コールセンターで納税の呼び掛け、文

書催告をしてもなお、納税資力がありながら

納税していただけない滞納者には、給与差押

えなど徹底した滞納処分を実施している。 

 

 

Ａ．財政課長 

３ 臨時財政対策債は地方交付税の身代わりで

ある。地方交付税は標準的な事務について措

置されるので、それを下回る発行額にしてし

まうと標準的な事務に対する財源を放棄する

ことになりかねず、別の財源を用意するとい

うことになる。可能性としてはあるが、現実

的には考えにくい。与えられた財源の中で最

大限事業を実施していく。 

４ １３億円のうち大部分は納税義務のある公

営企業である。社会保障関連経費の安定財源

を確保するため、広く薄くご負担をお願いし

たい。 

 

 

 

◆企画財政部（含 出納、監査事務局）関係 

（10月22日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 埼玉高速鉄道（株）の経営再構築の支援内

容はどういうものか。また、同社に対する県

の権利はどのようなものか。 

２ 水資源の確保について、安定水利権の割合

が現在７１％で、平成２８年度の目標が１０

０％となっているが、水の需要と供給のバラ

ンスは既にとれているのではないか。 

３ 全国知事会の活動の中で、上田知事が委員

長を務める全国知事会地方行政体制特別委員

会において、各党で検討されている道州制の
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基本法案に明記すべき事項等について政党へ

の申し入れを行ったとあるが、その内容を教

えてもらいたい。 

４ マイナンバーへの対応と情報セキュリティ

に係る費用はどのくらいか。また、今後の費

用見込みはどうか。 

 

 

Ａ．交通政策課長 

１ 埼玉高速鉄道（株）は、平成２７年１月に

事業再生ＡＤＲ計画を策定し、経営再構築を

図った。この支援の内容は、金融機関に対す

る損失補償として約３１６億円、県の貸付金

債権を資本に振り替える支援が約１３１億円

で、これにより埼玉県の出資比率は４９．３％

となっている。 

 

 

Ａ．土地水政策課長 

２ 平成２６年度の水利権量は毎秒２６．８㎥

で、うち安定水利権は毎秒１９．１㎥、暫定

水利権は毎秒７．７㎥となっており、水利権

量の毎秒２６．８㎥を上限に取水している。

平成２６年度の最大取水日の平均取水量は２

１．４㎥であり、日平均のため時間帯によっ

ては、最大取水量はもっと大きくなる。そこ

で安定水利権を確保していくことは重要であ

ると考えている。また、利根川水系の渇水は、

平成に入って８回、３年に１回程度発生して

いるが、取水制限は水利権量に対してかけら

れるため、水利権量の確保が必要である。 

 

 

Ａ．企画総務課長 

３ 全国知事会においては、上田知事が委員長

を務める地方行政体制特別委員会が中心とな

り国政の動きに合わせて道州制について議論

を行っている。平成２５年７月の全国知事会

議において、各党が策定する基本法案に盛り

込んでいただきたい事項をとりまとめ、その

後、政党に対する要請活動を行ったところで

ある。要請の内容は、「国民的議論が十分に行

われるよう、今なぜ道州制なのか、道州制の

理念や姿が具体的かつ明確に示さなければな

らないこと」、「道州制は中央集権を打破し、

地方分権を推進するものであることを明確に

示さなければならないこと」、「道州制は、地

域間格差を拡大させることなく、国民の幸せ

の向上につながるものでなければならず、格

差是正の仕組みを明確に示さなければならな

いこと」などを申し入れたところである。 

 

 

 

Ａ．情報システム課長 

４ マイナンバーについては、平成２８年１月

から利用が開始され、平成２９年から情報連

携が始まるなど、段階的に施行される。業務

手続の見直しなど制度的対応と、システムの

構築・改修などシステム面の対応が必要とな

る。市町村についても同様であり、必要な支

援を行っている。県庁ＬＡＮの運用・セキュ

リティに係る費用は年間３億１，０００万円

程度である。今後も毎年、同程度必要である。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 埼玉高速鉄道（株）に多額の利益が上がっ

た場合は、どのように利益が還元されるのか。 

２ 水需要の推移はどうなっているか。渇水に

よる取水制限があっても、既に供給量は十分

バランスが取れているのではないか。 

３ マイナンバーの導入費用はどのくらいか。 

 



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 
 

 
 

- 23 - 
 
 

Ａ．交通政策課長 

１ 埼玉高速鉄道（株）は、まだ再構築を行っ

たばかりのため、まずは経営の自立化を図る

ことが大事である。今後は設備投資・更新が

必要になる。利益をどう還元するかは、もう

少し経営が安定化した後に検討すべきと考え

ている。 

 

 

Ａ．土地水政策課長 

２ 水利権量は毎秒２６．８㎥で、そのうち安

定水利権が毎秒１９．１㎥となっている。 平

成２６年度の最大取水日の平均取水量が毎秒

２１．４㎥であり、これでは安定水利権だけ

では足りず、暫定水利権が必要となる。 

 

 

Ａ．情報システム課長 

３ マイナンバーの導入費用は平成２７年度で

６億１，０００万円程度である。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

埼玉高速鉄道(株)には県がほぼ半数に近い出

資をしている。よって、自治体の支援を受けて

いる事業者としてノーマライゼーションには最

大限に協力することとし、障害者の福祉割引制

度を是非導入していただきたい。その方が会社

の利益にもつながると思うがどうか。 

 

 

Ａ．交通政策課長  

割引制度の拡充については、埼玉高速鉄道

(株)は民間会社でもあり、経済的負担を強いる

ことは難しいが、県民の足としての役割もある。

社会のニーズに合った対応を働き掛けたい。Ｊ

Ｒや東京メトロも精神障害者割引は導入してい

ない実態もある。割引拡充は、専門的知見のあ

る国において、ガイドラインを作成し、事業者

に提示していただくことも必要と考えている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

ＪＲは乗車券で割引制度を導入しているので、

先の答弁を修正されたい。 

 

 

Ａ．交通政策課長 

乗車距離が１００ｋｍを超える場合等におい

て、ＪＲには障害者割引の制度がある。答弁を

修正する。 

 

 

 

◆総務部（含 秘書課、人事委員会）関係 

（10月26日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 追加要求資料１８「部局別年次休暇取得状

況」について、直轄の７．５日は県土整備部

の１４．２日、会計管理者の１４．９日と比

べると約半分であるが、この原因をどのよう

に考えているのか。また、全体では１２．５

日という低い取得率をどう改善するのか。 

２ 追加要求資料１９について、年間における

時間外勤務について、時間外勤務手当支給額

の最高額と時間数が約６７７万円で９１０時

間となっているが、なぜこのような時間数に

なったのか。また、過労死ラインは月８０時

間とされているが、これを超える月があった

のか。 

３ 私立高校運営費補助について、平成２６年

度は４８校、１３９億円余と対前年度は増え

ているが、生徒１人当たり単価では全国平均
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の８５％にとどまっている。私立高校に対す

る公民格差の解消に向けて今年度どのように

努力してきたのか。また、今後はどのように

計画しているのか。 

４ 女性管理職登用について１０年後に２０％

が目標とのことであるが、４年間で２．３ポ

イントしか上がっていないことからすると、

１０年後は１４％にしかならない計算である。

女性職員は４割以上おり、女性管理職の登用

は途上であると思われるが、女性管理職登用

率の向上に向けた決意を伺う。 

５ 設計労務単価の引き上げが、現場で働く建

設労働者にどのように反映されたか。また、

若者の建設業界離れを防ぐための実効ある手

立てをどう取ったか。 

 

 

Ａ．人事課長 

１ 直轄の職員の年次休暇の取得が少ないのは、

秘書業務を所掌していることから、急な来客

等突発的な業務に対応する機会が多いため、

自分のペースで仕事を進められず、年休を取

得することが難しいことが考えられる。全体

として年次休暇の取得を促進するための取組

については、毎年、年度当初に会議を通じて

年次休暇の取得について周知しているほか、

ゴールデンウィークや夏期期間、年末年始に

年次休暇を取得して連続休暇を取るよう通知

している。今年度はゴールデンウィークに年

次休暇を取得し、５連休以上の連続休暇を取

得するよう通知した。その結果、年次休暇を

取得して５連休以上の連続休暇を取得した職

員は約６４％であった。夏休みについては輪

番制により連続休暇を取得するよう通知して

いる。今年の年末については、１２月２８日

が月曜日であるため、１日年次休暇を取得す

ることにより９連休となる場合がある。この

ような連休となるパターンを具体的に示して

取得促進を図っていきたい。 

２ 時間外勤務手当が最も多かった職員は児童

相談所の医師で、児童相談所を巡回して児童

の診察を１人で行っていた。医師の採用は困

難な状況だが、平成２７年４月に１人採用し、

可能な限り業務を分担してもらうようにして

いる。今後、更なる医師の採用を検討するほ

か、外部委託できる業務がないかなどを検討

していく。平成２６年度に当該医師が８０時

間を超える時間外勤務を行った月は４回あり、

その都度、人事課や部局の職員担当から本人

に対して、時間外勤務の縮減について助言、

指導を行った。 

４ 女性職員管理職の登用については、このま

まのペースでは２０％を達成することは難し

いと認識している。女性職員に対し、管理職

になる意識付けを行う研修や人事配置、様々

な環境整備などを積極的に図ることで、１０

年後の女性管理職２０％を達成していきたい。 

 

 

Ａ．学事課長 

３ 私学助成については、運営費補助と父母負

担軽減事業と合わせて２本柱で取り組んでい

る。平成２６年度１人当たり単価の合計は３

３万６，３３２円で全国３２位である。平成

２４年度は３９位、平成２５年度は３３位と

年々順位を上げ、充実に努めている。運営費

でも、補助単価の伸び率は、平成２６年度は

１．４％で全国第１７位、平成２７年度は全

国第１３位と頑張っている。公私間格差が広

がらないように運営費の配分においても、生

徒納付金の高いところは減額し、低いところ

は加算するような仕組みを取り入れている。

また、生徒納付金の値上げを行う予定の学校

に対しては、丁寧にヒアリングを行い、その
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必要性を確認するなどできる限りの抑制を指

導している。 

 

 

Ａ．入札課長  

５ 個々の労働者の賃金は把握していないが、

建設労働者の賃金向上のためには、企業が適

正な利益が得られる金額で契約することが重

要である。県としては、極端な低価格での入

札、いわゆるダンピング防止の対策として、

最低制限価格の設定や低入札価格調査制度の

運用を行い、安い価格での受注を防止してい

る。また、建設業界の就労環境の向上のため、

昨年１０月から６，０００万円以上の工事を

対象に社会保険への加入を条件とした入札を

行い、今年度からは対象工事を３，０００万

円以上に拡大した。将来的には県発注工事は

全て社会保険加入業者でなければ受注できな

い制度とし、若年者が建設業界に入職しやす

い環境を整備していきたい。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 平成２７年度から医師を採用したというこ

とだが、新たに医師を採用して２人体制に

なったということでよいか。越谷児童相談所

を訪問した際、医師が来ると非常に助かると

いう話を聞いており、時間外勤務の状況につ

いて早急に改善してほしいと考えている。今

年度の当該医師の時間外勤務の状況はどうか。 

２ 運営費補助と父母負担軽減補助は、性格が

違うと思う。運営費補助が低いと、例えば非

常勤教員を雇わざるを得ない状況となる。父

母負担軽減補助が増えているのはいいことだ

と思うが、トータルで３２位は、まだ不十分

である。今後、どうやって努力していくのか。 

３ 設計労務単価が引き上がっても、建設労働

者の実勢賃金に反映されていない。設計労務

単価が建設労働者の賃金にきちんと反映でき

る仕組みづくりが必要であるが、どのように

考えているか。 

 

 

Ａ．人事課長  

１ 新たな医師を１人配属し、児童相談所の医

師は当該医師と合わせて２人となっている。

上半期は新たに配属した医師が事務に慣れて

いないことや、業務委託が進んでいないこと

から、時間外勤務の状況はそれ程変化はない。

部局や本人とよく話しをしながら、下半期は

時間外勤務の状況をしっかり改善していきた

い。 

 

 

Ａ．学事課長  

２ 両補助について性格が違うという意見を含

め、いろいろな考え方があると思うので、今

後幅広く意見を伺いたい。ただ、運営費に関

しては、消費支出比率について平成１８年度

の１０４％から平成２５年度は９６％と改善

されるなど学校の改革の取組は進んでいる。

父母負担軽減補助については、県民の評判も

良く全国的に子どもが減っていく中で埼玉県

は定員を確保しているというメリットもあり、

うまくいっている。今後とも、財政状況を踏

まえながら運営費と父母負担軽減補助を合わ

せて、総額の確保に取り組んでいきたい。ま

た、運営費については効果的な配分について、

常に改善するところはないかどうか丁寧に考

えながら内容の充実にも努めていきたい。 
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Ａ．入札課長  

３ 全ての労働者の賃金については、労働関係

の最低賃金法や労働基準法などの法令順守に

より対応するべきと考えている。 

 

 

 

◆都市整備部関係（10 月 26 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 行政報告書の「有料施設の利用者数及び稼

働率」で、平成２６年度に消費税率が８％に

引き上げられたことを受けて使用料の値上げ

や高齢者に対する減免が縮小されたが、その

２つによる影響額はいくらか。また利用者数

の推移はどうなっているのか。 

２ 違反建築物の是正指導について、６，４６

２件の巡回パトロールで違反是正指導を５９

件行っているが、違反是正の主な内容は何か。

また、違反建築物の中にくい打ち違反が含ま

れていたのか。さらに、くい打ち偽装を発見

し是正する体制となっているのか。 

３ 世帯数に占める公営住宅の割合が、４７都

道府県中で最下位となっている中で、なぜそ

の割合を維持するという後ろ向きな方針とし

ているのか。 

 

 

Ａ．公園スタジアム課長 

１ 消費税等の影響については、指定管理者の

利用料金収入を過年度と比較することでその

影響を見ることができると考えられる。平成

２６年度における有料施設の利用料金収入は

県営公園全体で１３億１，６３１万７，００

０円であり、平成２５年度の１４億４１８万

１，０００円と比較すると６％の減少となっ

ている。利用者数の推移については、平成２

６年度については４６２万７，１８５人であ

り、平成２５年度の５１６万３４４人と比較

すると約１０％の減少となっている。こうし

た傾向は個々の公園施設の状況等が大きく影

響していると思われる。例えば、４公園にあ

るプールの利用者数を見ると、平成２６年度

は７７万２，７５３人、平成２５年度につい

ては９４万６，９３５人で１８％の大幅な減

少となっている。理由としては、平成２６年

度は天候不順であったため利用者数が少な

かったと考えている。これ以外に所沢航空記

念公園では発祥記念館も含まれるが、全体と

して平成２６年度の利用者数は３１万８，４

７５人で平成２５年度の４７万１，１２０人

から３１％減少している。これは平成２５年

度に開催した「ゼロ戦」の特別展が好評であっ

たため、その落ち込み分があったと考えてい

る。こども動物自然公園については、平成２

６年度の利用者数が７２万７，４０４人で平

成２５年度の７１万２，６６７人から約２％

増加している。全体で見ても、特別に理由が

あるものを除き、平成２５年度と比較して稼

働率が１０％減少している施設はない。消費

税の影響というよりは天候や企画展などが利

用者数及び利用料金収入に影響していると考

えている。 

 

 

Ａ．建築安全課長 

２ 平成２６年度の違反是正５９件の主な内容

は、「建築確認手続きなし」、「耐火基準に抵触」、

「排煙基準に抵触」、「建ぺい率・容積率のオー

バーや構造基準に抵触する事案」があった。

５９件の違反の内容には、くい打ち工事は含

まれていない。くい打ち偽装の発見であるが、

建築基準法では中間検査や完了検査が義務付

けられており、埼玉県では施工業者から提出
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された施工報告書や写真、チェックリストな

どで検査している。しかし、提出書類には必

ずしも杭が支持層に達したことを示す電流計

のデータなどが含まれているとは限らない。

また電流計のデータが提出されたとしても、

差替えが行われている場合には発見は困難で

ある。違反の是正体制については、違反が判

明したものについて、施工者や設計者等を指

導し、調査・検証及び必要な是正措置を指導

している。 

 

 

Ａ．住宅課長 

３ 平成３７年度までは県内の世帯数が増えて

いくと想定される。そうした状況に合わせて

県営住宅を供給していくには、少なくとも県

営住宅率の維持が必要である。なお、ハード

面に加えソフト面の取組として、２年間で４

回落選すると当選しやすくしており、人気の

高い団地に限定しなければ複数回の応募で入

居ができるようにしている。さらに、今年の

１０月募集からは、過去１年間の応募倍率を

募集案内に掲載するようにしたため、倍率の

低い団地を希望すれば更に当選しやすくなっ

ており、少ない県営住宅の中で入居しやすく

している。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 様々な要因があり、消費税の引き上げによ

る影響かどうか分からないということがよく

分かった。答弁不要である。 

２ くい問題の対応は非常に難しい。現場の施

工にずっと付いていなければ対応できないと

いうことであり、対応が難しいことを明らか

にするためあえて質問した。しかし一度くい

の偽装があれば重大な問題となる。建築確認

が民間開放され、その当時から民間が確認す

ることを問題視してきたが、行政としてくい

の偽装に対して今できる最善の方法は何か。 

３ 平成３７年度までは、世帯数が増加すると

のことであるが、県営住宅の供給量はどの程

度必要であると考えているのか。 

 

 

Ａ．建築安全課長 

２ くいの施工に立ち会えば万全であるが、現

在、国が元請業者の監視体制や、検査・報告

制度、建築基準法の改正も含めて見直しを検

討しており、国と連携して対応していく。 

 

 

Ａ．住宅課長 

３ 世帯数が増加する局面となる今後１０年間

は、建設と借上げ方式によって２,０００戸弱

の県営住宅を供給していく考えである。 

 

 

 

◆下水道局関係（10 月 28 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 公営企業会計基準が変わったとの話だが、

改善点を分かりやすく教えてほしい。また、

収益・費用ともに１８５億２,０００万円計上

したとのことだが、これは過去の補助金全て

減価償却なのか、単年度のものなのか。 

２ 資料１の市町への維持管理負担金返還金費

用３２億４,４００万円の皆減理由について、

返還に至った経緯を含めて説明してほしい。 

３ 資料５の維持管理負担金単価であるが、各

流域で大きな差がある。流域の成り立ちに

よって違ってくると思うが、市町の下水道料

金に大きく関係してくる。低い単価で統一す
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るという考えはないのか。 

４ 資料６に平成２６年度に下水汚泥の放射能

対策に要した経費が３億３,６００万円ある

が、過去に全ての経費は賠償金として東京電

力から支払われているのか。４年半に累積す

る経費と補償額について伺う。 

５ 決算書３３ページだが、現在流域下水道事

業会計では、起債残高が９１２億２,０７７万

３,９２０円あるが、このうち、一般会計が負

担すると見込まれる額は７９７億１,７６１

万８４１円とあるが、根拠について伺う。 

６ 環境負荷の低減のため、高度処理は必要だ

が、高額な投資が必要と思われる。現状と今

後の実施計画について伺う。 

７ 処理水量は将来においては、漸減すると思

うが、ピークはいつごろになるのか。 

 

 

Ａ．下水道管理課長 

１ 減価償却費の方法が変わった点について、

従来、減価償却の対象としなかった固定資産

の補助金等充当部分について、減価償却を行

うことになった。１８５億２,０００万円増え

ているが、これは、平成２６年度の減価償却

費の補助金充当部分であり、単年度のもので

ある。その他は、従来、資本に計上していた

企業債を負債に計上することとなった。 

２ 平成２２年度の公営企業会計移行後、黒字

となっている流域の市町から黒字分を返還し

てほしいとの要望を受けた。そのため、平成

２２年度から２４年度の流域別の収支状況を

確認し、事業運営上必要な経費を留保した上

で、平成２５年度に関連市町へ返還した。 

３ 施設の老朽化に伴い、今後、改築更新費用

などの費用の増が見込まれている。流域下水

道事業は流域市町からの処理水量に応じた負

担金により賄われている事業であり、処理原

価を下回る低い単価で統一した場合、一般会

計からの多額の赤字補填がない限り事業の継

続が難しくなってしまう。そのため、市町の

負担を少しでも抑制するため、設備の長寿命

化によるライフサイクルコストの縮減などの

取組を進めるほか、太陽光やバイオガス発電

の取組を進め、市町負担金以外の収入を確保

していく考えである。 

４ 東京電力に賠償を請求すべき費用は、放射

能測定費用と焼却灰保管費用である。平成２

３年度は４億８,２４７万円、平成２４年度は

３億７,２０９万円、平成２５年度は５億１,

９６０万円となっており、これを平成２３年

度分は、平成２４年に、平成２４年度分は、

平成２５年に、平成２５年度分は、今月、平

成２７年１０月に請求している。実際に補償

された額は、平成２３年度分は平成２５年１

２月に４億６,９６６万円、１,２８０万円は

未納であり、平成２４年度分は平成２６年１

１月に３億４,５４８万円、２,６６０万円は

未納であり、補償されなかった経費は人件費

等であるが、近隣住民への説明会に係る人件

費などである。県の主張が認められるよう、

請求のたびに必要性を訴え、公開質問状を東

電に送付するなど交渉を継続している。 

５ 企業債償還金のうち資本費として流域市町

が負担すべき分を除いたものが、一般会計が

負担すると見込まれる額７９７億円である。

平成２６年度末企業債残高は約９１２億円で、

市町が負担すべき額は１１５億円で、その差

額が７９７億円となっている。 

６ 荒川などが注ぐ東京湾では、富栄養化の原

因となるチッソ・リンを削減するため、高度

処理の導入を進めている。平成２６年度末時

点での高度処理化率は約１７％となっている。

今後については、高度処理のための施設の改

造には、多大な時間と費用を要することから、
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既存施設を活用し、運転管理の工夫により、

水質の向上を図る「段階的高度処理」の導入

を進めていく。なお、この効果は実証実験に

より確認されている。したがって、今後は、

段階的高度処理を導入することにより、東京

オリンピック・パラリンピックが開催される

２０２０年までに高度処理化率１００％を目

標として取り組んでいきたい。 

７ 今後の人口の動きと関係してくる部分もあ

る。処理水量は平成３２年度をピークに平成

５２年度には約１０％減少すると見込んでい

る。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 起債残高の関係だが、市町が負担すべき額

１１５億円はどのような経過で起債されたの

か。 

２ 東京電力から補償されなかった経費は他県

でも同様にあるのか。 

３ 高度処理だが、春日部市はオゾン処理して

おり、大変きれいな処理水である。段階的高

度処理はオゾン処理を施した数値まで改善さ

れるのか。オリンピックまでに高度処理化率

１００％を目指すとのことだが、水質に問題

はないのか。 

 

 

Ａ．下水道管理課長 

１ 下水道施設建設の際、企業債を起こして借

入れを行う。その企業債の償還にあたり、国

から交付税措置されない部分について、資本

費として市町が負担している。 

２ 他県と情報交換を行っており、他県でも本

県と同様に、請求した額と実際に補償された

額に差額が生じているところである。情報交

換の中で、後から補償が認められたような事

例があれば、情報共有していきたいが、現時

点では難しい状況にある。 

３ 春日部市のオゾン処理だが、春日部市の汚

水処理は中川流域下水道に接続しているため、

中川水循環センターで処理している。なお、

水質については、例えば、ＢＯＤであれば１

０㎎/Ｌ以下という目標を立てて進めている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

春日部市は流域下水道未接続区域があり、そ

こではし尿をくみ取りしてオゾン処理までして

いる。それと比較して聞いているがいかがか。 

 

 

Ａ．下水道管理課長 

県では、東京湾に流出する下水の量の４０％

を埼玉県が占めているため、東京湾への下水の

流入を問題視している。通常の下水処理では処

理することのできないチッソやリンが東京湾に

流入すると閉鎖水域のため、赤潮や青潮が発生

する。これを防ぐため、関連する流域の千葉県、

東京都、埼玉県、神奈川県で高度処理に取り組

んでいる。そのため、県の概念では高度処理と

いうのは、チッソとリンを取り除くことであり、

委員お尋ねのオゾン処理は、色や臭いを取り除

くものであり、目的が違う。オゾン処理とは比

較する指標が異なってくる。なお、さいたま新

都心の施設では、トイレ用水、いわゆる中水を、

県が供給しているが、これについては色や臭い

を取り除いており、県でもオゾン処理に取り組

んでいる。 
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◆企業局関係（10 月 28 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 水需要が漸減している現状を踏まえ、工業

用水道事業及び水道用水供給事業の今後の水

需要の見通しはどうなっているか。 

２ 平成２５年度決算審査の改善事項について

の措置状況で、「大久保浄水場の改善基本計画

を策定しているところ」とあるが、その内容

はどのようなものか。また、高度処理施設導

入の際の国庫負担は見込めるのか。 

３ 消費税率が５％から８％に改正されたが、

それが収入及び支出に与えた影響はどうなっ

ているのか。 

４ 資料１２にもある浄水発生土の放射能対策

について、この年度の費用はどのくらいか。

また、東京電力の補償はどのようになってい

るか。 

 

 

Ａ．水道企画課長 

１ 工業用水道事業に関しては、過去１０年間

の実績で年平均１．６６％減少している状況

である。平成３８年度までの水需要の減少を

見込んだ場合、予備力を含めた必要な施設能

力としては日量２０万㎥規模と見込んでいる。

また、水道用水供給事業では、年間で０．５％

減少しており、同様に平成３８年度時点で、

予備力を含めた必要な施設能力としては日量

２４０万㎥規模と見込んでいる。今後、水需

要を見据え、現有施設能力から余剰となる施

設は、ダウンサイジングしていく。 

２ 高度浄水処理を導入する場合、オゾンプラ

ス生物活性炭処理を追加することになる。基

本調査では、これらの場内での配置や、既存

の施設との調整等について検討している。ま

た、大久保浄水場の浄水処理改善の費用は約

２８０億円の見込みである。国庫補助金はそ

のうち約２割の５５億円程度を充当できる見

込みである。 

 

 

Ａ．財務課長 

３ 消費税率改正の影響は、工業用水道事業会

計の収入で約４，８７０万円の増、支出で約

４，４９０万円の増、水道用水供給事業会計

の収入で約１１億８，８７０万円の増、支出

で約５億４，４７０万円の増、地域整備事業

会計の収入で約８８０万円の増、支出約６，

２００万円の増である。 

 

 

Ａ．総務課長 

４ 平成２６年度に請求した費用は、平成２５

年度発生分になるが、保管費用が約７千万円、

処分費用が約７億２，０００万円となってい

る。このうち東京電力から支払われた賠償額

は、保管費用は全額の約７，０００万円、処

分費用は約６億２，５００万円である。処分

費用のうち、まだ支払われていない約９，５

００万円については、１００ベクレル以下の

発生土の処分費用である。これについては、

現在、東京電力と交渉中であるが、何とか支

払っていただけそうな見通しとなっている。

平成２６年度に発生した浄水発生土の費用に

ついては、これから請求するものであるが、

保管費用が約３，３００万円、処分費用が約

７億８００万円である。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 施設のダウンサイジングは、直ちにではな

く更新時に合わせて実施していくことでよい

か。 
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２ 高度浄水処理導入年度の見通しはついてい

るのか。 

３ 消費税率の改正により水道用水供給事業会

計では差し引き約６億円が企業局の収入とし

て増加しているように見えるが、どのように

対応しているのか。 

 

 

Ａ．水道企画課長 

１ そのとおりである。将来の水需要の減少を

見据えた場合、施設能力は余剰となっていく。

一方、浄水場は、数万㎥規模の施設単位で廃

止が可能となることから、時期を見据えて実

施していく。 

２ 今年度実施している基本調査の内容を精査

して、工事の開始時期を検討していく。 

 

 

Ａ．財務課長 

３ 水道用水供給事業会計の消費税率改正によ

る収入の増分約１１億８，８７０万円と支出

の増分５億４，４７０万円の差額約６億４，

４００万円については税務署に納税した。 

 

 

 

◆病院局関係（10 月 28 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 資料４から医師の負担軽減についてお伺い

したい。昨年度、改善又は検討を要する事項

であった「医師及び看護師の充足率を高める

など、職員の負担軽減を図ること」について

は、平成２７年度には医師３名、看護師７１

名を増員し、定数に対して医師９４．３％、

看護師９８．６％の充足となっている。これ

はもう一息の努力を願うところである。そこ

で、いわゆる医療クラークと呼ばれる職種の

配置がとても大事だと言われている。診断書

等の文書作成補助、診療記録への代行入力、

主治医意見書記載の代行、検査予約等のオー

ダリングシステム等への代行入力、電子カル

テシステムへの代行入力または各種会議等の

資料作成を行う方々である。このような医療

クラークについて、４病院における配置状況

はどうなっているか。 

２ 昨年度の決算審査では、医師の時間外勤務

について、最長が循環器・呼吸器病センター

の医師で月平均１０１時間、年間１，２１１

時間という答弁があった。過労死ライン月８

０時間を超えている状況であるが、平成２６

年度は改善されたのか。 

３ 小児医療センター移転後の施設として、医

療型障害児入所施設の進捗状況及び周辺自治

体住民への説明会の実施予定を伺いたい。 

 

 

Ａ．経営管理課長 

１ 医療クラークについては、平成２２年度に

病床当たりの配置数１００対１から導入し、

以降、順次体制の強化に努めている。現在の

配置は、循環器呼吸器病センターが１３名、

常勤換算１０名、がんセンターが２１名、常

勤換算１４名、小児医療センターが１２名、

常勤換算６名、計４６名、常勤換算３０名で

ある。精神医療センターは、医療秘書に依頼

できる内容も限定されるため、現時点では導

入していない。 

２ 平成２６年度の最長の時間外勤務時間は、

循環器・呼吸器病センターの医師で、月平均

１０５時間、年間で１，２６１時間であった。 
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Ａ．循環器・呼吸器病センター病院長 

２ 当センターにおける医師の時間外勤務の最

長は、月平均１００時間を超える状況となっ

ている。病院局で医師の定員を増やしていた

だいたが、大学の医局における人事調整の関

係で人の流れもあり、なかなか定数を充足す

ることができない。当センターは、場所的な

条件も厳しく、来てくれる医師が見つかりに

くい状況である。しかし、病院としても医師

確保の努力をしており、今年度のレジナビ

フェア等で６名ほど希望者があり、病院へ見

学に来ていただいた。今後とも、こうした努

力を続けて何とか充足を図っていきたい。当

センターは救急患者が朝・昼・晩、絶え間な

く来院する急性期の病院である。カテーテル

室に治療に入るとすぐには出られない。１人

で出来る治療ではないので別の医師に対して

呼び出しがかかる。このような状況下で、時

間外勤務が減らせない。しかしながら、健康

管理については、衛生委員会等を通じて衛生

管理者にチェックをしてもらうなど十分に配

慮している。若さに任せて頑張っていただい

ている厳しい状況ではあるが、引き続き、医

師を増やす努力をしていきたい。 

 

 

Ａ．小児医療センター建設政策幹 

３ 小児医療センター移転後の施設として、医

療型障害児入所施設の整備を進めているとこ

ろであるが、現在公募中で、施設を運営する

事業者を選定中である。説明会については、

事業者の決定後になるが、平成２７年度中の

適切な時期に周辺自治体住民への説明会を開

催する予定である。 

 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 医療クラークについて平成２２年度から順

次増やしているとのことだが、配置のある３

病院の病院長に率直に伺いたい。３病院の医

師の平均の時間外勤務は月３７から５０時間

位だったと思うが、相当な過重労働であると

考える。医師には医師にしかできない仕事を

しっかりしてもらうことが、医師の健康管理、

やりがい、医療の質を高める等の効果がある

と考える。現状の配置では少ないのではない

かと危惧しているが、どのように認識してい

るか。特に、循環器・呼吸器病センターの医

師の時間外勤務の最長が、年間１，０００時

間を超えている状況が平成２５年度、平成２

６年度も続いているようだが、そういう医師

には医療クラークが密着して補助ができてい

るのか。 

２ 医療クラークは検定を受けている方を配置

しているか。 

 

 

Ａ．循環器・呼吸器病センター病院長 

１ 医療クラークは医師の負担軽減に非常に役

に立っており、電子カルテオーダーの代行入

力各種診断書の作成、画像の取込み等をして

いただいている。医療クラークがいなければ、

これらの業務は医師がやらざるを得ない。実

感としては、もう少し多くいるとありがたい。

当院は結核病院であるので、法令に基づく書

類が膨大にある。担当医だけではどうにもな

らない。また、保険会社に提出する書類等は、

遅れるとクレームになりかねないので、早く

処理をしなければならない。昔はこのような

業務を夜中までかかって医師が処理していた

が、今は医療クラークにやっていただき、非

常に助かっている。 

２ 当センターの医療クラークは全て検定を受
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けている。 

 

 

Ａ．がんセンター病院長 

１ 当院で雇用している医療クラークは２１名

で、常勤換算すると１４名である。主な仕事

は保険関係の書類の記入、がんの登録、手術

のデータ登録などで医療クラークがいること

でスムーズに行えている。その他内部のデー

タベースの登録などを頼んでいる診療科もあ

る。書類の作成に当たっては医師が治療に専

念できる環境を整えてくれている。他にも人

が欲しいところが多くあるため、今まで医療

クラークの増員を強く要望はしていないが、

アシストしてくれる人材が増えると助かる。 

２ 全員が検定を持っている。 

 

 

Ａ．小児医療センター病院長 

１ 当院で作成する文書は、他の病院と異なり、

生命保険関係書類が少なく、先天性疾患、小

児慢性疾患の診断書など特定の書式の診断書

が多い。そのため、一旦、書類を作成すると、

例年、同じ作業を求められることになる。た

だ、電子カルテシステムが導入されてからは

作成作業も比較的楽にはなってきた。現在、

常勤換算で６人の医療クラークがいるが、今

後、３０対１を目指し、１０人くらいまで増

員したいと考えている。先日の視察の折、御

覧いただいたように、当院の場合、診療その

ものに手間がかかるため、医療クラーク以外

にも増員したい職種が多々ある。医師以外の

職種も含めて、病院全体の機能向上を視野に

入れて検討したい。なお、当院の医師の平均

残業時間は３８．４時間であり、落ち着いて

いる方ではないかと思われる。 

 

Ｑ．秋山委員 

医療クラークについて、今後どこまで増やす

という計画はあるのか。先ほど私が紹介した医

療クラークの業務内容は、東大阪市の募集の内

容である。医療クラークも含めて、やはり人手

不足なのではと感じている。病院長の一存で雇

えないという状況ならば、医師の要望に応える

べきと考えるが、人員増の計画について伺いた

い。 

 

 

Ａ．経営管理課長 

病院局としては、現在、具体的な医療クラー

クの配置計画はないが、各病院の意向の把握に

努めたい。医療クラークだけではなく、他の職

種等についても病院の要望を踏まえ総合的に勘

案して経営との両立を図りながら対応していき

たい。 

 

 

 

◆危機管理防災部関係（11 月４日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 追加要求資料１３の３５団体の整備状況を

見ると、消防ポンプ車は平均で９３．６％、

救急車は９４．８％など車両の整備は進んで

いるが、職員の充足率は伊奈町４２．５％、

八潮市５３．３％、行田市５４．１％となっ

ており、平均７０％程度の職員数となってい

る。基準では消防ポンプ車には５人が乗るこ

とになっているが、３人から４人で出動する

こともあるのか。平成２６年中に出動した消

防ポンプ自動車の乗車人員別の内訳はどう

なっているのか。 

２ ＃７０００とタブレットの効果があったと

のことだが、全体の１５％は医療機関決定で
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３０分以上を要している。長時間を要した事

例について、平日昼間と休日・夜間の違いは

あるのか。また、受入決定までの所要時間が

最長の事例については先ほど説明があったが、

照会回数最多の事例はどのようなものか。 

３ 資料４、行政報告書の１００ページ、防災

行政無線の管理・運用について、「災害時にお

ける通信連絡体制を確実に確保するため、県

庁と関係地域機関、市町村、消防本部及び防

災関係機関を結ぶ地上系防災行政無線（固定

局２４３局、移動局２８５局）及び衛星系防

災行政無線(１７２局)の管理・運用を行った。」

とあるが、平成２６年度に住民向けに統一放

送を県全域で行ったことはあるのか。私の理

解するところでは、１つの自治体ごとに使っ

ているものと承知していたが、いくつかの自

治体を超えて同じ放送をすることがあるのか。

また、Ｊアラート訓練は実施したのか。 

４ 資料４、行政報告書の１０１ページ、「震災

に強いまちづくりの推進」の中の防災拠点と

なる公共施設の耐震化率について、平成２３

年から平成２５年へと数値が上がってきてい

るが、平成２６年の数値はどうか。また、耐

震化率１００％の目標年次はどうなっている

か。この数値の対象となる公共施設は何を指

しているのか。避難場所に指定されていると

ころか、あるいは自治体の全ての施設である

のか。 

 

 

Ａ．消防防災課長 

１ 実際の乗車人数については消防統計にはな

い。消防防災課に消防本部から派遣されてい

る職員に確認したところ、５人や４人又は３

人で運用する場合はあるが、２人で運用する

ケースはないとのことである。なお、この充

足率はあるべき理想の数字であり、現有車両

に対する充足率では、八潮市が７６％、伊奈

町は６５％となっている。今後、消防庁の統

計もこの捉え方に変わる予定である。県とし

ては、これらの消防本部は消防の広域化を進

めることによって消防力を高めていきたいと

考えている。 

２ 救急隊員の業務量増加に伴う過剰な負担を

避けるため、継続的に統計は取っていないが、

平成１９年７月から８月に消防本部の協力で

調査をしたことがあり、それによると搬送困

難事案がもっとも多かった時間帯は２０時か

ら２１時５９分であった。曜日別では日曜日

が一番多い。休日、夜間は専門のドクターが

いないので困難事例が発生しやすい。現在も

状況は変わらないと考える。 

所要時間最長の事例は、４７歳男性、蕨市

消防本部の管内で平日昼間の事例である。精

神疾患があり処置困難と判断した医療機関が

多かったと思われる。 

３ 県と市町村の防災行政無線の使い方は異

なっている。県の防災行政無線は、市町村や

消防本部等との連絡調整の役割があり、市町

村防災無線は市町村の防災情報や行政情報を

住民に放送する役割である。県と市町村の防

災無線は別々の役割を持っており、総務省か

らそれぞれ個別に免許を受けている。よって、

県の防災行政無線で県民に向けた一斉放送し

た事例はない。 

 

 

Ａ．危機管理課長 

３ Ｊアラートは、弾道ミサイル、緊急地震速

報等の緊急情報を瞬時に住民に伝達するシス

テムである。平成２６年度は３回の訓練を実

施した。 

４ 報告書にある耐震化率については、消防庁

が翌年度に集計し例年年度末に公表するもの
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で、平成２５年度の数値は平成２７年２月に

公表されたものである。平成２６年度の数値

については、現在消防庁にて集計中である。

目標年次は、現行の５か年計画において、平

成２７年度に１００％としている。本調査に

おいて防災拠点として対象としている施設は、

庁舎などの災害応急対策拠点、学校や公民館

などの避難場所、警察署や消防署などであり、

県内６，８３３棟となっている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 消防ポンプ自動車の機能をフルに発揮する

ためには、適切な乗車人員が必要である。１

台で１本又は２本の消火栓を使うかによって

消火能力に大きな違いがある。３人乗車では

１線しか使えないのではないか。実情はどう

か。 

２ 広域化はスケールメリットで充足率が高

まってしまう。広域化だけが充足率を高める

手段とは思えない。他の方策はないのか。 

３ 照会回数３４回の方は最後には医療機関に

搬送されたのか。 

４ Ｊアラートの訓練結果はどうか。不具合等

はなかったか。 

 

 

Ａ．消防防災課長 

１ 消防ポンプ車に３人乗車の場合では、１線

となるのが現状である。近隣の消防本部との

応援協定で対応していく。 

２ 昨年度から県内の充足率の状況を市町村に

示し、定数増を働き掛けている。この結果、

消防職員の実数は平成２４年４月１日現在の

８，１８４人から平成２７年４月１日には８，

３５４人と１７０人増えた。 平成２２年から

平成２６年の間に全国平均は１．５％増だっ

たが、本県は２．２％増えている。市町村の

理解により実数を伸ばしている。 

３ ３４回目の照会により最終的には医療機関

に搬送された。 

 

 

Ａ．危機管理課長 

４ ３回目の訓練で不具合等のあった１７市町

については、再訓練を行った。再訓練では不

具合はなかった。したがって、一部の市町で

は４回訓練を行ったことになる。 

 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 防災拠点６，８３３棟の中には、市町村の

避難場所を全て含んでいると考えてよいか。 

２ 充足率の向上についてだが、県と消防本部

の関係や充足率を上げてほしいと働き掛ける

場合の根拠はどうなっているか。 

 

 

Ａ．危機管理課長 

１ 本調査における防災拠点には、市町村の全

避難場所を含んでいる。 

 

 

Ａ．消防防災課長 

２ 県と消防本部の関係であるが、消防組織法

には「市町村の消防は、消防庁長官又は都道

府県知事の運営管理又は行政管理に服するこ

とはない」と定められている。一方、消防組

織法には「都道府県知事は、必要に応じ、消

防に関する事項について市町村に対して勧告

し、指導し、又は助言を与えることができる」

ともあり、これに基づき、助言・指導の一環

として行わせていただいている。 
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◆警察本部関係（11 月４日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 信号機設置要望について、この５年間で警

察署から上がった１,００８か所に対し設置

が４９６か所である。直近２年では設置率が

約４割で、６割については積み残しになって

いる。多くの自治体から要望が寄せられた中

で、警察署で精査をして上げられたものは、

少なくとも８割、９割は設置すべきと思うが、

予算がないのでできないという以外の見解を

伺いたい。 

２ 横断歩道や止まれの標識やラインが消えか

かっている問題について、平成２６年度には

消えかかっている箇所にどの程度対応できた

のか。 

３歩車分離式信号機の設置前と設置後の効果は

どのように表れているか、今後の設置計画と

併せて伺いたい。 

４ 警察署別交番数の推移では、この５年間で

蕨署で１減、上尾署で１増、秩父署で１増し

ており、必ずしも増やさないというわけでは

ない。２署で増やした理由は何か。また、越

谷レイクタウンは、ここ数年で県内では最も

激変しているが、設置の必要性をどう認識し

ているか伺いたい。 

５ ＤＶ相談件数がこの５年間で２,５５３件

から４,７３９件の１．８倍、検挙件数が１０

６件から６１８件の５．８倍に激増している

が、相談件数が増加した理由、検挙数が大幅

に増加した理由について伺いたい。併せて、

相談者は、本人、家族、友人等のうち誰が多

いのか伺いたい。 

６ 女性警察官の増員計画及び警部以上の幹部

登用の目標があるのか伺いたい。 

７ 自転車事故が減少した理由をどのように考

えているのか、どのような対策を実施してき

たのか、今後、どのような対策を実施してい

くのか伺いたい。 

８ 認知症などの病気を持つ免許取得者に運転

させない方策について、これまでどのように

取り組んできたのか。また、無事故・無違反

の方へのゴールド免許は何歳までという決ま

りはあるのか伺いたい。 

 

 

Ａ．交通規制課長 

１ 信号機設置以外の方法で安全対策を講じる

とともに、それでも安全対策が十分でなく危

険性があると認められる交差点については、

次年度各警察署から再度要望が出される形に

なっている。そこで危険度、緊急度、必要度

を判断し、緊急性、必要性の高いものについ

て順次設置していく。なお、平成２２年から

平成２６年までの間、信号機を４９６基設置

しているが、東京、神奈川、千葉を含めて関

東管区内では最も多い設置数である。 

２ 横断歩道の補修要望について、平成２６年

度中に３，４８８本の要望があり、同年度中

に７９％の２，７６９本の補修を完了してお

り、残りについては平成２７年度の予算で対

応する。摩耗の著しい横断歩道がないと言え

ないため、道路管理者や警察署と連携を図り、

漏れのない摩耗状況の掌握に努める。 

３ 平成２４年度に設置された３０の交差点の

歩車分離の設置前後１年間の事故統計を取っ

たところ、１８.１％減少し、効果的な対策と

なっているため、歩車分離式信号機は次年度

以降も計画的かつ効率的に設置を進めていく。 

 

 

Ａ．交通部長 

１ 信号機設置要望において、予算以外にその

理由はあるのかとのことだが、大きな理由は
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まさにそのとおりである。本県においては既

存の信号機が有効に活用されているかどうか、

また今現在その信号機が必要なのかどうかに

ついての見直しを実施している。設置から数

年経ち、今現状においてこの信号機が有効に

活用されていない、あるいはそこまで必要性

がないといったものについては、随時見直し

を行って移設することも念頭に置いている。 

２ 横断歩道の摩耗等によって見えない箇所が

ある件については、横断歩道のラインを引く

ためにお金がかかるが、４ｍのところを３ｍ

にし、予算を掛けない中で同じ機能を持たせ

る方法についての工夫をしている。県警とし

ては、交通安全の環境を作っていかなければ

ならないと理解しており、その中で優先順位

を付けさせていただいていることを御理解願

いたい。 

 

 

Ａ．地域部長 

４ 交番数の増加については、駐在所を交番化

したものであり、純増ではない。上尾警察署

については、六道駐在所を羽貫駅前交番に、

秩父警察署は、野上駐在所・長瀞駐在所・樋

口駐在所を統合し、長瀞交番にした。交番設

置の基本的な考え方は、警察官数が限られて

いる現状から、地域の治安情勢、人口、面積、

近隣の警察施設の設置状況などに加え、地域

住民の意見要望等を総合的に勘案し、効率的

かつ効果的に警察活動を行えるようバランス

よく行うこととしている。越谷レイクタウン

地区への交番の設置についても、交番設置の

基本的な考え方を踏まえ、今後も総合的に検

討し、関係機関とも連携して、適切に対応し

ていく。 

 

 

Ａ．子ども女性安全対策課長 

５ 相談件数が増加した理由は、平成２３年に

長崎県西海市において女性２名が殺害される

事件が発生し、さらに平成２４年に神奈川県

逗子市において女性が殺害される事件が相次

いで発生し、「ＤＶ・ストーカー事案に対する

社会的関心が高まったこと」、「警察の取り組

みの強化が広く周知され相談しやすくなった

こと」、「平成２５年７月にＤＶ防止法等の改

正があり、規制対象及び保護対象が拡大され

たこと」によるものと考えている。 

次に、検挙者数が増加した理由は、相談件

数が増えたことと被害届の件数も増えたこと

により大幅に増加したものと考えている。ま

た、相談者については、平成２６年に受理し

たＤＶ相談４，７３９件の全てで被害者から

相談を受けている。ただし、一部の相談では、

被害者からの相談に先立ち、家族、知人、自

治体等からの事前相談や情報提供を受けたも

のもある。 

 

 

Ａ．警務課長 

６ 県警察では、「埼玉県警察女性警察官採用・

登用拡大計画」を策定しており、この計画に

基づき女性警察官の採用、登用の拡大に努め

ている。女性警察官の増員計画については、

平成２５年度からの５年間で４００人を採用

することとしており、平成３０年度において、

全警察官の定数の１０％を目標に採用の拡大

に取り組んでいる。また、幹部登用の目標に

ついては、具体的な目標は設定していないが、

幹部登用の拡大に努めており、平成２６年の

春季人事異動では、県警で初めて女性警察官

を所属長に登用している。今後も引き続き、

女性警察官の採用・登用の拡大に努めていき

たい。 
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Ａ．交通企画課長 

７ 本年６月に自転車講習制度が始まったこと

等の報道により、県民の交通ルールの順守に

関する意識が高まったことや、自転車の通行

環境が整備されてきたことなどにより、自転

車事故が減少したと考えている。実施した対

策については、これまで、子どもや、高齢者

を対象とした自転車運転免許制度等による交

通安全教育、交通違反者の指導警告、検挙活

動を推進してきた。今後も、交通安全教育や

自転車安全利用五則の普及など、幼少期に安

全意識を根付かせる活動、また、主に高齢者

を対象に事故時の被害軽減を図るヘルメット

の普及活動を進める。 

 

 

Ａ．運転免許課長 

８ 認知症などの病気を持つ免許取得者に運転

させない方策については、「免許取得時、更新

時の『質問票』による一定の病気の申告」、「７

５歳以上の高齢運転者の免許更新の際の認知

機能検査」、「医師からの通報」、「各種警察活

動における臨時適性検査該当者発見報告」、

「警察署の免許窓口・運転適性相談室におけ

る各種相談（家族・本人）」により、 発見し、

運転させないように努めている。なお、ゴー

ルド免許の年齢制限はない。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 警察署からの横断歩道の補修申請を制限し

ているのではないか、また、平成２６年度に

設置した信号６０基の中には改良も含まれて

いるのではないか。 

２ 警察官の増員がなく女性警察官を増やすと

いうことは、男性警察官の採用を抑えて女性

警察官の比率を上げるという方針なのか。 

３ 認知症などの病気を持つ免許取得者に運転

させない方策について、今以上の対策につい

て伺う。 

 

 

Ａ．交通規制課長 

１ 各警察署に対して、横断歩道の補修申請を

制限するような指示は一切していない。また、

平成２６年度の信号機設置６０基は全て新設

である。 

 

 

Ａ．運転免許本部長 

３ 平成２９年には改正道路交通法が施行され、

適性検査等について大幅改正がなされる。認

知機能検査など認知症発見のための枠が広が

り、その結果免許取消しや停止などにつなが

ることもあり、幅広く発見につながるものと

思われる。 

 

 

Ａ．警務課長 

２ 本県の警察官の業務負担は依然として高い

ため、警察官の増員については、国に対し引

き続き要望していきたいと考えている。併せ

て、女性警察官の採用拡大にも努めていくこ

ととしているものである。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

信号機６０基の新設のほかに、移設と改良を

した信号機があるということでよいか。 

 

 

Ａ．交通規制課長 

新設のほかに、移設又は改良を実施している。 
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◆県民生活部関係（11 月５日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 消費者対策の推進について、消費生活相談

員は、平成２６年度２９人で、平成２２年度

の３８人から９人も減っている。そのため、

相談員１人当たりの相談件数は年間１００件

近く増えているが、十分な成果は上がってい

るのか。 

２ 消費生活相談員の身分はどうなっているか。 

３ 相談件数が、平成２２年度や平成２３年度

と比べ、平成２４年度から平成２６年度は減

少しているが、相談員を減らしたためではな

いのか。 

４ 弁護士などの消費者苦情処理アドバイザー

の助言について、平成２６年度に何件であっ

たのか。 

５ 特定商取引法により、行政処分を行った事

業者について、その業務停止期間、消費者へ

の補償及び現在の営業状況はどうなっている

か。 

６ 特定商取引法及び県条例により、改善指導

を行った事業者について、その後の状況を継

続的に把握しているのか。改善がされている

と判断しているのか。 

７ 県市町村の公立スポーツ施設数について、

平成２４年度が２，８５９で、平成２５年度

２，８３９となり、２０減少した。平成２６

年度では２，６７２になり、前年度に比べ１

６７施設減った。この２年間で１８７のス

ポーツ施設が減ったことになる。スポーツの

振興を掲げる県として、スポーツ施設数の減

少をどのように捉えているのか。また、この

うち、増加した施設があるのか。 

８ わがまち防犯隊の育成・充実では、平成２

６年度５，８６０の団体が活動しているが、

活動状況をどう把握しているか。 

９ わがまち防犯隊に対する補助の予算措置は

あるか。 

10 わがまち防犯隊の活動団体数に地域偏在は

ないか。 

11 わがまち防犯隊が消滅することなく、世代

継承しながら充実させていくためにどのよう

なことを援助しているのか。 

12 わがまち防犯隊を今後どこまで増やしてい

く計画か。 

13 平成２６年度のわがまち防犯隊の顕著な効

果は、どのようなものがあるか。 

 

 

Ａ．消費生活課長 

１ 県の消費生活相談員については、平成２２

年度当時、３８人のうち２４人が週３日１７

時間３０分勤務の職員、残りの１４人が週４

日２９時間勤務の職員が混在しており、これ

を平成２５年度までに順次、全員を週４日２

９時間勤務に切り替えた。この結果、相談員

の人数は減ったが、全相談員の相談業務を行

う合計時間は反対に増加している。また、平

成２２年度から土曜日の相談も受け付けてい

るが、勤務する相談員の数は平成２２年度当

時の２人から順次増員し、平成２５年度は５

人で相談を受け付けている。このように、相

談員の勤務時間の増加などの相談体制の強化

を図ってきたので、相談処理が迅速になり、

相談者の苦情にもより適切に対応できるよう

になった。成果はあったものと考えている。 

２ 地方公務員法第３条第３項第３号に規定さ

れる非常勤特別職の公務員である。 

３ 市町村の相談体制の充実が大きな要因であ

ると考えている。県は、相談者がより身近な

窓口で相談を受けられるようにするため、こ

れまで、財政的な支援も含め、市町村の相談

窓口の充実を支援してきた。これにより、平
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成２１年度以前は相談窓口を持たない市町村

があったが、平成２２年度に全ての市町村が

相談窓口を持つようになり、その後、順次整

備が進み、昨年度全ての市町村で週４日以上

相談が受け付けられる体制が整った。この結

果、過去に５０％台だった市町村への相談割

合が、平成２６年度では６７％まで増加した。 

４ 苦情処理アドバイザーの助言回数は、平成

２４年度は５２回、平成２５年度は３７回、

平成２６年度は４３回である。 

５ 平成２６年度に処分した９事業者の業務停

止期間は、３か月が３事業者、６か月が４事

業者、９か月が２事業者である。消費者に対

する補償は、特定商取引法上に規定がないが、

処分した事業者はクーリング・オフには対応

している。また、消費者から契約解除の要求

があれば、可能な限り対応していると聞いて

いる。処分した事業者の現在の状況は、処分

後、ほとんどの事業者が廃業している。 

６ 改善指導を行った事業者については、全国

の相談情報を集めたデータベースシステムに

より継続して監視しておりほとんどの事業者

が、センターへの消費相談がなくなったり、

激減している。 

 

 

Ａ．スポーツ振興課長 

７ 県内の市町村のスポーツ施設数は２，００

０以上であるが、数字の数え方については、

例えばテニスコート１面を１施設といったよ

うな形でカウントをしている。このため、１

８７の減といっても、その全てが施設丸ごと

なくなったというわけではないことを御理解

いただきたい。一方で、施設老朽化など様々

な要因がある中で減ってきていることは事実

である。今後は現存する施設をいかに有効活

用して、県民がスポーツに親しめる機会を提

供していくかが重要である。また、増加した

施設としては、熊谷市に、旧市立女子高校を

改修したスポーツ文化村「くまぴあ」が新設

されている。その中には人工芝のグラウンド

のほか、多目的グラウンド、テニスコート、

体育館等のスポーツ施設がある。さらに、深

谷市ではプール施設にビーチバレーのコート

を設けた。その他、ランニング、ウオーキン

グ又は自転車というような形で、スポーツ施

設を使わずに身近な環境を使って行うスポー

ツも増えているので、スポーツ施設を使うス

ポーツ、使わないスポーツ両面から振興をし

ていきたい。 

 

 

Ａ．防犯・交通安全課長 

８ わがまち防犯隊の活動状況については、地

元警察署において把握しており、全ての団体

が活動していると承知している。また、県に

おいても職員を派遣しパトロールへの同行指

導を行い、実際の活動の支援をしている。な

お、平成２６年度は８１回実施した。 

９ 予算措置については、防犯パトロールの活

動開始時に必要となる帽子や夜光チョッキ等

のパトロール用品の整備、また、パトロール

に伴う保険等について市町村を通じて補助を

行っている。平成２６年度は、３４市町に約

２，０００万円の補助を行った。 

10 地域偏在については、わがまち防犯隊は、

県下全体の自治会レベルで約７５％で行われ

ており、特に県南部に集中していたり、県北

部が活動していないなどの偏在はないと認識

している。 

11 世代継承については、県内６３市町村の退

職者を対象にわがまち防犯隊への加入の働き

掛けを行っている。また、若い世代を取り込

むために、県内の大学に働き掛けを行い、今
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年６月には、立正大学の学生約２５名による

わがまち防犯隊「Ｒｉｓ（りす）のおまわり

さん」が結成された。 

12 今後の団体数の増加については、本年９月

末現在、５，８６３団体で、増加は鈍化傾向

にある。本年度から開始した第３期防犯のま

ちづくり推進計画では、埼玉県内を面として

捉えて、防犯活動をしている地域の割合を、

平成２６年４月の約７５％から、平成３１年

度までに８５％に上げることを目標に掲げて

いる。 

13 わがまち防犯隊の活動による顕著な効果に

ついては、具体的な事例は承知していないが、

平成２６年の刑法犯認知件数は前年に比べ減

少しており、特にひったくりや路上強盗、自

転車盗等の街頭犯罪が減少している。これは、

警察の活動に合わせ、わがまち防犯隊による

見せる警戒を行った効果であると認識してい

る。また、積極的な防犯活動を実施している

団体には、感謝状を贈呈している。平成２６

年度は、埼玉県防犯のまちづくり推進会議に

おいて９７団体、防犯のまちづくり県民大会

において地域安全功労団体として４５団体に

対して贈呈を行った。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ スポーツ施設については、統廃合を含め、

新しい施設をどう作っていくかという観点も

必要であると思うが、計画はあるか。 

２ 行政処分を受けた悪質業者が再度、別の手

口や名称を変えて復活する場合がある。警察

の手を借りなければ難しいと思うが、こうし

た事業者に対して、どのように対応している

のか。 

３ 消費生活相談員に非常勤を充てている理由

は何か。 

Ａ．スポーツ振興課長 

１ 現在、市町村では、新しい施設を作るより

も、既存の施設の老朽化にいかに対応してい

くか、高機能化を図るかというような形で整

備が進められている状況である。 県としては、

市町村施設について、国庫補助の関係など、

いろいろな相談に乗っていきたい。 

 

 

Ａ．消費生活課長 

２ 残念ながら、一度処分を行った事業者が名

称を変えて、違法な業務を行うことは現実に

存在する。県としては、処分を行った事業者

の立入検査の際に従業員名簿を入手しており、

それをもとに全国の消費生活相談データベー

スで継続して監視している。実際に昨年度処

分した事業者の責任者が、本年８月に処分し

た事業者の支店長であったという例がある。

処分後も引き続き監視の目を強め、例えば業

務停止３か月であったのをより長い期間とす

るというような重い処分を実施していく。ま

た、県警とも情報を共有していく。 

３ 専門的な資格を有する者を、その技能を用

いて相談業務を行ってもらうため、任期１年

の非常勤としている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

消費生活相談員の持っている資格とは何か。

県職員で資格保持者はいないのか。 

 

 

Ａ．消費生活課長 

消費生活相談員は、消費者問題に関する専門

知識と相談処理能力が必要で、消費生活専門相

談員、消費生活アドバイザー、消費生活コンサ

ルタントのいずれかの資格を保持する人を採用
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している。なお、県職員については資格保持者

の調査をしたことがないので分からないが、専

門的な知識を必要とするため、限られた数であ

ると思われる。 

 

 

 

◆県土整備部（含 収用委員会）関係（11 月５

日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 追加要求資料１１の２ページ「直轄事業負

担金の推移（河川分）」について伺う。直轄事

業費負担金の河川分について、平成２６年度

８５億７千万円とあるが、このうち八ツ場ダ

ム、思川開発、霞ヶ浦導水事業への支出額は

どれくらいか。 

２ 都市計画道路保谷朝霞線について、平成２

６年度までの進捗状況はどうなっているか。 

３ 追加要求資料１８「踏切の交差箇所数及び

立体交差箇所数と事業の推移」について、踏

切除却事業実施箇所のうち、東武伊勢崎線１

０７号踏切及び同１２４号踏切の除却見通し

はどうか。また、平成２６年度の執行額及び

累積事業費はいくらか。 

４ 追加要求資料２２「県発注工事に係る建退

共証紙の購入状況等について」について、公

共工事の見積もりに占める建退共（建設業退

職金共済制度）の証紙購入に係る金額はいく

らか。また、証紙は１枚いくらか。平成２６

年度の証紙貼付状況が３０６,３４１枚と

なっているが、これは建設労働者が所有する

建退共の台紙に貼付されたものか。 

 

 

Ａ．参事兼河川砂防課長 

１ 八ツ場ダムの事業費は３億５，０３３万３，

７６８円、思川開発は０円である。霞ヶ浦導

水事業については、本県は治水の受益地の対

象でないことから事業負担はない。 

 

 

Ａ．道路街路課長 

２ この道路は昭和４３年に都市計画決定され

ており、事業化に向けて現在の諸基準に合致

するよう、都市計画変更の手続きを進めてい

る。現在、道路線形や幅員、主要な構造物の

見直しを行っており、特に国道２５４号との

交差部は地形が複雑であることから、現況測

量を実施し、詳細な検討を行っている。また、

関越自動車道との交差部では、既設構造物へ

の影響について地質調査等の調査及び検討を

進めている。 

３ １０７号踏切については、現在、県では都

市計画道路大場大枝線の道路整備として、当

該踏切の隣接箇所で鉄道立体交差工事を推進

している。同踏切は、地元自治会や春日部市

から存続希望が強いことから鉄道管理者であ

る東武鉄道（株）との調整を進めており、現

在のところ、その取扱いはまだ決定されてい

ない。事業費については、平成２６年度執行

額は約３億８，０００万円で、累積事業費は

平成１７年度から平成２６年度までの間で約

４４億円である。次に、１２４号踏切につい

ては、春日部駅付近連続立体交差事業の計画

区間にあるため、同事業により除却する予定

である。平成２６年度は、これまでの調査や

春日部市のまちづくり計画などを踏まえて、

春日部市、東武鉄道（株）と課題解決に向け

て検討を進めているため、新たな調査等は実

施していない。また、累積事業費は、事業に

着手した平成１３年度から平成２６年度まで

の間の調査費として約６億６，０００万円で

ある。 
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Ａ．建設管理課長 

４ 公共工事の見積もりに占める建退共の証紙

購入金額についてであるが、公共工事の積算

においては、法定福利費である建退共の証紙

購入に要する経費を、現場管理費として一括

計上している。受注業者の見積もりに占める

証紙購入金額は、資料のとおりであり、平成

２６年度の県発注工事においては、契約金額

が９９２億６，３３９万８千円、証紙購入金

額は１億３，４１３万９千円となっている。

建退共証紙は、１枚３１０円である。平成２

６年度の証紙貼付枚数の３０６,３４１枚に

ついては、建設労働者が所有する建退共の手

帳に貼付されたものとして報告された枚数を

計上している。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 保谷朝霞線の現在の県と地元自治体及び住

民との合意形成状況はどうか。また、今後の

説明会開催の見通しはどうか。 

２ １０７号踏切については除却しない可能性

もあると理解してよいか。また、連続立体交

差事業については、２年後の事業認可に向け

て都市計画決定を行うと捉えてよいか。 

３ 県では、証紙の貼付枚数は、建設労働者の

手帳に貼られているものとして認識している

ようだが、実際は貼られているものではない。

どのように認識しているのか。全部貼られて

いることを確認しているのか。 

 

 

Ａ．道路街路課長 

１ 平成２６年７月開催の地元説明会において、

「道路幅員は２０ｍではなく２７ｍ必要であ

り、車線数については４車線で整備する」旨

を伝えたところである。また、今後の説明会

開催については、現在、道路線形を検討して

おり、詳細が決まっていないことから、まだ

開催していない。 

２ １０７号踏切については、地元等は「存続」

を求めており、東武鉄道（株）は「除却」の

意向があり、今後、両者の調整を経て決定し

ていく。また、連続立体交差事業については、

市の「総合振興計画」において「２年後の事

業認可」となっていることから、今後、これ

を目標に検討を進めてまいりたい。 

 

 

Ａ．建設管理課長 

３ 埼玉県土木工事共通仕様書に基づき、県の

発注工事を請け負った会社から、証紙の貼付

状況を被共済者ごと、月ごとに何枚使用した

かを記入してもらい、県に報告してもらって

いる。県では証紙が手帳に貼られているもの

として認識している。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 地元においては、保谷朝霞線の道路幅員２７

ｍ、４車線拡幅されることについては同意し

難い内容と思われるが、道路拡幅に伴う地権

者数はどのくらいか。 

２ 建退共の証紙については、そのような報告

を受けて、建設労働者の手帳に貼られている

と認識していることは理解するが、実際は違

う。答弁は不要である。（意見） 

 

 

Ａ．道路街路課長 

１ 路線形等は、図上で検討している段階のも

のである。現地での測量は未実施のため、対

象となる地権者数は現在、把握していない。 
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◆福祉部関係（11 月６日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 行政報告書１４３ページ「（１）埼玉県子育

て応援行動計画の推進」について、「埼玉県子

育て応援行動計画」では保育所等の受入枠を

９万２，３２８人から今後５年間で１１万１

５２人に増やす目標としているが、この目標

設定に当たっての根拠を伺う。 

２ 追加要求資料１３「②待機児童数推移」を

見ると、待機児童数は平成２６年度当初は９

０５人、平成２７年度当初は１，０９７人と

なっている。これとは別に、認可保育所や認

定こども園に入所できなかった不承諾児童数

が、平成２５年度には４，１０３人、平成２

６年度には４，７６７人、平成２７年度には

６，２５２人に上ると聞いている。待機児童

数に表れない不承諾児童が大勢いるのが現状

である。今年１月の０歳から５歳までの児童

のうち保育所を利用している割合である入所

率は２６％である。ウーマノミクスの効果も

あり、働きたいという母親が増えているため、

入所率は高まっていくと思われる。入所率の

向上を見込んで入所枠の拡大を考えていかな

ければ待機児童は解消されないのではないか。

目標値が甘いのではないかと考えるが見解を

伺う。 

３ 厚生労働省の賃金構造基本統計調査によれ

ば、平成２６年度の保育士の給与は埼玉県が

２０万９，９００円であるのに対し、東京都

は２４万２００円となっており、東京都に隣

接する自治体では保育士の確保が困難になっ

ている。「埼玉県子育て応援行動計画」を推進

するためには保育士の確保が課題であるが、

保育士の給与引き上げが必要ではないかと考

えるが現状をどう認識しているのか。 

４ 埼玉県高齢者支援計画では、特別養護老人

ホームの入所定員を平成３１年度までに１０，

３９０人増やして３９，７９９人にするとし

ている。ところが、特別養護老人ホームの入

所希望者は平成２６年度で１４，９４７人お

り、計画を達成しても現在の待機者も入所で

きないことになる。高齢者人口は更に増える。

この計画では間に合わないのではないか。目

標値を実態に合わせて引き上げる必要がある

という認識はあるのか伺う。 

５ 行政報告書１５４ページの「（８）介護人材

確保対策の推進」について、介護職員処遇改

善加算は平成２４年度に設けられ、月額１万

５，０００円相当の加算が受けられるように

なった。平成２７年度からは更に月額１万２，

０００円相当が上乗せされ、合計で月額２万

７，０００円相当の加算が受けられるように

なった。加算を受けている事業所は平成２６

年度では８２．５％となっているが、なぜ残

りの約２割は加算を受けていないのか。 

６ 介護職員処遇改善加算の対象は介護職員に

限られており、ケアマネジャー、看護師、調

理師などは対象外であるため、事業者は大変

苦労している。介護職員以外の職員にも加算

が適用されるようにしてほしいとの要望が事

業者から県に届いているのか。また、介護職

員処遇改善加算は、加算を受けると利用者の

自己負担に跳ね返るという問題もあるが、県

はどのように認識しているか。 

７ 平成２７年度に介護報酬が２．２７％に引

下げられたことによる事業所へのダメージを、

県としてはどのように認識しているか。 

 

 

Ａ．少子政策課長 

１ 保育所等受入枠の目標値は、各市町村が定

めた受入人数の目標値を合計したものである。

市町村は、平成２５年度に住民の就労希望や
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保育の希望などに関する調査を実施し、調査

結果に潜在的な意向も加味して保育のニーズ

を推計し、受入人数の目標値を定めたもので

ある。 

２ 市町村のニーズ調査をもとに県の目標値を

定め、平成３１年度までに受入枠の確保を進

めていくこととしているが、今後、保育所の

申込状況が大きく変化する場合などには、市

町村と連携して、県の計画の見直しを考えて

いく必要があると考えている。 

３ 給与の改善は、保育士の人材確保のために

重要な取り組みであると考えているが、県単

独で給与の改善を行うことは、財源の問題も

あるため難しい。費用対効果を検証し、実施

できるかどうかを研究していく。給与改善以

外にも、県内で働く保育士が増えるように、

地元就職を希望する方を対象としたＰＲなど

を実施し、人材確保に努めていく。 

 

 

Ａ．高齢者福祉課長 

４ 計画の目標数と待機者数の数だけ見ると、

追いつかないように見えるかもしれないが、

特別養護老人ホームの整備は平成１５年度末

以降、増加数、増加率とも埼玉県が１都３県

では１番であり、市町村とも連携しながら対

応してきている。施設サービスは介護保険制

度の運営に大きな負担になるものである。特

別養護老人ホームだけを増やすのではなく、

在宅でのサービスが受けられる体制、そして

最後のセーフティネットである特別養護老人

ホームを含めた地域包括ケアシステムを整え

る必要がある。次期の高齢者支援計画では、

入所希望者数を踏まえ市町村と連携しながら

目標を設定する。 

５ 介護職員処遇改善加算の取得率は、平成２

６年度が８２．５％、平成２７年度の９月時

点が８６．１％となっている。介護職員処遇

改善加算は毎年度改善の計画書を提出するこ

とが条件である。このため、年度途中にオー

プンした事業所では、様子を見てから申請し

ようというところもあり、なかなか９０％を

超えるような取得率にならない。加算を受け

ていない事業所の中には、元々賃金を高く設

定しているところもある。また、委員御指摘

のとおり、利用者の負担に影響があることか

ら、加算を取得しないところもある。 

６ 加算の対象を介護職員だけでなく他の職種

にも広げてほしいという声は、事業者団体を

通じて県にも届いている。県では、加算の対

象を介護現場で働く全ての職員に拡大するよ

う、国に要望している。また、介護報酬の中

で賃金を引き上げれば、介護保険財政や利用

者負担への影響があるので、平成２７年度か

らは介護報酬とは別枠で措置するよう国に要

望している。 

７ 介護報酬引き下げのダメージについては、

今月に調査を行うよう準備しているところで

ある。対象は、特別養護老人ホーム、介護老

人保健施設、通所介護事業所、訪問介護事業

所を予定している。職員の賃金の状況も含め

て詳しく調査する予定である。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

現在の県の保育所入所率は２６％であるが、

今後加速度的に入所率が高まっていくことが考

えられる。平成２５年度の調査に基づいて受入

人数の目標値を定めたとのことだが、市町村計

画の積み上げでなく、現在の保育所入所率２

６％がどのくらい上昇するかを県が独自に予測

して、目標値を定めることはないのか。 
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Ａ．少子政策課長  

市町村における保育ニーズの状況を踏まえ、

県として見積もることが可能か、今後検討して

いきたい。 

 

 

 

◆教育局関係（11 月６日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 臨時的任用教員について、本会議の一般質

問に、県は多くの教員の新規採用に努め、定

数内臨時的任用教員の比率は減少傾向にある

と答弁していた。しかし、追加要求資料１５

の平成２２年度と平成２６年度の臨時的任用

教員の比率を比べると、小学校では１．７％、

特別支援学校では０．９％増えている。中学

校、高等学校の臨任率はやや下がっているが、

全体では平成２２年度と比べて平成２６年度

はやや増えているのが実態である。臨時的任

用教員を減らすという答弁を踏まえて努力し

ていく必要があると思うが、平成２６年度の

新規教員の採用予定者数は何人で、平成２５

年度と比べてどのくらい増えたのか。また、

教員の採用枠の拡大について、どう取り組む

のか。 

２ 市町村ごとの臨任率だが、平成２６年度、

戸田市では小学校１６．８％、中学校１９．

０％となるなど、県の臨任率を大きく上回っ

ている自治体もあると聞いている。臨任率の

高い自治体の現状や自治体間でのアンバラン

スについて、県の認識と今後の対策について

伺う。 

３ 追加要求資料の４３、学校管理費について、

学校管理費の予算は年々徐々に増えてきてい

るが、県立学校や特別支援学校の教職員から

は「基本的に光熱水費と学校行事等に関わる

教員の旅費で使い切り、備品購入もままなら

ない」などの声を伺うことが多くなっている。

近年の電気料金、水道料金などの値上げ、消

費税増税、物価上昇などを考えると、現場は

深刻なのではないかと思う。実態をよく把握

して不自由をきたさないように、平成２６年

度にはどのように対処をしてきたのか。 

４ 追加要求資料２６、県立高校の団体費につ

いて、県立高校の保護者はＰＴＡや後援会の

会費として年間平均２６，０００円あまりを

負担している。資料では、平成２６年度２６,

１２１円となっている。ある高校では、ＰＴ

Ａ会計から行事費の約１００万円が文化祭や

体育祭に支出され、ある工業高校では、後援

会会計から実習用消耗品・教科用備品に５６

１万円が支出されていると聞いている。本来、

教育予算で措置すべきものが、実際はＰＴＡ

会計や後援会会計から補填され、実質的には

保護者負担となっている。平成２６年度決算

を見ると、保護者負担の軽減のためにも、学

校運営に必要な予算を確保することが必要で

あると思うが、どのように学校現場を把握し

ているのか。 

５ 先日、当委員会で埼玉県立近代美術館を視

察した際、平成２７年度の美術品購入予算が

３３０万円と聞いた。しかし、この５年間は

予算額２，０００円とほとんどないに等しい。

近代美術館の展示品購入費の過去最高額はい

くらか。より魅力ある施設にするために、展

示品購入費をどのように評価し、位置付けて

いくのか。 

 

 

Ａ．教職員採用課長 

１ 平成２６年度の新規採用教員の採用予定者

数とその増減を、志願区分別に申し上げる。

小学校は８４０人で前年度と比べて増減なし、



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 
 

 
 

- 47 - 
 
 

中学校は５２０人で増減なし、高等学校は４

５０人で増減なしである。特別支援学校につ

いては高等学校に含めて試験を実施している。

養護教員は２５人で５人増、栄養教員は５人

で５人増、合計１，８４０人で、１０人増で

ある。 

 

 

Ａ．小中学校人事課長 

１ 臨任率が高いことについては、課題として

捉えている。これまで、退職者数に見合う数

を採用すると、将来、現在と同じように大量

退職が発生する可能性があること、年齢構成

の不均衡を加速させてしまう懸念があること

から、長期的な展望に立った教員採用を進め

てきたところである。 

今後については、児童生徒数の推移をしっ

かり見極めるとともに、退職者数、再任用見

込みの数等を考慮して、臨任率の減少に向け

て、採用数の拡大を含めた見直しを検討して

まいりたい。 

２ 臨時的任用教員の多い主な要因である、児

童の転出入の多い地域においては、学級数の

確定が困難であり、直前まで教職員の定数が

定まらず、臨時的任用教員で対応せざるを得

ない状況であった。一方で、児童生徒数が減

少している地域、将来学校の統廃合を予定し

ている地域においては、教員が定数を超える

状況に備えて、臨時的任用教員の割合が高く

なっているところもある。 

また、退職者については、原則として新採

用教員と再任用教員で補充するが、地域に

よっては教員数が不足し、臨時的任用教員を

充てることとなったことも考えられる。県教

育委員会としても、臨時的任用教員の割合の

高さや、市町村間でアンバランスな状況にあ

ることは、課題として重く受け止めている。

今後、市町村の臨時的任用教員の割合につい

て、各教育事務所を通じて市町村に数値を伝

え、解消に取り組むよう指示をしたところで

ある。 

臨任率の減少に向け、中長期的な視点に

立った計画的な採用、再任用教員の活用など

により、正規採用の教員を確保し、減少に努

めていきたい。 

 

 

Ａ．財務課長 

３ 学校管理費については、財政状況が厳しい

中で予算の確保に努めている。しかしここ数

年ほぼ横ばいという状況であり、各学校で

様々な工夫や努力を重ねていることは認識し

ている。管理費予算は、県の予算編成方針上、

毎年５％のシーリングがかかる中、平成２７

年度予算についても、なんとか横ばいの予算

を確保している。全庁的にも財政状況が厳し

く、国に対し国庫補助金や地方財政負担軽減

の更なる充実を機会があるたびに要望してい

る状況である。 

また、執行においては、スケールメリット

を生かすように、財務課にて複数の学校に共

通する備品等の購入を一括で行い、予算の節

減に努めている。このような節減により、生

み出された予算があれば、年度途中でも学校

に実情を聞き、予算を再配分するなどして、

できるだけ多くの学校の要望に応えられるよ

う努めている。引き続き、様々な工夫を行い、

予算の確保に努めていきたい。 

４ 県立高校の団体費についてであるが、保護

者の熱意により、施設整備、備品整備の一部

が、保護者の御負担により行われている事実

がある。しかし、県立学校の運営に係る施設

整備や備品の整備については、基本的に県費

により賄うべきものである。保護者負担の軽
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減に努めるよう県立学校を通じて教職員並び

に団体会計の長に対して周知やお願いをして

いる。さらに、毎年、学校を通じて、団体費

の活用の将来計画を作成し提出を求めて計画

的に運用していただいた結果、団体費におけ

る保護者負担の額は平成１８年度と比較し、

８．７％、３，２５０円の減少と、今のとこ

ろ削減傾向となっている。引き続き、将来計

画を作成していただくことを通じ、保護者負

担の軽減に努めていきたい。 

 

 

Ａ．生涯学習文化財課長 

５ 美術品購入費の過去最高額は、開館１０周

年の平成４年度、７億２，００１万円である。 

近代美術館では、本県にゆかりのある優れ

た作家の作品、本県の美術界に影響を与えた

国内外の作家の作品、本県美術文化の振興に

寄与する作品を対象とする収集方針の下に美

術作品を購入している。魅力ある展示を行う

ためには、美術作品の購入は大変重要である

と認識しており、厳しい財政状況の中、引き

続き予算の獲得に向けて頑張っていきたい。 

なお、新たな美術作品の購入以外にも、収

蔵する美術作品の最大限の活用や他の美術館

から目玉となる美術作品の借用、複数の施設

が共同で行う巡回展の方法など、近代美術館

の職員は魅力ある展示の実現に向けて工夫を

行っている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

２，０００円の予算が５年間続いているとい

う状態では、答弁していることとやっているこ

とがあまりにも違いすぎるのではないか。やっ

と今年度に３３０万円ついたようだが、これで

よいのか。 

Ａ．生涯学習文化財課長  

様々な教育課題が山積する中、厳しい財政状

況を鑑みて、予算要求を断念せざるを得ない状

況があった。しかし、直近の平成２１年度の購

入以降５年以上にわたり新たな美術作品の購入

を行わないことは、近代美術館における体系的

な資料収集の観点から望ましい状況ではなかっ

たため、平成２７年度予算で約３３０万円の購

入費を要求して確保した。引き続き、予算の獲

得に努めていきたい。 

 

 

秋山委員 

３３０万円でも少ない。けたが違うとの認識

が委員の間にもある。努力をしてほしい。 

（要望） 

 

 

 

◆産業労働部（含 労働委員会）関係  

(11 月 17 日) 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 中小企業の支援について伺う。５か年計画

における「県の支援による創業件数」につい

て、年２０８件のペースで創業しているが、

創業したという事実確認は何によって判断し

ているのか。 

２ 県内企業の平成２６年度の倒産件数は３７

９件、５年間の平均では５０３件であるが、

平成２４年から平成２６年までの県内企業数

の動向をどのように分析しているのか。 

３ 新規融資開始件数と融資額は共に大きく減

少している。平成２２年度から平成２６年度

までの間、県の融資について、申込件数と実

行件数はどう推移しているか。 

４ なぜ、融資が実行されなくなっているのか。
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どう分析しているか。 

５ 平成２２年度から平成２６年度までの間、

融資残高はどう推移しているか。 

６ 同機関における融資焦げ付き件数、金額の

推移はどうなっているか。 

７ 融資利率の０．３％引き下げによる利子の

軽減額はどのくらいになるか。 

８ 融資利率の引き下げは返済終了まで継続さ

れるのか。 

９ 融資利率の引き下げ分は金融機関が負担す

るのか、県が負担するのか。 

10 貸金業者の指導及び監督について他の都道

府県に登録している貸金業者に対しては、ど

のように検査・指導、苦情・相談しているの

か。営業所が県内にある場合は検査・指導し

ているのか。 

11 貸金業の登録業者数が平成２６年度末で３

４業者とあるが、これは同年度に新規に登録

された数か。その場合、これまで県に登録さ

れた業者の累計はいくつか。 

12 貸金業者の廃業をどのように確認している

か。 

13 大規模小売店舗立地法の適正な運用につい

て伺う。大規模小売店舗立地審議会では、従

来の既存商店への影響を含む審議を行ってき

たのか。どういう立場でやってきたのか 

14 商店街の振興支援事業では、平成２６年度

は支援実績が１件のみであるがなぜか。また、

県内小売業商店数の推移について、商店街の

店舗数が激減している一方で、大型店の店舗

面積が小売業全体の店舗面積に占める割合は

増加している。商店街の振興が功を奏してい

ないと思われるが、どう分析しているのか。 

15 雇用情勢に対応した就業支援について伺う。

ヤングキャリアセンターの就職確認者数２，

２０２人のうち、正規雇用者数、非正規雇用

者数の内訳はどうなっているのか。 

16 県立高等技術専門校の若者向け職業訓練を

１７１人が修了して全員就職し、３５歳まで

の３０人も訓練校と企業での就業実習を通し

て就職したが、正規雇用・非正規雇用の内訳

はどうなっているのか。また、こうした大変

優れた取組が少人数にとどまっているのはな

ぜか。 

17 女性の就業支援では２，２６０人が託児

サービス付き職業訓練で７１.３％の方が就

職につながったが、正規雇用・非正規雇用の

内訳はどうなっているか。 

18 障害者の就業支援について伺う。平成２６

年度の民間企業の障害者雇用について、雇用

義務企業数は何社か。また、法定雇用率達成

企業数と未達成企業数はどうだったのか。 

19 障害者雇用納付金制度については、平成２

６年度はどのように配分・交付されたか。 

 

 

Ａ．参事兼産業支援課長 

１ 産業振興公社内の「創業ベンチャー支援セ

ンター」の支援による創業件数をカウントし

ている。センター職員や創業アドバイザーが

相談後約３か月から４か月後に創業の熟度を

見ながら相談者に対して電話等で、開業届や

法人設立届等の有無を確認して創業の実態を

つかんでいる。 

 

 

Ａ．産業労働政策課長 

２ 平成２６年度の倒産件数３７９件は、平成

３年度の３９８件以来２３年ぶりに４００件

を下回る水準となった。県内企業数は、経済

センサスの直近の調査確定値である平成２４

年データと前回調査の平成２１年データを比

較すると、平成２１年の１８万６，５８２社

から平成２４年の１７万４，８１６社へと、
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１万１，７６６社、率にして６．３％減少し

た。全国では減少率８．１％であり、全国よ

り減少率は低くなっている。 

 

 

Ａ．金融課長 

３ 融資申込件数は、平成２２年度が２万９８

８件、平成２３年度が１万８，９７２件、平

成２４年度が１万６，４１８件、平成２５年

度が１万６，２８７件、平成２６年度が１万

６，１９７件となっている。融資実行件数は、

平成２２年度が１万７，３７８件、平成２３

年度が１万６，０１５件、平成２４年度が１

万４，８４９件、平成２５年度が１万４，９

４７件、平成２６年度が１万４，７５３件と

なっている。 

４ リーマンショック後に資金繰りに苦しむ中

小企業の助けとなるよう、時限的に「セーフ

ティ緊急融資」や「緊急借換資金」といった

新たな制度を導入したため、平成２１年度が

融資実行のピークとなった。その後は、資金

需要が一巡したこと、金融機関が条件変更に

柔軟に対応するケースが増えたこと、また、

ここ数年は民間金融機関の貸出し意欲が旺盛

でプロパー融資による貸出しを積極的に行っ

ていることなどから、減少傾向となっている

ものと考える。なお、融資枠については、平

成２６年度、平成２７年度とも３，６００億

円と十分な額を確保している。 

５ 制度融資の残高は、平成２２年度が約７，

８０９億円、平成２３年度が約７，３３９億

円、平成２４年度が約６，５１０億円、平成

２５年度が約５，７７９億円、平成２６年度

が約５，１３０億円となっている。 

６ 融資焦げ付き件数については、制度融資の

県信用保証協会による代位弁済の件数とすれ

ば、平成２２年度が２，２１２件で約２０５

億円、平成２３年度が２，０２６件で約１９

６億円、平成２４年度が１，９３９件で約１

９２億円、平成２５年度が１，６３４件で約

１５９億円、平成２６年度が１，３２１件で

約１１９億円となっている。 

７ 最も一般的な事業資金・一般貸付で、１，

０００万円の融資を７年間で返済するケース

をシミュレーションすると、１．９％から１．

６％に引き下げたことにより、総額で１０万

６，０００円の利子の負担軽減となる。 

８ 県制度融資は融資実行時の固定金利が適用

されるため、返済終了まで継続される。 

９ 金融機関の収益の減少になるという意味で

は、金融機関の負担である。 

10 ２つ以上の都道府県に営業所を有する貸金

業者は国の管轄となり、本店の所在する財務

局が検査・指導を行うことになる。これら業

者に関する苦情・相談についても、監督権限

を有する財務局を紹介することになる。 

11 登録業者数３４業者は、平成２６年度末現

在に埼玉県知事登録のある貸金業者の総数で

ある。平成２６年度に新規登録された貸金業

者は３業者である。また、これまでに県に登

録された貸金業者の累計は３，３５０業者で

ある。 

12 貸金業を廃業した場合、３０日以内に届け

出ることが義務付けられている。平成２６年

度は３業者が廃業した。 

 

 

 

Ａ．商業・サービス産業支援課長 

13 執行機関の付属機関である大規模小売店舗

立地審議会やその下部に位置する庁内連絡会

議は、大規模小売店舗立地法の、周辺地域の

生活環境を保ちつつ大型店の適正な立地を図

る、という趣旨に沿って開催している。 
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14 商店街の振興支援事業についてであるが、

平成２６年度に国の創設した補助制度が県の

制度よりも事業者の負担が少なくて済むもの

であった。このため、県としても国の補助制

度の活用を勧めたことが理由である。また、

店舗数については、平成２６年度の商店数は

速報値であり、約１万社の未整理分が計上さ

れていない。確報値は１２月下旬に出る予定

である。県としては、やる気のある商店街へ

の支援を必要と考え、黒おび商店街を中心に

商業振興を行っている。今後もやる気の高い

商店街を中心とした支援を行い、商業振興を

進めていきたい。 

 

 

Ａ．就業支援課長 

15 就職確認者数２，２０２人のうち正規雇用

者数は１，３９１人である。 

18 対象企業数は２，７３７社で、法定雇用率

達成企業数は１，１９５社、未達成企業数は

１，５４２社である。 

19 障害者雇用納付金制度は国の制度で、事務

は独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援

機構埼玉支部が行っており、納付金の配分・

交付については把握していない。障害者雇用

納付金制度の仕組みは、未達成企業から不足

１人につき月額５万円を徴収し、障害者を法

定雇用率以上に雇用している事業主へ企業規

模に応じて１人当たり月額２万７，０００円

ないし２万１，０００円を給付するものであ

る。 

 

 

Ａ．産業人材育成課長 

16 若年者向けの職業訓練で２年コースを修了

し就職した１７０人のうち、正規雇用は１６

９名、非正規雇用は１名、デュアルシステム

訓練で就職した３０人のうち正規雇用は２９

名、非正規雇用は１名であった。デュアルシ

ステム訓練が少人数である理由は、機械科の

定員に関しては訓練機械の数に限りがあるた

めである。また、機械科以外にデュアルを広

げることも難しい。例えば、空調システムは

メンテナンス業務が中心であり、ユーザーの

都合に合わせると勤務が不規則になりがちで

実習になじみにくい。また、情報処理も機密

情報や個人情報を実習生に扱わせることに企

業は抵抗を感じる。こうしたことから、デュ

アルシステム訓練は相性のよい機械科のみで

実施している。 

17 女性の職業訓練後の就職状況について、託

児サービス付の委託訓練のみを抽出したデー

タはないが、民間委託訓練を経て就職した女

性は２，６１５人おり、うち正規雇用は４１％、

非正規雇用は５９％である。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 民間金融機関の直接融資より制度融資の方

が有利ではないのか。また、融資審査会には

金融機関が入っていて、安全な企業にしか融

資していないのではないか。 

２ 貸金業者数３４業者は平成２６年度におけ

る県への登録数であり、累積数は３，３５０

業者との答弁があったが、数字の意味につい

て再度説明をお願いしたい。 

３ 廃業した貸金業者の把握について漏れはな

いのか。 

４ 商店街の店舗数について、未整理分は件数

が分からないのか。比較できないデータを資

料に掲載することはおかしいのではないか。 

５ 若年者向けの職業訓練で２年コースを修了

した者は正規雇用につながっている。この取

組は是非拡大していただきたい。（意見） 
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６ 障害者の法定雇用率の未達成企業への指導

などはどのように行っているか。 

７ 小規模企業への雇用促進を図るため、どの

ような支援を行っているか。 

 

 

Ａ．金融課長 

１ 現在、「埼玉金利」といわれるように民間金

融機関の間での金利競争が激化しており、比

較的リスクの少ない企業に対しては、制度融

資より有利な利率のプロパー融資で顧客確保

が行われている。ただ、全ての企業が受けら

れるわけではなく、融資が受けづらい企業の

最後の砦として、制度融資の意義は変わらず

にあると考えている。また、現在、融資審査

会はなく、個々の融資案件について金融機関

と信用保証協会が審査している。 

２ 貸金業者の登録は毎年度更新するものでは

ない。平成２６年度末現在登録を受けていた

業者が３４業者である。そのうち３業者が平

成２６年度中に新規登録した。累積数という

のは、すでに廃業した者も含む県にこれまで

登録した全ての業者数のことである。 

３ 毎年、全事業者に立入検査を行っているの

で、把握が漏れることはない。 

 

 

Ａ．商業・サービス産業支援課長 

４ 報値である平成２１年度と平成２４年度の

データを資料に載せる方が適当だったかもし

れないが、少しでも直近の数値と考えて使用

してしまった。今後、１２月に発表される確

報値をフォローしていく。 

 

 

Ａ．就業支援課長 

６ 未達成企業に対してはハローワークが達成

指導を行っており、併せて県の設置した障害

者雇用サポートセンターが企業を訪問し、障

害者の仕事の切り出しなど雇用アドバイスを

行っている。 

７ 小規模企業に対しても、障害者雇用サポー

トセンターが企業の状況に即した支援を丁寧

に行っている。また、ハローワークには障害

者雇用を行う企業への助成制度があるので、

その活用を含めてアドバイスを行っている。 

 

 

 

◆農林部関係（11 月 17 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 平成２６年の埼玉県の農業生産額及び林業

生産額はどのくらいで、前年度と比較すると

どうか。また、国内に占める割合及び順位は

どうなっているか。 

２ 行政報告書２２５ページの農業経営法人化

推進事業で、平成２６年度は７２２法人で前

年度から７８法人増加しているが、組織する

農家戸数と人員はどうなっているか。また、

追加資料１４では、基幹的農業従事者が平成

１４年度では６万９，７２０人、平成２２年

度には５万８，６８１人とあるが、平成２６

年度ではどうなっているか。一方で、平成２

６年度の新規就農者は２８４人だが、どう分

析しているのか。また、抜本的対策の柱は何

であると分析しているか。 

３ 行政報告書２２５ページの２月の大雪被害

については、平成２６年度末時点で撤去が１

００％、再建が７２．２％とあるが、その後

の進捗状況はどうか。農林部の努力はどのよ

うな成果となって表れているか。また、追加

資料４０を見ると、被害が最も大きかった深

谷市で再建完了率は９４．１％、２番目の本
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庄市では８９．２％だが、まだ再建が完了し

ていない理由と市町村への支払状況にタイム

ラグがある理由は何か。 

４ 行政報告書２２７ページで平成２６年度に

おいて新たに農業に参入した企業は３法人と

あるが、これまでの累計はいくつか。また、

全ての法人が活動しているのか。 

 

 

Ａ．農業政策課長 

１ 農業産出額の発表は例年１２月中旬のため、

平成２６年の農業産出額は不明である。平成

２５年の農業産出額は２,０１２億円であり

前年と同額である。国内に占める割合は２．

４％であり、全国順位は１８位となっている。 

 

 

Ａ．森づくり課長 

１ 成２６年の林業産出額はまだ公表されてい

ない。平成２５年の林業産出額は２０億２，

０００万円であり、平成２４年と大きな変化

はない。国内に占める割合は０．５％であり、

全国順位は３８位となっている。 

 

 

Ａ．農業支援課長 

２ 農業法人を構成する農家戸数は約１，９０

０戸である。また、農業法人の常時従事者の

平均は１５．４人であることから、約１万１，

０００人と推計される。基幹的農業従事者の

数値は平成２２年の農業センサスが最新であ

り、平成２６年度決算時の数値はない。基幹

的農業従事者の減少の要因は高齢化による農

家全体の減少が大きい。抜本的対策の柱は、

主業農家の規模拡大及び経営力の高い新規就

農者を確保することと考えている。農業産出

額の約７割を主業農家が担っており、主業農

家数を維持するために年間２８０人の新規就

農者の育成が必要であるため、今後も質の高

い新規就農者の育成に努めていく。 

３ 大雪被害からの再建については、平成２７

年１１月４日現在の完了率は９６．６％であ

り、事業を実施した５６市町村のうち４８市

町村において、全ての農業者の再建が完了し

ている。 

農林部の努力の成果としては、国に対し農

業被害対策について要望し、農業用ハウスの

撤去・再建・修繕へ助成が認められ、県議会

においても補正予算を認めていただいたとこ

ろである。また、補助事業の円滑な執行を図

るため、市町村開催の説明会等に、延べ７１

７人の県職員を派遣した。 

さらに、ハウスの撤去・再建のスピードアッ

プのため、県内外の施工業者と現場とのマッ

チングを行った。その結果、平成２７年度中

には、全ての農業用施設の再建完了を見込ん

でいる。 

４ 平成２７年３月時点で、９５地区、８８企

業が農業に参入し、３企業については不採算

などを理由に撤退している。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

大雪被害で廃業した農家はあったのか。 

 

 

Ａ．農業支援課長  

規模の縮小や、ハウス栽培から露地栽培への

転換、収入を得るために他産業へ一時的に従事

した農家はあったが、廃業した農家は確認して

いない。 
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◆保健医療部関係（11 月 19 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 乳幼児の医療費助成は県が就学前までとし

ているが、市町村が単独で年齢拡大を行って

いる。平成２６年度決算では県は２６億３，

４２０万８千円の補助を行ったが、補助率は

おおよそ２分の１であった。平成２６年度に

県内市町村が子ども医療費助成制度で実際に

支給した額の何％にあたるのか。また、県内

全市町村が中学校卒業まで助成している都道

府県はいくつあるのか。 

２ 重度医療について、県は平成２７年１月か

ら重度心身障害者となった年齢が６５歳以上

の者を対象外とした。これにより対象から外

れた人数は、平成２６年度には何人であった

か。県補助額ではおおよそいくらと分析して

いるか。また、通年ではどうか。 

３ 平成２５年度に発足した埼玉県総合医局機

構について、医師不足病院への医師の派遣の

実績、若手医師のキャリア形成支援、女性医

師の支援、高校生の志養成事業の実績はどう

か。 

４ 平成２６年度の地域枠医学生奨学金貸与者

４８人の在籍学校はどこか。卒業後県内指定

医療機関に勤務すれば、返済は不要になるの

か。また、指定医療機関とは何を指すか。  

さらに、奨学金の月額と６年間の総額はい

くらか。 

５ 県外医学生奨学金貸与者が４１人いるが、

奨学金の内容はどのようなものか。 

６ 臨床研修医と後期研修医の研修資金につい

て、県内に定着すると貸与された研修資金の

返還は不要になるのか。研修資金の月額や年

額はいくらか。 

７ 平成２６年度に順天堂大学附属病院の誘致

が決まったことはよいことだと思うが、医学

部設置に関する成果と到達点を知りたい。 

８ 埼玉県総合医局機構のトップは誰が務めて

いるのか。同機構は常設で恒常的に活動・機

能するものなのか。 

９ 平成２６年４月１日から県内全ての救急車

などにタブレット端末２８３台を整備して、

救急医療機関の受入可否情報をリアルタイム

で確認することができるようになったが、ど

のような成果があったのか。 

 

 

Ａ．国保医療課長 

１ 県が把握している市町村の助成額は県補助

対象分のみであり、それぞれの市町村におけ

る事業費の実績は把握していない。また、各

都道府県の補助対象は調査しているので把握

しているが、全国の市町村の助成対象年齢ま

では把握していない。 

２ ６５歳以上で新規に手帳を取得したため、

重度医療の対象外となった方は平成２６年度

では５１７人で、補助額への影響は約２，５

００万円と推計している。また通年分につい

ては、平成２７年度予算においては、マイナ

ス２億８，０００万円と試算している。 

 

 

Ａ．医療整備課長 

３ 総合医局機構を通じた医師派遣については、

平成２６年度は５０人の医師派遣を行った。

次に、若手医師のキャリア形成支援について

は、県の奨学金貸与者が卒業後県内病院で

キャリア形成を行うことができるプログラム

を作成した。女性医師支援については、１７

件の相談を受け、２人の医師が復職した。ま

た、当直免除など短時間勤務を希望する女性

医師の代替医師の雇用支援を行い、１２人の

女性医師が雇用継続となった。次に、高校生
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の志養成事業については、１３８人の高校生

が参加した。 

４ 地域枠医学生については、全員が埼玉医科

大学の学生である。卒業後９年間、指定医療

機関に勤務すれば、全額返還不要となる。奨

学金は月額２０万円で、６年間の総額は１，

４４０万円である。なお、指定医療機関とは、

小児科、産科、救急科、県北など医師不足地

域の公的医療機関である。 

５ 県外医学生奨学金については、月額２０万

円の奨学金のほかに、入学金として１００万

円を上限に貸与している。 

６ 臨床研修医は月額１０万円、後期研修医は

月額２０万円の資金貸与となっている。県内

の産科、小児科、救命救急センターで勤務す

れば、返還不要となる。 

８ 埼玉県総合医局機構のトップは金井忠男県

医師会長である。医師確保・派遣委員会など

３つの委員会などで構成され、県、県医師会、

大学、病院長などによって構成され、一元的

に医師確保を推進している。 

９ タブレットを導入した平成２６年度と導入

前の平成２５年度を比較すると、重症患者の

うち、受入要請回数が４回以上となった事案

が１６％減少した。そのため、効果は現れて

いると考えている。 

 

 

Ａ．保健医療政策課長 

７ 医学部設置の認可権限は国にあることから、

国に対して、医師数が著しく少ない地域につ

いては、医学部新設の対策を講じるよう、働

き掛けを行っているが、国は新設を認めない

方針を堅持している。県としては、国の方針

が出るのをただ待つわけにいかないので、県

内医師の確保に有効な手段として、医師確保

及び育成に資する病院、具体的には医師を自

ら養成するとともに、供給をコントロールで

きる大学附属病院の整備が有効ではないかと

の考えから、平成２６年度において、医学系

大学院設置に関して国内でも特色のある大学

院の状況と大学病院及び医学系大学院の整備

に伴う経済効果を調査し、一般病院よりも大

学附属病院及び大学院を誘致した方が、経済

波及効果が高いという結果を得た。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 乳幼児医療費助成の埼玉県の補助対象は就

学前だが、市町村が努力して平成２７年度に

は全市町村が中学校卒業までとしており、そ

うした意味では高い水準にあると言える。  

これは私の個人的意見だが、県も対象年齢

を引き上げるべきだと思う。（要望） 

２ 重度医療について、平成２７年１月から３

月までに除外された方は５１７人ということ

だが、通年では４倍にすればいいのか。 

３ 地域枠医学生奨学金について、指定医療機

関で勤務しない場合、奨学金の返還は一括で

行うのか。また、返還利息は徴することにな

るのか。 

４ 私の地元の春日部市の医療機関からは、受

入可否情報を全て登録すると実際の受け入れ

が大変になるので、リアルタイムに情報を出

さないことがあると聞いている。実際、救急

医療情報システムの受入可否情報はどの程度

リアルタイムに提供されているのか。 

 

 

Ａ．国保医療課長 

２ 平成２７年度予算においては約６，３００

人が除外されると試算している。 
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Ａ．医療整備課長 

３ 貸与期間の１．５倍、例えば医学生に６年

間貸与した場合、９年間指定医療機関に勤務

した場合には返還免除となる。これが果たせ

ない場合、奨学金は一括して返還していただ

く。現時点では返還利息は徴していない。 

４ 医療機関は１日２回応需情報を入力してお

り、加えて、救急隊が搬送事案ごとに受入れ

や受入不可などの情報を逐次入力している。

かなりリアルタイムに近い状況であると考え

ている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ ６，３００人という人数は実人数か。 

２ 奨学金の一括返還を求めることは厳しすぎ

るのではないか。 

 

 

Ａ．国保医療課長 

１ 実人数を想定している。 

 

 

Ａ．医療整備課長 

２ この奨学金制度は条件を明示した上で応募

を受け付けているが、大変多くの応募をいた

だいている。卒業後、必ず県内医療機関で勤

務していただきたいとの強い期待の意味を込

めて、一括返還としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆環境部関係（11 月 19 日） 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 「廃棄物処理対策の推進」について、指標

「一般廃棄物の１人１日当たりの最終処分量」

の平成２６年度の数値を伺う。また、既に目

標は達成しているが、新たな目標数値を定め

るのか。 

２ 行政報告書１２８ページ 「一般廃棄物対策」

の「一般廃棄物処理実績の推移」を見ると平

成２３年度以降、数値が横ばいとなっている

が、引き下げのための取組を伺う。 

３ 指標「産業廃棄物の最終処分率」の最終処

分率について、算出方法と平成２６年度の実

績値を伺う。また、「福島第一原子力発電所事

故に係る放射能の影響」で、汚泥の最終処分

量が増加したとの記述があるが、平成２６年

度の状況を伺う。 

４ 「環境保全対策の推進」について、中川、

綾瀬川の「全国水質ワースト５河川」からの

脱却を目標としているが、達成の見通しはど

うか。また、脱却に向けてどのような対策を

行っているのか。 

５ 「石綿対策の推進」について伺う。アスベ

ストが建材として用いられた建物が更新時期

に当たる。大気汚染防止法に基づく解体工事

の全数立入を行い、３件の行政措置を行った

とあるが、この内容と効果を伺う。また、県

と市町村との役割分担はどうなっているのか。 

６ 「石綿廃棄物対策の推進」について、家屋

解体現場等への立入件数が９０５件となって

いるが、その内容と効果を伺う。また、市町

村との役割分担を伺う。 

７ 追加要求資料２３「産業廃棄物の不法投棄、

不適正処理に対する立入検査実施数の推移と

改善状況」について、監視指導件数が減少し

ている理由を伺う。また、不法投棄をはじめ
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とする不適正処理事案について、指導や改善

の状況を伺う。 

８ 「緑のトラスト運動の推進等」について、

平成２６年度までにさいたま緑のトラスト基

金に寄附をした人数、企業数とその総額を伺

う。第１３号地「無線山・ＫＤＤＩの森」で

取得した面積４．８ヘクタールのうち、約７

８％は企業からの寄贈であるが、その経緯に

ついて伺う。また、候補地・取得地の選定は

どのような基準に基づいて行われているのか。 

９ 追加要求資料３０「航空自衛隊入間基地及

びアメリカ空軍横田基地周辺の騒音調査結果」

について、平成２６年度は１２地点ある測定

地点のうち８地点から７地点に適合地点が減

少しているが、測定地点及び周辺の住宅防音

工事は完了しているのか。また、騒音発生者

に対し、どのように改善を求めたのか。 

 

 

Ａ．資源循環推進課長 

１ 平成２６年度の実績は現在集計中である。

新たな目標数値については、現在、平成２８

年度から平成３２年度までを計画期間とする

「第８次埼玉県廃棄物処理基本計画」を策定

中であり、現状のデータや国の動向などを踏

まえ、同計画において設定したい。 

２ ごみを出さないライフスタイルの呼び掛け、

分別を徹底し再資源化を促進するなど、最終

処分量を縮減する取り組みを推進していく。 

３ 最終処分率は、産業廃棄物の「排出量」を

分母、「最終処分量」を分子として計算するも

ので、排出量中の最終処分量の割合を示すも

のである。なお、平成２６年度の数値は現在

集計中である。また、汚泥の最終処分量につ

いても平成２６年度の実績は集計中であるが、

増加した汚泥は浄水場から発生している。再

生利用が進んでいない県内の浄水場に対して

は、県から汚泥の再生利用の再開を働き掛け

ている。その結果、再生利用を再開したとこ

ろもあり、最終処分率の数値は改善していく

見込みである。 

 

 

Ａ．水環境課長 

４ 平成２５年度は綾瀬川、中川がワースト１、

２位であったが、平成２６年度は水質が改善

したことにより、ワースト１位を脱却した。

また、ワースト５河川の水質の差が狭まって

いる。また、下水道の普及、合併処理浄化槽

への転換、台所対策及び中川水循環センター

処理水の水質改善等について取り組んでいる。 

９ 住宅の防音工事は国直轄事業であり防衛省

北関東防衛局が行っていることから、県とし

て進捗状況を把握していない。騒音発生者に

対しては、県及び１４市町で構成する埼玉県

基地対策協議会や１４都道県で作る渉外関係

主要都道県知事連絡協議会において、早朝、

夜間の飛行禁止や防音工事の促進を要望して

いる。 

 

 

Ａ．大気環境課長 

５ 立入検査では、飛散防止対策がとられてい

るかを事前に確認している。全数に立入指導

を行うことにより、石綿の飛散による健康被

害の未然防止につながると考えている。また、

市町村との役割分担であるが、法令又は県か

らの権限移譲により、仕事を切り分けており、

さいたま市など９市は、市の事務として立入

検査などの指導を行っている。 

 

 

Ａ．産業廃棄物指導課長 

６ 建設リサイクル法の届出事務を所掌してい
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る建築安全センター、特定行政庁等から情報

を入手し、立入検査を行っている。個人住宅

や倉庫など建築物の解体工事を対象に、分別

解体と再資源化、廃棄物処理法の基準の順守

等を指導している。廃棄物の排出先を確認し

て不適正処理の未然防止が図られる効果があ

る。また、石綿に関しては、石綿含有廃棄物

の有無や、解体方法・処分先等を確認してい

る。市町村とは、合同での立入等を通じて情

報共有を図っている。 

７ 監視から立入指導に重点を移したことが件

数減少の原因である。例えば、排出事業者の

立入検査では、契約書及びマニフェスト等を

確認するなど時間を掛けて実施している。 

不適正な処理が疑われる処理事業者に対して

も時間を掛けてチェックを行っている。 

不適正処理事案への対応について、廃棄物

の保管量や保管場所など軽易な場合は、口頭

指導及び指導票による是正指導を行っている。

重大な違反事実である場合は、文書指導や状

況により行政処分を行う。不法投棄について

であるが、行為者が判明した場合は、行為者

に撤去させている。行為者が不明な場合は、

土地管理者に撤去を依頼している。 一般廃棄

物に関しては市町村に対応を依頼している。 

 

 

Ａ．みどり自然課長 

８ 「さいたま緑のトラスト基金」は昭和６０

年に設置された。平成２６年度までに、個人

からの募金は２５，５２７件、約３億４，８

００万円、企業からは１２，５９２件、約１

２億２，６００万円、合計すると約１５億７，

４００万円の寄附があった。第１３号地「無

線山・ＫＤＤＩの森」取得の経緯は、春には

地元で桜まつりが開かれるなど大変親しまれ

ていることから、伊奈町がＫＤＤＩに対し取

得を打診し、町と県でトラスト保全地として

取得した。ＫＤＤＩから、県と町が財政上負

担可能な範囲で土地を購入してもらいたいと

の打診があり、購入した土地を除く約８割の

取得地はＫＤＤＩから寄贈されたものである。

また、トラスト保全地の選定に当たっては、

市町村が取得費の３分の１を負担することに

なるため、まず、市町村から候補地を挙げて

もらう。選定基準は、優れた自然環境や歴史

的環境を有していること、保全の緊急性が高

いこと、保全に対する地権者等の協力が得ら

れることなどである。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 産業廃棄物の最終処分率であるが、算出時

の分子部分「最終処分量」とはどのようなも

のか。また、放射性物質を含む汚泥を再利用

することに問題はないのか。 

２ 下水処理施設の水質改善を図るとのことだ

が、高度処理等の導入にはコストがかかると

思うがどうか。 

３ 不法投棄対策について、監視パトロール体

制はどうなっているのか。 

４ 基地周辺の騒音対策について、国の事務で

はあるが、県民が置かれている状況を把握し

ていないのは遺憾である。県としての考えを

伺う。 

 

 

Ａ．資源循環推進課長 

１ 再資源化されたものなどを除き、最後に埋

め立てられる量が分子の「最終処分量」であ

る。リサイクル等を推進することにより、最

終処分率が下がる。なお、汚泥は、通常の処

分ができるものを再生利用しており、影響は

ないと考えている。 
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Ａ．水環境課長 

２ ハード面での変更は行わず、段階的高度処

理として運転状況を工夫することにより、窒

素、リンに加えＢＯＤ等の削減による水質改

善を見込んでいる。 

４ 国に情報提供を働き掛けていきたい。 

 

 

Ａ．産業廃棄物指導課長 

３ 不法投棄１１０番を設置し、２４時間体制

で通報を受け付けているほか、各環境管理事

務所及び本庁でも、年間６８３件の通報を受

けた。また、市町村からも情報提供を受け連

携して対応しており、夜間や休日は、民間委

託でパトロールを行っている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

産業廃棄物の最終処分率について、詳しく説

明願う。 

 

 

Ａ．資源循環推進課長  

分母である「排出量」が、中間処理により減

少し、更にリサイクルされる部分を除き、最後

に埋め立てられる量が「最終処分量」となる。 

 

 



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 

 
 

- 60 - 
 

 ３ ひと・まち・しごと創生総合戦略特別委員会（2015 年 10 月・11 月閉会中） 
における柳下礼子県議の質疑 

 

◆総論部分（10 月 26 日） 

 

Ｑ．柳下委員 

１ 戦略における将来人口に係る現状認識と見

通しは３つのパターンで示されているが、現

状のまま推移した場合に人口は５５０万人台

という厳しい試算もあり、深刻に受け止める

べきである。人口の流出も懸念される。出生

率のアップと人口の流出をいかに止めるかが

決定打になると考えている。そこで、「結婚、

出産、子育ての希望をかなえること」と「県

内産業の育成」を２つの柱に据えるべきと考

えるがどうか。製造業が少なくなりサービス

業が増えているとの説明があったが、中小に

も満たない小規模事業所の支援にいかに力を

入れて、経済分野で若い人を埼玉に呼び寄せ

ることが重要になると考えるがどうか。 

２ 結婚できない理由の話も出たが、国の資料

によると男性の所得が高い方が結婚率が高く

なっている。結婚できない一番の理由は低所

得であり、雇用の正規化を目標に据えるべき

と考えるがどうか。また、公的セクターにお

ける非正規雇用の減少についても目標に据え

るべきと考えるがどうか。出産・子育てが困

難であることの要因には経済負担がある。女

性のＭ字カーブを見ても、仕事をしていた女

性が出産後に戻るとパートや非正規雇用で

あったりする。しかし、若者は夫婦で働かな

ければ生活していけないという実態もある。

そこで非正規雇用の大幅減少を戦略の目標数

値に入れるべきではないのか。 

３ 子育てと仕事の両立のために、国としては

欧米並みに財政出動すべきである。例えば、

地方創生交付金などを使って、子どもの医療

費や給食費の助成拡充や給付型奨学金の創設

幼稚園の父母負担軽減を復活など、子育て世

代に対する具体的な対策に使うべきではない

か。また、保育園や学童保育の待機児童をゼ

ロにすべきと考えるがどうか。子育て環境を

整えるべきではないか。 

 

 

Ａ．計画調整課長 

１ 次回以降の審査で触れることになるが、い

ずれについても重要な柱として戦略素案に位

置付けている。 

２ 若者を就業に結び付けることが重要であり、

数値目標も設定している。公的セクターにお

ける目標設定は現時点では考えていない。 

３ 本県の取り組みだけで効果を上げていくこ

とは難しい。国にもしっかりと取り組んでい

ただくことが重要である。 

 

 

Ａ．少子政策課長 

３ 総合戦略においても、基本目標３に掲げて

いるが、保育所や放課後児童クラブへの支援

を記載しており、計画にのっとり、しっかり

と整備していきたい。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

１ 少子化社会対策白書によると子育ての一番

の不安は経済的理由である。子育て、教育に

お金がかかりすぎることについて、県は市町

村をバックアップし、国に要望をすべきと考

えるがどうか。また、保育所の待機児童がな

くなるなど、子育てしやすいと人が集まって

くる埼玉にすべきと考えるがどうか。 

２ 少子化社会対策白書に記載のある若者の所
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得の伸び悩みについて、どのように受け止め、

どのように計画に盛り込んでいるのか。 

３ 若者の完全失業率、就業形態別の有配偶率

を見ると深刻な状況にある。有識者会議に

入っていない２０代、３０代の意見を聴くこ

とが重要と考えるかどうか。 

 

 

Ａ．企画財政部長 

１ 経済的問題に対する取り組みして、県の規

模でできることは限られており、重点化して

一番効果のあるところに支援していく。国の

交付金を活用し、多子世帯の負担を軽減する

本県独自の取り組みなども実施しているが、

長期的に財源が確保されるかも見据えできる

ことを実施していく。また、全国知事会を通

じて財源確保を国に働き掛けるなど、国がや

るべきことは国において実施すべきとの要望

を行っているところである。 

２ 若い世代の経済の安定については国の戦略

にも位置付けられており、県の戦略において

も十分考慮している。国、県、市町村の役割

分担が重要であり、雇用については、国の施

策との連携が重要であり、本県ではハロー

ワーク特区の取り組みなどに力を入れており

若者の雇用を応援していく。 

 

 

Ａ．計画調整課長 

３ 若い人の意見については、Ｗｅｂ調査によ

ると、結婚の条件として「出会いの場」や「安

定した仕事」が重要であるとの結果が得られ

ている。また、出産・子育てに対する効果的

な取り組みとしては、「出産費用の支援」、「育

児家事の負担軽減」及び「短時間勤務など多

様な働き方の実現」との回答が多かった。さ

らに、埼玉大学の学生の協力を得て意見を聞

いたところ、晩婚化の要因として「就業上の

身分の問題」、「核家族化」及び「職場環境」

の問題などが挙げられており、それぞれ戦略

に反映している。 

 

 

Ａ．少子政策課長 

１ 子育てしやすい県を目指して、市町村とよ

く連携して、様々なサービスの充実に努めて

いきたい。 

 

 

 

◆各論部分①（10 月 28 日） 

 

Ｑ．柳下委員 

１ １９ページに「次世代産業や先端産業を振

興するとともに、企業立地などによる産業集

積を推進する」とあるが、県内産業の育成を

企業誘致型から、県内中小企業や家族経営を

含めた零細企業も含めて、県内産業を育成す

ることに方向転換してはどうか。 

２ 中小企業、ものづくり、特に、農業衰退が

県内産業衰退の根本的原因だと考えている。

特にＴＰＰは撤回すべきと考えているが、そ

の影響がこれから大きくなると思うので、こ

の影響を試算して、ＪＡとともに全県を挙げ

て、農家経営を守り抜く立場から政策転換を

する必要があるのではないか。 

３ 重要業績評価指標に農業法人数があるが、

農業従事者数とすべきではないか。 

４ 介護・医療・福祉事業の育成も目標数に入

れるべきではないか。 

５ 医療・介護・福祉労働者の処遇改善の数値

を目標にすべきであると思う。介護報酬の引

き下げ等によって、給料が少なく人が集まら

ない。介護施設が潰れてしまうことが起きて
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いるが、給料を１万円から３万円のアップを

図るといった目標も作るべきと思うがどうか。 

６ 特別養護老人ホームの入所者数の目標につ

いては、待機者を解消することを目標にすべ

きである。２０２５年問題が懸念されている

中で、在宅でなるべく対応してもらうとして

いるが、老老介護や認認介護など、在宅は在

宅で大変である。若い人が職場を辞めて親を

看ざるを得ないという問題もある。特別養護

老人ホームの入所者数の目標等については、

具体的に計画を作るべきではないか。 

７ 農業の問題について、藤林委員の後継者づ

くりに関する質問に対して、５年間で所得が

２５０万円であると答弁があったが、より具

体的な政策が必要になるのではないか。 

８ 国が少子化社会対策白書の中で、平成２６

年度の少子化の状況及び少子化への対処施策

の概況として、特に子育て支援施策の充実に

ついて、保育の待機児童の解消を２０１７年

度までに取り組みを加速期間として位置付け

ている。約２０万人以上の受け皿を確保する

とあるが、待機児童の解消についてはどう考

えているのか。 

９ 同白書では、放課後子ども総合プランの推

進について放課後児童クラブを約３０万人分

整備するとあるが、どう考えているのか。 

10 正社員実現加速プロジェクトの推進も、同

白書に取り上げられている。長時間労働の是

正についても、県としては具体的にどのよう

に取り組もうとしているのか。 

11 創生法については、国が全部縦割りなので

県も縦割りになっている。相互の全体像が見

えないと思う。戦略作成段階で、県は部門ご

とに起きている現状・実態をどう掴み、総合

政策としてどのように具体化してまとめてい

くのか。 

 

委員長 

本日は各論①について審査している。今の発

言の中で、介護の問題、特別養護老人ホームの

問題及び放課後児童クラブ（質問４～６、８及

び９）については、１０月３０日の審査事項に

なる。このため、執行部においては答えられる

程度で、答えることがあれば、答弁いただきた

い。 

柳下委員それでよいか。 

 

 

柳下委員 

担当課がいないのであれば、明後日質疑する

ことでよい。 

 

  

Ａ．産業労働部副部長 

１ 県内の魅力的な雇用を創出するために、企

業の稼ぐ力を高めていきたい。次世代産業・ 

先端産業の振興を通じて、これまでにない分

野を開拓することで価格決定権を持つように

なれる。また、海外展開を目指す県内企業を

支援したり、県外から稼ぐ力がある企業を呼

び込んでいく。いろいろなアプローチにより、

魅力的な雇用を作っていきたい。もちろんこ

れと併せて、既存の小・中小規模企業の振興

も重要であるので、支援を進めていきたい。 

 

 

Ａ．農業政策課長 

２ 第１次産業としての農業の振興は、埼玉の

地方創生にとって大変大事なものであるので、

引き続き進めていくが、農業者の農業所得の

向上に向けて６次産業化の推進も行っている

ところであり、県としては、第１次産業だけ

でなく第２次産業、第３次産業のバランスあ

る発展が必要であると考えている。ＴＰＰに



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 
 

 
 

- 63 - 
 
 

ついては、県では国内農業の振興に与える影

響に十分配慮して、万全の対策を講じるよう

国へ要望しており、農林業の振興を通じた地

方創生には、しっかりと取り組んでいきたい

と考えている。 

３ 農業従事者数が減少すること自体はマイナ

スだとは思っていない。農業をしている方に

は様々な形があると考えている。第１次産業

としての農業をしっかり振興していくため、

担い手として農業を生業にしていこうという

方には、法人化を支援していく。また、雇用

を生み出すという面でも、農業法人化が必要

と考えているため、農業法人数を指標として

設定している。ただし、農業には産業として

の面だけでなく国土保全、やすらぎの創出な

どの多面的な機能があるため、そうした面も

様々な施策で推進していく。 

 

 

Ａ．農業支援課長 

７ 新規就農者２８０人のうち３分の２が、農

家の子弟であり、経営基盤がある。一方、３

分の１は新規就農者で、「明日の農業担い手育

成塾」で農地、技術、販路を確保して就農し

ている。新規参入者に対して、農林振興セン

ター農業支援部が重点的に技術や経営につい

て指導するとともに、地域で孤立させないよ

うに、生産組織への加入を促進している。さ

らに規模拡大を希望する者には、農林公社の

農地中間管理事業を活用して、 農地集積を支

援している。 

 

 

Ａ．就業支援課長 

10 正社員化の推進については、２つに分けて

進めている。まず、新卒者、特に大学生の新

卒者については、景気の回復とともに大企業

志向が強くなっているため、県内の中小企業

にも多くの魅力的な企業があることを知らせ

ている。具体的には合同企業説明会や面接会

を数多く開催し、直接、企業の魅力を知って

もらう機会を作っている。２つ目は、非正規

社員を正社員に転換していくことである。２

５歳から３４歳で、不本意で非正規社員とし

て働いている方は全国で８０万人いる。割合

では２８．４％であるが、前年に比べ改善し

転換事例は増えている。県では座学研修と職

場実習を組み合わせ、うまくいけばそのまま

就職できる事業を実施し、正社員化を支援し

ている。また、埼玉労働局でも正社員就職に

力を入れており、連携しながら支援していき

たい。 

 

 

Ａ．計画調整課長 

11 戦略策定にあたっては、各部局と連携し、

分野別の計画や部局で実施している事業を踏

まえたものとしており、連携を図っていると

ころである。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

１ 非正規雇用の関係について、県内の高校卒

業者のうちどれくらいが非正規雇用になって

いるのか、調査したことがあるのか。 

２ 企業立地について、地元雇用はどれくらい

増えてきているのか、県民がどれくらい働い

ているのか。実態を示してもらいたい。 

３ 農業政策について、ＴＰＰにしっかり農業

振興のために取り組んでいきたいという答弁

があったが、大規模経営をやりたいという人

や農業法人がいる一方で、そうではない人も

いる。新たに農村に来て農業をしようという

人など様々である。そのため、農業法人だけ
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でなく、農業をやりたい人が全て担い手であ

るという考え方に立った指標をしっかりと持

つべきと考える。先ほど話があったように農

業は多面的な機能を持ち、国土保全にも資す

ることから、しっかり戦略の中に位置付けて

取り組む必要があると思うがどうか。 

 

 

Ａ．就業支援課長 

１ 高校生の正社員への就職状況のデータは持

ち合わせていない。ちなみに平成２７年３月

卒の全国の大学生の状況は、進学１１％、正

規雇用が６８．９％、アルバイトなどの非正

規雇用や進学も就職もしない不安定雇用など

が１６．１％となっている。 

 

 

Ａ．企業立地課副課長 

２ 平成１７年１月から企業誘致に本格的に取

り組み、８１３件の立地があった。立地企業

の計画ベースでは、新規雇用は約２万７，５

００人である。 

 

 

Ａ．農業政策課長 

３ 農業をやりたい方の中には様々な方がいる。

経営を大きく発展していきたい方、有機など

特色ある農業をやりたい方などの思いを実現

できるよう、農家のニーズに合った支援をし

ていきたい。指標については、基本目標が安

定した雇用を創出するということになってい

ることから、農業法人数としている。家族経

営では雇用に結び付けることは実際問題とし

て難しい。法人化して経営を発展させ、雇用

を創出していくことが必要であるため、指標

として設定している。 

 

Ｑ．柳下委員 

企業誘致に本格的に取り組んでから１０年間

で８１３件の立地があり、企業の計画ベースで

は２万７，５００人の新規雇用計画があるとの

ことだが、実際の雇用数は実数で何人か。 

 

 

Ａ．企業立地課副課長 

誘致した８１３件の中には、まだ操業してい

ない企業もあり、計画ベースの２万７，５００

人に対する実績は出ていない。ただ、今年度か

ら非常勤職員を採用し、操業済み企業フォロー

アップ訪問を進めており、９月末まで訪問した

１００件については、おおむね９割程度の雇用

実績を達成している。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

１００件訪問済みということは、８１３件の

うちの１００件ということであるが、この９割

の雇用の人数は何人か。 

 

 

Ａ．企業立地課副課長 

計画が３，３４１名に対して３，０９４名で

ある。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

操業済み企業の計画ベースの新規雇用人数は

どうか。確認であるが、１０年で８１３件の誘

致をして、計画では２万７，５００人であり、

まだ操業をしていないところもあるとのことで

ある。訪問済みの１００件では、９割の雇用で

３，０９４人ということになっているが、操業

済の立地企業の何パーセントに当たるのか。 
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Ａ．企業立地課副課長 

８１３件のうち、操業済みの件数は６１４件

である。 

６１４件についての雇用計画のデータは、今、

手元にない。 

 

 

柳下委員 

別なところにはあるのか。 資料として提出願

いたい。 

 

 

委員長 

確認願う。 

 

 

企業立地課副課長 

集計の上、提出する。 

 

 

委員長 

柳下議員から資料請求があったが、委員会と

して要求することでよいか。 

 

＜了承＞ 

 

 

 

◆各論部分②（10 月 30 日） 

 

Ｑ．柳下委員 

１ 先日、出産や子育ては経済的な負担や仕事

との両立が課題であり、欧米並みに財政出動

することが必要であると質問した際に、国に

要望するとの答弁があった。また、ほかの委

員から質問があったが、子ども医療費の助成

制度は、市町村から要望の最上位に挙げられ

ているものであり、国にも制度化を求めてい

ると思う。県が拡充すると３０億円の新たな

財源が必要とのことだが、隣の群馬県は中学

校卒業まで県として取り組んでいる。県とし

ても、市町村が強く要望しているものについ

ては、市町村を元気付けるような一歩進んだ

支援が必要である。知事がなぜ頑なにやろう

としないのか疑問に思う。ほかの委員からも

子ども医療費の助成制度拡充の要望があり、

拡充は委員全員の総意であると感じた。総合

戦略に盛り込んでもらいたいがどう考えるか。 

２ 格差と貧困が広がっている中で、県が生活

困窮世帯や生活保護世帯の子どもへの学習支

援を行ってきたことは評価している。国の制

度化につながり、市では自ら事業を行うよう

になっているが、市からは財政的な面も含め

て、県に支援を求める要望が多い。今まで県

が取り組んできたものを市に任せたらそれで

終わりということではなく、県が支援を行っ

ていくべきだと考えるが、総合戦略の中では

市町村との連携をどのように考えているのか。 

３ 各地域振興センターの未来会議では地域の

特徴について議論されたと思う。県全体を見

た時に、秩父地域と東京に近い地域とでは全

く地域性が異なる。未来会議で議論された地

域性について、どのように総合戦略に盛り込

んでいくのか。 

４ 医師、看護師、介護士などは離職率が非常

に高く、給与も東京の方が高いため人材が流

出してしまうことから人材不足になっている。

県では、総合医局機構を立ち上げて医師の確

保を行っているが、総合医局機構を活用した

取り組みを更に進めてもらいたい。例えば、

地元の所沢市では、小児科の医師がいないた

めに西埼玉中央病院の地域周産期医療セン

ターが閉鎖されたままである。所沢市だけで

なく、本県の医師不足問題は深刻な問題であ
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る。将来的には、入院しても管をつけたまま

退院を迫られて追い出されるようなことも起

きかねない。生活相談の中で、防衛大学病院

に入院している方から退院させたいが次の病

院が見つからないので病院を紹介してほしい

というものもあった。また、老々介護や認知

症同士の介護の問題もある。ボランティアの

活用や、介護人材の確保について、県として

重点的に取り組む必要があるが、総合戦略の

中ではどのように位置付けているのか。 

 

 

Ａ．保健医療部長  

１ 御指摘のとおり、市町村からは対象年齢の

拡大や所得制限の撤廃など、制度の充実をし

てほしいとの要望がある。これまでも、所得

制限の緩和などは実施してきた。従来は子育

て家庭の９割が対象であったが、緩和の結果

９７パーセントまで広がった。子育て家庭を

しっかり支援することは大変重要であり、今

後もしっかりと検討していく。 

 

 

Ａ．社会福祉課長 

２ 生活困窮世帯や生活保護世帯の子どもへの

学習支援は、県において、全県一括で実施し

ていたが、市には平成２７年度から事業実施

をお願いすることになった。県としては、平

成２６年度のうちから、ノウハウの提供や立

ち上げに必要な様々な支援を行ってきた。例

えば、専門のノウハウを有するＮＰＯなどへ

の委託の事例を紹介するなどの支援をしてき

た。これらの支援により、現在、全ての市町

村で学習支援事業が行われている。しかしな

がら、県で行っていたものと同水準の学習支

援が維持されているかということは重要な課

題であり、研修会を開催したり、市町村を訪

問して実施状況を確認したりしている。なお、

教室数は、平成２６年度までは中学生教室が

１７教室であったが、８６教室に増えるなど、

市町村で事業を行うというメリットも出てき

ている。平成２６年度までは国の全面的な補

助により実施していた事業であるが、平成２

７年度からは生活困窮者自立支援法の制度に

基づく仕組みとして、補助率が２分の１に設

定されたため、県としても財政負担が増えた

状況がある。このため、国にしっかりと財政

支援をしてもらうように要望しており、引き

続き要望していく。 

 

 

Ａ．地域政策課長 

３ 未来会議は地域の共通の課題に向かって、

市町村に政策議論する場を提供していくもの

であり、逆に言えば、市町村の総合戦略策定

を支援するものである。未来会議で具体的に

出てきた事業については、ふるさと創造資金

等で支援していきたいと考えている。なお、

県の総合戦略については、オール埼玉で実施

するべきものを記載しているという認識であ

る。 

 

 

Ａ．医療整備課長  

４ 西埼玉中央病院の小児科医の不足も含めて、

県内では特に産科や小児科の医師不足が非常

に厳しい状況である。総合医局機構を通じて、

医学生に奨学金を出し、将来的に、不足して

いる診療科や県北地域などで勤務するような

仕組みづくりをしている。卒業生はこれから

本格化する。奨学金を受けた医師を必要な地

域へ派遣できるようしっかりと取り組んでい

きたい。また、看護職の人材確保も重要であ

る。本年１０月にナースセンターに届出制が
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でき、離職している人との関わりができるよ

うになった。今後、ナースセンターを通じて、

能動的に看護職の確保に努めていく。なお、

御指摘があった西埼玉中央病院の小児科、産

科の医師は若干増えており、新生児科の医師

が確保できればという状況である。今年度も

保健医療部長が西埼玉中央病院の関連大学に

直接訪問して、医師の派遣を依頼するなど努

力をしているところである。引き続き努力を

していく。 
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 ４ 議会運営委員会における村岡正嗣県議の質疑 

◆2015 年 12 月 14 日第１回 

委員長 

予算特別委員会についてだが、去る１２月８

日（火）の議運において、お手元の資料２のと

おり、予算特別委員会設置要綱（案）及び議会

運営委員会決定事項（案）を配布させていただ

いた。各会派に持ち帰り、御検討いただいたか

と存じるが、何か御意見はあるか。 

 

 

村岡委員 

１２月８日の議運で案が示され、各会派に持

ち帰り検討したところであるが、いただいた資

料だけでは分かりにくい部分がある。 

そこでまず確認だが、この案は委員長案と

いうことでよいか。 

 

 

委員長 

さきの議運で提案したとおり、正副委員長案

である。 

 

 

村岡委員 

承知した。そこで委員長に伺いたい。案は、

知事に対して質疑をする機会が極端に減る内容

だと見た。議会として行政の最高責任者たる知

事にただし、知事から答弁を受けることは非常

に大事だと思う。それを議会の側から減らすと

いうことはとんでもないことである。 

そういう意味では、現行の制度と案を比較す

ると、この点に関しては明らかな後退だと思う

が、委員長はどうお考えか。 

 

 

委員長 

お示しした案が後退しているとは思わない。

各部局への審議時間を確保し、より詳細な審

議をした後に、総括質疑も残しているので、

知事とはそこできちっと議論していただける

ような制度設計をさせていただいている。 

 

 

村岡委員 

現行制度は、知事に対して一問一答形式で直

接委員がただすことができるものである。 

その点をどう考えるか。 

 

 

委員長 

知事にただす時間をなくしているわけではな

い。時間を割いて、部局別に詳細な予算審議を

行える制度設計としたということである。御理

解いただきたい。 

 

 

村岡委員 

これまでは常任委員会に調査依頼がされた。

そして、所管の予算審議については所属の委員

が審議に加わることができた。つまり、全ての

議員が何らかの形で予算審議に参加できていた。

それが案だと予算特別委員会の委員しか参加で

きない。これまで参加できた議員が機会を奪わ

れることになる。この点について、委員長はど

うお考えか。 

 

 

委員長 

予算の審議を各常任委員会でしていることは

なく、調査をしているのみである。予算の審議

はあくまでも予算特別委員会で行っていたのが

今までの流れであるので、その辺をお間違いな

いよう願う。 
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また、全議員が予算に関わることができなく

なるというが、委員会制を採っているので、そ

の指摘は当てはまらない。決算特別委員会も同

様の仕組みである。そして、最終的には本会議

での議決となるので、御理解いただきたい。 

 

 

村岡委員 

決算は認定であり、予算は新しい県政運営の

根幹を決める重要議案である。確かに審議と調

査は違うが、調査という形で予算の中身をただ

し、答弁をいただき、あるいは提案もできると

いう機会がこれまで保障されていた。その点に

ついて伺いたい。 

 

 

委員長 

会派制を採っているので、会派で協議した後、

会派の代表が予算特別委員会に出席いただき議

論を尽くしていただければと思う。また、案を

作成するに当たっては、常任委員会への調査依

頼をすることも想定して、全国の都道府県議会

の状況を調査したところ、予算特別委員会が部

局別審査を行っているところでは常任委員会に

調査を依頼していない場合がほとんどであった。

そのため、常任委員会への調査依頼を行わない

制度設計とさせていただいた。 

 

 

村岡委員 

現行制度と案を比べた場合、調査という形で

あっても全議員が参加できる現行制度の方が、

議会の在り方という点では優れていると思う。

そこは委員長と考え方が食い違っている。 

今回の見直し案は、人数や時間配分等ではな

く、予算特別委員会の形そのものを根本から変

える、大きな変更案となっている。調べると、

平成１６年度の当初予算から今の形で予算特別

委員会が設置されているが、この１２年間特段

大きな問題はなかった。 

私も、この４年半ほど議運に委員として出席

したり傍聴したりしてきたが、議運の公式のテ

ーブルで、こうした大きな変更をしようという

発議は一度もなかったと記憶している。したが

って、大きな変更をするという案であれば、十

分な時間を保障して協議するべきではないか。

今、大きな変更をする必要性と緊急性はないと

思うが、その点はどう考えるか。 

 

 

委員長 

確かに、ここ数年、公式の場で予算特別委員

会について議論となったことはない。ただし、

非公式の場では、「予算特別委員会が形骸化し

ている」「一般質問と変わらない」といったお

話は多々出ていた。そのため、私が議会運営委

員長として、見直しをさせていただいたところ

である。意見が異なるかもしれないが、御理解

いただきたいと思うし、村岡委員の御意見は真

摯にお聴きする。 

 

 

村岡委員 

こうした全議員にも関わる最高重要議案をど

うするかという審議をするに当たっては、公式

の場で十分協議し、議員の代表として議会運営

委員長がうまく調整して、打つ手を見つけると

いうのが委員長の在り方だと思うし、今の説明

では到底納得できない。 

 

 

委員長 

御意見は承っておく。ほかに発言はないか。 

 

 

 



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 

 
 

- 70 - 
 

 

岡委員 

委員長のお考えは十分分かったので答弁は結

構である。当会派としての意見は、共産党と同

じだが、２つある。案は予算審議の活性化が目

的であるが、２つの理由で活性化されていない。

現行のままの方がより良い審議方法だと考える。 

１つは、最初に総括質疑で予算の最高責任者で

ある知事に質問をするという大前提を続けるべ

きということである。もう１つは、常任委員会

に調査を依頼し、予算特別委員以外の議員も審

査に加わるという重みを残すべきということで

ある。 

この２点の理由により、現行のまま続けてい

ただきたい。 

 

 

委員長 

ほかに意見はあるか。 

 

 

田並委員 

先ほど、予算特別委員会が形骸化していると

いうお話があったが、最初に予算特別委員会を

設置する際には相当の時間をかけて議論して、

今の形で設置するようになったという経緯があ

る。 

例えば、我が会派の山川代表が予算特別委員

のときに、不妊治療の件で知事に質問して、こ

とが進んだということもある。また、障害者が

農業に参入した企業に就職するにはどうしたら

よいかということについても、このことだけで

農林部、産業労働部、福祉部という３つの部局

が関わってくる。こうした部局横断の質問がさ

れなくなるというのは、私は後退なのかなと感

じる。予算特別委員会が形骸化しているという

が、現行の予算特別委員会で進んだ事業が多い

と感じる。今の形で何か問題が起きたというこ

とがあるのか。 

 

 

委員長 

個別事案についてはお答えできない。どこで

ものが進んだといったようなことを全て把握し

ているわけではない。 

また、総括質疑は残しているので、部局横断

的な質疑はそこで行っていただければと思う。 

各会派で協議していただいた上で質疑を行う

で、より会派の意向等が強くなり、より詳細に

各部局の予算が見られるようになる。 

 

 

田並委員 

今までの予算特別委員会のシステムで、何か

重大な問題が起きたのか。起きていたのであれ

ば協議をする必要があるかと思うが、問題が起

きたとは思えない。なぜ今見直しを行うのか。 

 

 

委員長 

私は皆さんの意見を伺う立場であるので、私

から質問はできないが、今までの予算特別委員

会が問題なかったとはっきり言えるのはなぜか、

逆に質問をしたいところである。問題点がある

から、改正案を提案しているところであるので、

御理解いただきたい。 

 

 

野本委員 

田並委員の質問があったのでお話しするが、

予算特別委員会の設置については野本単独の発

議である。議会運営委員会の中で事前の調整は

行っていない。その背景は、平成１５年に上田

知事が当選したことを契機に、今までの方法と

は全く違う審査をしようということで予算特別
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委員会の設置を提案した。その際、各県の予算

委員会について調査をしたところ、予算委員会

で議決をするという議会はなかった。審査のみ

であった。埼玉県は予算特別委員会で、付託さ

れた予算について議決をするという形をとった。

その結果、予算については予算特別委員会で議

決をし、条例その他の議案については常任委員

会で議決をするやり方となった。単独で発議し、

制度設計を私が行った。 

その後、公の場では出ていないが、何が弊害

となっているかというと、要するに一般質問の

繰り返しとなっていることである。予算をき 

ちっと細部にわたって審査していない、審査が

進まないという印象を、極めて強く受けている。

一般質問でも、質疑・質問という形で、知事の

議案については質疑できるが、一般的な県政の

課題についての議論がほとんどである。それと

同じことが予算特別委員会でも行われている。

なぜ予算特別委員会を設置しているかといえば、

個別の予算について、議会全体としてできるだ

け多くの議員が参加して審査し、予算の細部を

詰めていくという趣旨で設置している。その設

置の目的が極めて形骸化してきているから、こ

れからは予算の内部についてしっかりとした審

査をできる形をとった方がよろしいということ

で、この案が提案されている。 

最初の設置は、議論した上のものではない。

単独の発議で予算特別委員会を設置し、制度設

計は後になった。そういう経過であった。問題

点としては、一般質問の繰り返しであり、知事

から検証できないような答弁がなされることで

ある。大きい言葉で、耳当たりのよい答弁がな

され、具体的に細かい政策について検証できな

い答弁だけが横行している。 

具体的な政策として、各部局がどれだけのこ

とをこれからやっていくのか、そういうことに

ついてのきちっとした質疑、あるいは議会とし

ての審査が行われていないとは言わないが、行

われていないのではないかという危惧があり、

設置後１０年たったので見直しを行った方がよ

ろしいだろうと考え、委員長にお願いした次第

である。 

 

 

岡委員 

野本委員のお話は分かった。それであれば、

総括質疑は今のままにして、我々の質疑内容

を予算に限るようにしてはどうか。結局、質

問が一般質問と同じようになっているので、

答弁もそうなっている。 

 

 

村岡委員 

野本委員の発言にあったが、平成１６年に野

本委員単独発議により設置したとのことである。

御本人がそのようにおっしゃっているので、そ

うなのであろう。そういう意味では、１２年間、

今おっしゃったようなことが、公式の場でそ上

に載せられ、改善のための協議をしようではな

いかということはなかった。それは先ほど委員

長も認めたとおりで、事実としてあるわけであ

る。だから、なぜ今変更するのか、必要性と緊

急性があるのかということが問われるわけであ

る。それから、予算の質疑について知事の答弁

が大局的でうんぬんとあったが、これは質疑を

する側が正していくべきではないか。 

 

 

野本委員 

質疑を行う側がちゃんとやってこなかったか

ら見直しをしようと言っている。 

 

 

村岡委員 

知事の、答弁する側がそうであれば、それを

正していくのが我々の務めである。そして、 
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今のような意見も公式の場で初めて出たことで

ある。だから、十分時間をかける必要があると

考える。 

 

 

委員長 

ほかに発言はあるか。 

 

 

藤林委員 

予算特別委員会の内容については、改革とい

うか新たな取組が必要なのかなと思っている。

このような形で特別委員会として設置される以

上は、委員会審議の中身の充実・強化が必要で

ある。今、お話の中にもあったが、予算特別委

員会の中身が一般質問的なものになっている。

２月定例会では、代表質問、一般質問があるの

だから、そういう意味でも、予算についての質

問、質疑というより質問だが、それは十分でき

るということも背景にあると思っている。ただ

し、今回の予算特別委員会の在り方に関する提

案であるが、時間的な配分がどうしても短いの

かなと感じる。特に少数会派は時間配分が短い

ので、どこまで十分な審議ができるのかなと懸

念している。そのため、時間の配分を御配慮い

ただければありがたい。 

 

 

委員長 

ほかに発言はないか。 

 

＜なし＞ 

 

委員長 

それでは、御意見を伺ったが、協議が整わな

かったため、今後の議運で御協議いただくとい

うことでよいか。 
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2015 年 12 月 14 日第２回 

委員長 

予算特別委員会についてだが、本日の朝の議

運において、予算特別委員会設置要綱（案）等

をもとに、活発な意見交換がなされた。 

そこで、皆様の御意見を踏まえ、お手元の資

料のとおり、議会運営委員会決定事項（案）を

修正したので御確認願う。修正内容は、「部局

別質疑及び総括質疑の時間について、２時間と

していたところを、２時間３０分とする」「部

局別質疑及び総括質疑の会派別割り振り時間に

ついて、各会派の所属委員数で比例按分してい

たところを、まず、各会派に１０分を割り振り、

その後、残り時間を各会派の所属委員数で比例

按分する」というものである。 

このことについて、御意見があればお願いす

る。 

 

 

村岡委員 

このように変更の提案を出された理由は何か。 

 

 

委員長 

先ほど皆様から御意見を伺った際に、公明か

ら、質疑時間について、多数会派が多くの時間

をとるのではなく、少数会派にも配慮願いたい

との発言があったので、時間を各会派にきちっ

と割り振って、質疑ができるような時間を確保

するように案を修正し、御提案した。 

 

 

村岡委員 

今の説明は分かった。  

ただし、１２月８日に委員長から案が出され

て、各会派に持ち帰り、次の議運で協議・検討

することとなり、今朝、初めて公式の場で協議

がスタートした。そして、今、ここで新しい案

が出された。これは当然、私としては会派に持

ち帰りたいと思うがどうか。 

 

 

委員長 

御意見は承るが、皆様の御意見を伺った後に

判断するので、御了承願う。ほかに発言はない

か。 

 

 

田並委員 

少数会派に配慮されたことは感謝申し上げる。

しかし、野本委員が発議された予算特別委員会

発足時には、８回議運で協議され、各会派の要

望をたくさん取り入れるなど丁寧に審議してい

た。今回も、もう少し審議できないか。例えば、

各会派の意見を文書で出させていただき、それ

を議論した上で決定するなど、もう少し丁寧に

やっていただきたい。 

 

 

委員長 

特別委員会の設置については、先例により、

議運で審議することとされている。そこで、皆

様に提案し、各会派に数回にわたり確認・意見

聴取をさせていただいた後に、本日の協議に臨

んでいるので御理解いただきたい。 

 

 

田並委員 

そのとおりであるが、考慮していただいた変

更案については今出てきたものなので、会派に

持ち帰らず、今ここでどうかと言われても、ま

ずは会派の意見を確認したいところである。 
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委員長 

さきの提案後、具体的な要望があったのは公

明のみであり、その他の会派については予算特

別委員会の在り方の変更についての問題点の御

指摘のみであったので、それらを全て勘案して、

トータル的に考えてこの提案をさせていただい

たところである。 

 

 

岡委員 

予算特別委員会の最初の設置の際は、８回、

議運で検討・協議がなされた。今回についても、

大幅な変更であるので、先ほど意見は述べたが、

例えば総括質疑を最初にすべきだとか、今の案

で内容を少し変えれば十分審議の活性化ができ

ることもあると思う。今回の要望を聴いただけ

で決めてしまうのは早急だと思う。 

 

 

委員長 

私としては、招集告示日の議運で、予算特別

委員会について今後の議運で協議することを御

了承いただいた。それにのっとり、８日の議運

で正副委員長案を提案させていただいたところ

である。御含みおきいただきたい。 

その後、再三にわたり各会派の御意見を伺っ

たつもりであるし、今朝この場で協議した際に

も、総括質疑を先にやってほしいといった具体

的な提案はなかったので、この案にまとめさせ

ていただいた。 

 

 

村岡委員 

ここまでの経緯は承知している。繰り返し申

し上げるが、今の委員長の発言は、公明の具体

的な提案を取り入れ、その他の会派からはそう

いった提案がなかったということだった。しか

し、私は、委員長案そのものが、現行の制度と

比べて、活性化どころか不活性化の後退だとい

うことを言った。つまり、現行のままでよいと

いう意見である。そこで、変更の必要性、緊急

性について伺ったところ、明確な答弁はなかっ

た。だから、私は委員長の答弁に納得したわけ

ではない。 

今、この時間を設けられたから、協議を深め

るという意味では質問に答えていただきたい。 

また、この案を会派に持ち帰り、検討させてほ

しい旨の要望については、先ほど委員長は意見

として聴くと言ったのみである。この場でお諮

りいただきたい。 

 

 

委員長 

今、皆様の御意見を伺っている段階である。

最初に発言されたからといって、そのとおりに

なるわけではない。ほかの皆様の御意見も伺っ

た後、それら全体を勘案し、私が判断する形で

委員会の運営をさせていただいている。御理解

いただきたい。 

 

 

村岡委員 

朝は、後に一般質問も控えていたこともあり、

時間の制約があった。また、ほかの会派の委員

もそれぞれ意見をお持ちだったので、私も質疑

が不十分であったが止めた。今、この場は協議

の続きであるから、私もその続きをさせていた

だきたいがよいか。 

 

 

委員長 

さきの議運で案に対する御意見を伺った際、

「ほかに発言はないか」と確認し、皆様からの

意見や質疑がなくなったので、協議を打ち切り、
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御意見をお預かりした。 

その後、今、それらを踏まえて、修正案を提

案させていただいたので、修正項目について御

意見を伺っているところである。 

 

 

小島委員 

先ほどから委員長が答弁しているとおり、先

だって皆様に案を御提示している。ところがこ

の場に及んで具体的な案もないままに、今朝の

議運と同じような議論をしている。このような

状況なら、早く採決をしていただきたい。 

 

＜賛成との声あり＞ 

 

 

委員長 

ほかに発言はあるか。 

 

 

村岡委員 

今の小島委員の発言は事実と違うのではない

か。朝、私が申し上げたように、８日に委員長

から提案され、各会派に持ち帰り検討し、今後

の議運で協議するとおっしゃった。公式の場で

の発言である。公式の場では提案についての協

議はされていない。今日初めてである。 

 

 

委員長 

再度申し上げるが、 先ほどの午前中の議運

で、皆様に、正副委員長案について御協議いた

だいた。その際、私から「ほかに発言はないか」

確認したところ、発言がなくなったので、そこ

で協議を打ち切り、私が意見をお預かりし、取

りまとめ、今修正案を提案させていただいてい

るところである。御理解いただきたい。 

 

村岡委員 

今回の議運に継続している案件である。それ

は委員長もおっしゃっているとおりである。協

議の継続である。打ち切りではない。 

 

 

委員長 

確かに継続している件ではある。しかし、今

一度申し上げるが、先ほど、正副委員長の提案

に対して皆様に御協議をいただき、その中で、

私から「ほかに発言はないか」とお伺いしたと

ころ、発言がなかったので、その件についての

協議を打ち切り、それまでに出た御意見をお受

けして修正した案を再度御提案させていただい

ているところである。であるから、この修正案

についてどう思うかをお聴きしているところで

あるので、修正事項について御指摘いただきた

い。 

 

 

村岡委員 

承知した。それでは意見を述べさせていただ

く。 

見直し案は審査の活性化のためというが、そ

の内容は不活性化も甚だしく、反対である。言

うまでもなく予算議案は財政運営の根幹に関わ

る最重要議案である。県民の付託を受けた我々

議員は、知事提出の予算案をチェックする役割

を担っている。よって、そのための十分な審議

の機会が保障されなければならない。全ての県

議がその審議・調査に何らかの形で参加できる

ことも極めて重要である。我が党は、議会改革

及び審査の活性化は当然必要と考える。しかし、

この提案はむしろ後退である。以下３点その理

由を述べる。 

第一に、正副委員長案は現行と比べ、執行部

の最高責任者たる知事の答弁の機会を極端に減

らすものである。委員が首長にただし、首長に
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答えさせる。こうした機会を議会側から放棄す

るなど本末転倒も甚だしい。部長答弁が増えて

も、首長答弁の代わりにはならない。 

第二に、案では部局別質疑が手厚くなるよう

に見えるが、委員しか審議に参加できない欠点

がある。常任委員会への調査依頼が廃止される

からである。現行であれば全ての議員が常任委

員会に所属することから、所管の予算について

質疑、意見を述べることができる。その機会が

奪われることになる。少数会派への時間の制約

も問題がある。 

第三に、見直し案は予算特別委員会の在り方

を根本から変える内容である。現在の予算特別

委員会は平成１６年度当初予算から設置、実施

されてきた。以来、１２年間、議運という公式

の場で見直しの発議もないまま今日まで開催さ

れてきた。今ここで大幅な見直しを行う必要性

は全くなく、見直しの緊急性もない。活性化と

いうなら、全会派による十分な議論を保障して

始めるべきである。この見直し案が示されたの

が前回・１２月８日の議運においてである。今

日の議運で初めて協議が行われたが、意見の一

致は得られていない。委員長は議運の代表であ

り、一会派の代表ではない。委員長として、協

議がまとまらないままに可否を多数決で決する

などは絶対にやってはならない。もし多数派で

採決を強行するならば、埼玉県議会の汚点とな

ると強く指摘して、この正副委員長案に反対す

る。 

 

 

委員長 

ほかに発言はあるか。 

 

 

田並委員 

確かに具体的な案を出していなかったのでこ

の修正案を持ち帰らせていただき、各会派の具

体案を出させてほしい。 

 

 

委員長 

御意見は承るが、議会運営上の時間の制約も

あるので、御理解いただきたい。 

 

 

菅原委員 

今、 お話にあったが、 時間の制約といって

も、２月定例会の予算の話である。それは今定

例会中に決定しなければならないものではない

と思う。それこそ継続して、しっかりと各会派

で意見を持ち合って物事を決めていくというの

が重要だと思う。議運委員長というのは各会派

の意見を集約して円滑に議会を回していくとい

う大事な役割がある。このまま仮に採決という

ことになるとするならば、各会派からの信頼が

損なわれるのではないか。 今日初めて案を見

たので、持ち帰らせていただき、会派で検討し

てから協議に臨みたい。 

 

 

委員長 

予算特別委員会について、２月定例会の予算

の話であり、今決めなければならないものでは

ないとのお話があったが、審議日程等は全て執

行部と調整をしなければならないことである。

執行部からも、予算も絡むので、早めに審議日

程を提示してほしい旨の話もいただいている。

予算特別委員会の期日が決まらないと２月定例

会の期日も決まらない。そのため、毎年この１

２月定例会で予算特別委員会の設置をさせてい

ただきたいと諮っているものであるので、御理

解いただきたい。私の都合で日程を決めている

わけではない。 
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菅原委員 

例年のことは、通例どおり予算特別委員会の

設置をしているのでそうであった。今回の案は

大きな見直しである。大きな変更には時間が必

要である。審議日程を決めるのは議運であるの

だから、それは委員長がしっかり配分していけ

ば問題ない話である。ちゃんと継続して検討す

べきだと思う。 

 

 

委員長 

今までどおりだったからよかったというのは、

全く議論にならないものだと私は思う。議会改

革を目指して議論をしっかりとやっていくとい

う提案をさせていただいているので、そこは十

分御配慮いただきたい。 

また、今までとは異なることをやるのだから

委員長の委員会運営の時間配分が悪いとの話だ

が、今定例会の招集告示日から進んでいること

であり、時間的な制約もある。議会運営という

意味でも、しっかりと御理解いただきたい。 

 

 

菅原委員 

今定例会の最終日まで時間があるではないか。

最終日までしっかり審議していきたい。 

 

 

委員長 

議会日程の決定はそんなに簡単なものではな

い。予算特別委員会の制度設計を最終日まで持

ち越し、それが決定してから執行部と２月定例

会の日程を調整するのは時間的に困難である。

今までの制度上の問題、そして今までの慣習、

先例等を考慮して、委員会を運営させていただ

いているので、御協力願う。 

 

 

委員長 

ほかに御意見はあるか。 

＜なし＞ 

 

 

委員長 

それでは、議論が尽くされたようなので、正

副委員長案の可否について、採決することでよ

いか。 

 

 

田並委員 

予算特別委員会の設置当初の会議録を確認し

た。発案は野本委員であったが、発案から採決

に至るまで８回議運が開催された。その間、各

会派から素案が持ち寄られ、かなり丁寧に議論

されている。今回の議運で、確かに具体案を出

さなかったといえばそうであるが、今後もし伸

ばしていただけるのならばもっと案を出せた。 

議会の機能の根源は委員会の存在とそこで議

論される内容である。議会の機能を決める重要

なルールを、十分な審議もなされず、知事の発

言をできるだけさせないようにすることは改善

とは言えず、一方的に決めてしまうことは議運

委員長の横暴である。よって、委員長不信任動

議を提出させていただく。 

 

 

委員長 

ただ今、田並委員から、委員長不信任動議が

提出されたので、直ちに本動議を議題とする。 

本件は、私の一身上に関する件であるので、

齊藤副委員長に交代する。 

 

＜委員長退室＞  

 

齋藤副委員長 

本件は、質疑・討論を省略し、直ちに採決す
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ることに御異議ないか。 

 

＜異議なし＞  

 

齋藤副委員長 

御異議なしと認め、質疑・討論は省略する。 

これより採決を行う。 

委員長不信任動議に賛成の委員の起立を求

める。 

 

（起立少数）  

 

齋藤副委員長 

起立少数である。 

よって、本動議は否決された。 

委員長の入室を求める。 

 

＜委員長入室＞ 

 

齋藤副委員長 

それでは、正副委員長案の可否について、採決

する。 

 

＜田並委員、水村委員、岡委員、菅原委員及

び村岡委員退室＞ 

 

 

委員長 

正副委員長案について、賛成の委員の起立を

求める。 

 

（起立総員） 

 

 

委員長 

起立総員である。よって、案のとおり決定し

た。 

 

 

委員長 

なお、今年度の部局別審査については、７日

とすることでいかがか。 

 

＜了 承＞ 

 

 

委員長 

それでは、案のとおり進めさせていただく。 

なお、予算特別委員会の設置の件は、最終日

の本会議において、議決することで御了承願

う。 

 

＜了 承＞ 

 

＜田並委員、水村委員、岡委員、菅原委員

及び村岡委員入室＞ 

 

 

委員長 

その他の （１） 次回議運の確認についてだ

が、特別な事情のない限り､最終日・１２月２

２日（火）の朝、午前９時３０分とすることで

よいか。 

 

＜了 承＞ 

 

委員長 

次に、（２）本会議再開時刻についてだが、

午後１時でよいか。 

 

＜了 承＞ 
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 ５ 総務県民生活委員会における秋山文和県議の質疑 

2015 年 12 月 16 日 

◆付託議案に対する質疑 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 第１０８号議案について、条例案第３条第

６項に、「委員は在任中、政党その他の政治的

団体の役員となり、又は積極的に政治運動を

してはならない」とあるが、「その他の政治的

団体」とはどういうものか。 

２ 構成員はよいのか。ここでいう「役員」と

は、どのような立場の者を指すのか。 

３ 「積極的に政治運動をしてはならない」と

あるが、どのようなことを指すのか。 

４ ３人で合議するとあるが、多くの案件を同

時並行的に審査するためか。 

５ 行政不服審査会が設けられることによって、

不服申立ての仕方が変わるのか。 

６ 第１０９号議案について、手数料の徴収方

法はどうなっているのか。 

７ 第１１０号議案について、不動産取得税に

ついて、控除する額が当該不動産の価格の５

分の１に相当する額とあるが、この価格とは

売買価格か、鑑定価格か、それ以外か。 

８ 不動産取得税の控除の適用実績の金額と件

数はどうなっているか。また、この不動産取

得税の控除の制度はいつからあるのか。 

９ 第１１８号議案について、空調工事の関係

で提案が遅れた経過は、どのようなものか。 

10 応札者が、共同企業体の者と単独の者で

あったがどのような条件で入札をしたのか。 

11 入札が無効となった者がいるが理由は何か。 

12 第１１９号議案について、増額の理由につ

いて、設計労務単価の変更要因は、たいした

ことはないということか。 

13 第１２１号議案について、相手方は、支払

指示に応じない理由をどう言っているのか。 

14 本税と延滞金の合計額はいくらか。支払い

を求めているのは本税のみか、延滞金を含め

るのか。 

15 和解する条件で、金額の割引は考えられる

のか。 

 

Ａ．文書課長 

１ 審査会の委員には客観的かつ公正な判断が

求められることから、国に設置される審査会

と同様の規定としているもので、「その他の政

治的団体」は、政治的な目的を持った団体が

該当する。 

２ 構成員となることは差し支えない。また、

役員については、その団体の規約等に規定さ

れると考える。 

３ 「積極的に政治運動」とは、審査会の委員

の独立、中立、公正を害するような活動が該

当するが、具体的には個別の判断になると考

えられる。 

４ 審理の公正性を図る一方で、効率性を確保

するためである。 

５ 不服申立ての仕方が変わることはない。行

政自身による審査及び裁決が行われてきたも

のに、今回の改正で、第三者のチェック機能

を入れたことが、変わった点である。 

６ 原則として、現金による納付を考えている。 

 

 

Ａ．参事兼税務課長 

７ 不動産の価格は、売買価格や鑑定価格では

なく、固定資産課税台帳に登録された価格か、

登録されていない場合には固定資産評価基準

により決定した価格である。 

８ この制度は、平成１５年度の税制改正で地

方税法に制度が創設されたものである。今回
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の改正については、平成２７年度税制改正で

控除割合について条例に定めることとされた

ため、今回提案した。過去の適用実績は１件、

控除の額に相当する税額は約３,５００万円

である。 

 

 

Ａ．施設課長 

９ 平成２６年７月３０日に実施した入札で落

札した業者と仮契約を結んだが、当該業者が

本年９月１１日付で契約辞退届を提出したこ

とを受け、再度入札を１０月２２日に実施し

たため、今回の提案となったものである。 

12 今回、電工の労務単価に変更はなく、増額

は、資機材の価格上昇が要因である。 

 

 

Ａ．入札課長 

10 公告文で入札に参加できる者の形態として、

単体企業又は２者による特定建設工事共同企

業体の混合入札とした。入札結果はこれを受

けたものとなっている。 

11 今回の入札では、参加資格として契約金額

の５％以上に相当する入札保証金の納付もし

くは同金額以上の入札保証保険等の加入が必

要であった。しかし、当該企業体が加入した

保険金額は、入札金額から算出される入札保

証金額未満であったため、入札参加資格を満

たしていないことから無効となった。 

 

 

Ａ．個人県税対策課長 

13 相手方は、過払金は存在していないと主張

している。過払金の存在や県の支払いに応じ

るかどうかは、裁判で争っていくと主張して

いる。 

14 延滞金を含めた合計額の支払いを求める。

平成２７年１１月３０日現在で１４６万１０

０円の延滞金があり、本税８２万６,３００円

と合わせて２２８万６,４００円である。 

15 和解する条件として、金額の割引を考える

余地はない。議案としても、差押えた債権に

係る給付をする旨の申し入れがあり、かつ、

その履行が見込まれるときと限定している。

なお、和解の条件として、多少支払時期を遅

らせてほしいという申し入れがある可能性は

あると認識している。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 第１２１号議案について、この案件のこれ

までの経緯はどのようなものか。 

２ 本税と延滞金を合わせ２２８万６,４００

円の滞納があるとのことだが、それ以上の過

払金が存在するという確証があって訴えを提

起するのか。 

３ 控除の割合を条例で定めるのは、地方税法

の要請によるものか。 

４ 平成２７年４月１日から適用するとのこと

だが、遡って条例を適用するのか。 

 

 

Ａ．個人県税対策課長 

１ 本事案は志木市から徴収権を引き継いだ。

財産調査や納税折衝の中で、滞納者が相手方

との間で高金利による借入と返済を繰り返し

ており、滞納者が過払金返還請求権を有して

いることが判明した。また、所有不動産等の

財産調査も行ったが、他に早期に滞納額を徴

収できる財産を発見できなかったため、過払

金返還請求権を差し押さえた。なお、同時に

給与の差押えも行っているが、給与の取立額

が少額であるため、訴えを提起するに至った。 

２ ２２８万６,４００円は滞納額であり、相手

方に対して求めているのは過払金約１４０万

円である。１４０万円の支払いに応じられた
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としても、滞納税額が解消するものではない。 

 

 

Ａ．参事兼税務課長 

３ 地方税法の改正により控除割合を条例で定

めることとされたため、条例改正を行うもの

である。 

４ 地方税法において、条例が施行されるまで

の間は控除割合を５分の１とする経過措置が

設けられている。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

１ 第１１１号議案について、情報公開審査

会・個人情報保護審査会における年間の取扱

件数はどのくらいか。 

２ 審査の結果、決定が覆った件数はどのくら

いあるのか。 

３ 情報公開審査会・個人情報保護審査会の委

員に重複はないのか。また、委員の選定分野

はどのようか。 

４ 第１１３号議案について、今回の一部改正

で、条例において何が前進するのか。また、

勧誘行為の禁止について、具体的に取り組む

のは警察なのか。 

５ 第１２４号議案について、選定委員会の外

部有識者３名はどのような人か。 

６ 選定理由の「豊富な実績」の内容はどのよ

うなものか。 

７ 第２次審査の満点１６５点に対して、指定

管理候補者の１３３点はどのような点が減点

であったのか。 

８ ５年間の指定管理委託料の１０％増額の妥

当性をどのように評価したのか。 

 

 

Ａ．県政情報センター所長 

１ 情報公開審査会は、ここ５年で見ると年間

で少ないときは６件、多いときは２７件、平

均で約１４、１５件が新規の諮問案件である。

個人情報保護審査会は、年間で少ないときは

５件、多いときは４４件、平均で約２０件で

ある。 

２ 情報公開審査会が発足してから平成２７年

１１月末までに出された答申件数は２２２件

であり、実施機関の判断が一部でも妥当でな

いとしたものは、８７件、３９％である。 

個人情報保護審査会が発足してから平成２

７年１１月末までに出された答申件数は１２

１件であり、実施機関の判断が一部でも妥当

でないとしたものは、３３件、２７％である。 

３ 情報公開審査会・個人情報保護審査会の委

員は、重複はない。委員の選定分野は、情報

公開審査会の委員は、大学の法律・情報法を

専門分野とする教授や准教授が６名、弁護士

が３名である。３つの部会は、それぞれ学識

経験者２名と弁護士１名で構成している。個

人情報保護審査会の委員は、大学法学部教授

等が４名、弁護士が２名である。２つの部会

は、それぞれ学識経験者２名と弁護士１名で

構成している。 

 

 

Ａ．参事兼税務課長 

４ 風適法では、風俗営業の事業者や従業員が

行う客引き行為を規制している。一方、本条

例では、何人に対しても、青少年を客となる

よう勧誘することを禁止しており、関係者以

外にも範囲を広げて幅広く禁止している。今

回の条例改正により、業態を問わず接待飲食

等営業の全てについて規制することになり、

勧誘行為の規制の強化が図られるものである。 

また、勧誘行為の禁止の違反について、条

例では、罰則として３０万円以下の罰金が規

定されている。したがって、青少年への勧誘

行為は犯罪となるので、警察が勧誘行為につ
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いて立入り、検挙・摘発を行うこととなる。 

 

 

Ａ．広聴広報課長 

５ 平和行政に係る学識経験者として高等学校

の校長、経営等の中身の分かる方として公認

会計士、利用者を代表して小学校の校長にお

願いした。 

６ 共同事業体の１つである（株）サンワック

スは、平和資料館のほか県内１０の市立ス

ポーツ施設や公園などの指定管理を受けてい

る。太平ビル管理株式会社は、平和資料館の

指定管理のほか、県内８つの市町立図書館や

郷土資料館、公民館などの業務委託を受けて

いる。 

７ 減点法ではなく、例えば実績の項目であれ

ば豊富な実績が認められれば高得点、実績が

なければ点数が低くなっている。１３３点は

満点の８割を超えており、高評価であると考

える。 

８ 増額の提案部分は、消費税の増額や法改正

による施設維持管理に必要となる増額等であ

る１１０万円を含んでいる。また、修繕費や

県民サービスに係る光熱水費の増額を含んで

いることを、２次審査のヒアリングで確認し

ている。議決後、今後どのように節減ができ

るか、必要な修繕費や県民サービスをよく確

認した上で改めて指定管理委託料の予算案を

作成し、提案していきたい。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

第１２４号議案について、法改正等による増

額の内訳を教えてもらいたい。 

 

 

Ａ．広聴広報課長 

消費税の増税が７０万円、施設維持管理の増

額が４０万円である。 

 

 

 

◆付託議案に対する討論 

 

秋山委員 

第１１０号議案に反対の立場から討論する。

この改正で、県税滞納者が、滞納税の換価の猶

予を求める制度、 手続きが条例化されることは、

大きな前進で評価するところである。しかし、

反対なのは、不動産取得税の控除に係る部分で

ある。これは、国が決めた「都市再生特別措置

法」に基づく認定事業者が、さいたま新都心駅

周辺地域４７ｈａと川口駅周辺６８ｈａにおい

て認定事業のための土地・建物を取得したとき、

その不動産の価格の５分の１を不動産取得税の

課税標準から控除するものであるが、この２つ

の地域は県内でも超一等地である。ここに進出

しようとするのはしかるべき財力のある大企業

か大型店舗しかない。むしろまともに課税し、

しっかり納税していただくのが当然である。さ

いたま市、川口市も固定資産税の減免を併せて

行うようである。県、さいたま市、川口市は、

県民及び市民のために血眼になって財源確保に

努めている。国が法律で地方に税の減免を義務

付けるのであれば、その分の財源の補てんを求

めてもおかしくない。よって、不動産取得税控

除の条例化に反対であるため、本条例案に賛成

できない。 

次に、第１２４号議案に反対の立場から討論

する。 

今年は戦後７０年の節目の年である。 二度と

戦争をしないと誓った憲法のもとで、今後も永

久に戦争をしない国であり続けたいというのが

全ての県民の願いである。 埼玉県平和資料館は、

戦争の悲惨さを今に伝え、後世に伝え、平和を

守り続けたいと願う県民の大切な施設である。
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さらに、多くの戦争を物語る貴重な品々や遺品

の寄贈を受け、保存や展示に生かす施設である。

３年前に指定管理者制度が導入された際に、館

長がいなくなり、遺族や学識経験者や平和を守

る活動団体などからなる運営協議会をなくすな

ど、展示や運営に係る大切な組織を廃止した。

今、 平和資料館に入って真っ先に目につくのは、

軍服と背のうである。カーキ色の厚手の軍服が

置いてあり誰でも触れられる。多くの人が、そ

れを胸に当てて写真撮影をしており、背のうで

はその重さに驚きながら写真撮影をしている。 

戦争当時の兵隊の日常を体験させるこの展示は、

平和資料館の果たす役割を考えると、果たして

ふさわしいのかと違和感を覚える。展示・運営

の在り方を絶えず第三者の検証の下に置きなが

ら平和を発信するにふさわしい館としての平和

資料館とするためには、指定管理者制度をやめ

て県の運営に戻すべきであり、指定管理者を継

続させる本議案には反対である。 

 

 

 

◆請願に係る意見 

（議請第１５号及び議請第２０号） 
 

秋山委員 

両請願とも採択すべきとの立場から意見を述

べる。 

６月定例会、９月定例会で継続審査となって

いる議請第１５号「私立学校父母負担軽減事業

補助（幼稚園）の復活を求める請願」とほぼ同

じ内容の議請第２０号が今定例会に提出された。

議請第２０号は私立幼稚園連合会から請願であ

り、経営する側と、幼稚園に通わせる保護者側

と両方からの請願が出そろったことになる。平

成２７年２月定例会において、「園舎の耐震化な

どの補助がひと段落ついた以降には、父母負担

を軽減するための対策を充実させるべき」との

附帯決議がされた。幼稚園側の様々な都合もあ

り、今年中の耐震化は全て完了とはいかないよ

うであるが、園の耐震化も大きく前進している。 

少子化対策の前進のためにも、消費増税と物

の値上がりに苦しむ父母の負担軽減のためにも

機は熟したということであり、採択すべきであ

る。 

 

 

 

◆請願に係る意見（議請第１９号） 

 

秋山委員 

本請願を採択すべきとの立場から意見を述べ

る。  

埼玉の私立学校は、公立学校とともに学校教

育において大きな役割を担っている。埼玉県の

私立高等学校父母負担軽減補助金は、年収が５

００万円程度の家庭の生徒までは３７万５，０

００円の補助を受けることができるが、それ以

上の家庭は徐々に減額され、年収約６０９万円

を超える家庭では補助はなくなる。県立学校に

通う場合、国の就学支援金により、授業料は全

額免除となっており、年収６０９万円以上の家

庭の生徒には最大２５万円以上の公私負担格差

が発生する。補助対象外の生徒数は私立高生全

体の７４％と決して少ない人数ではなく、この

格差を一刻も早く埋めるべきである。また、私

立学校運営費補助について、一人当たりの金額

は全国最低となっている。保護者負担が軽減さ

れても、これでは教員の質を始め学校そのもの

の質の低下を招きかねない。従って、公教育の

一翼を担う私立学校の教育条件の向上、経営の

健全化、就学の援助を一層進めていくためにも、

本請願は採択すべきである。 
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◆請願に係る意見（議請第２１号） 

 

秋山委員 

先の国会で、安全保障関連法が成立された過

程において、委員会採決でも、本会議採決に至

る手続きでも、様々な問題点が指摘されている。

特別委員会では、怒号と混乱の中で、委員長の

声を明瞭に聞き取れず、速記録には「聴取不能」

とされ、まともに採決されたとは言い難い状況

である。また、本会議採決の前提となる地方公

聴会の報告も受けずに採決を強行するなど、多

くの国民の前で、その異常さは歴然としている。

これは、議会制民主主義を大切にする我が国に

おいて許されないことである。現在でも、多く

の国民は納得するどころか、一層反対の声が広

まっている。請願者は、「成立過程について国民

の疑問や不安に応えた誠実で丁寧な説明」及び

「再審議」を求めており、これは多くの国民の

声であり、採択すべきである。 

 

 

 

◆所管事務調査（私立高校生に対する父母負担

軽減補助について） 

 

Ｑ．秋山委員 

私立学校で保護者が授業料を納付する時期を

教えてもらいたい。 

 

 

Ａ．学事課長 

就学支援金は基本的に８月と１０月、父母負

担軽減事業補助は１０月と１２月に学校に支

払っているが、保護者が学校に納付するサイク

ルは学校によって異なる。学校によっては保護

者が支払う前に相殺しているところもある。ま

た、レアケースであるが、今後支払うという意

思表示をもって授業料の支払いを補助金の支給

まで待っている場合もある。また、教育局で所

管する奨学金の貸付制度もあるので、積極的に

お知らせし活用してもらっているケースもある。

私立学校に対し納付手続きを縛ることはできな

いが、大きく３パターンあり、月ごと、四半期

ごと、前期後期などがある。 

 

 

秋山委員 

県からの手厚い支援が授業料の支払いサイク

ルに間に合わないということがあっては、行政

として悔いが残ることになるので、よく対応が

できるよう今後も研究してもらいたい。（意見） 
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 ６ 環境農林委員会における前原かづえ県議の質疑 

2015 年 12 月 16 日 

◆付託議案に対する質疑（環境部関係） 

 

Ｑ．前原委員 

１ 自然学習センターのホームページについて、

更新が少ないように感じたが、状況をどのよ

うに把握しているか。 

２ ホームページに１２月８日から２２日まで

館内工事による展示休止と掲載されていたが、

何の工事なのか。 

３ 自然学習センター等で行っているイベント

について伺う。６月定例会でもホタルのイベ

ントのことを質問したが、募集人数に比べて

応募人数が多い中で、２０人程度の募集では

希望者全員が参加できない状況であるが、ど

のように対応していくのか。 

４ 自然学習センターの指定管理委託料は、消

費税増税にもかかわらず減額となっている。

指定管理者は、どのような収支計画に基づい

て提案しているのか。 

 

 

Ａ．みどり自然課長 

１ 自然学習センターのホームページは、公園

の自然やイベント情報などを毎日更新してい

る。 

２ 今回の館内工事は、電気設備工事である。 

３ 職員が参加者のグループを引き連れて、説

明しながら自然観察等をしてもらう仕組みの

ため、少人数の募集となっている。回数を増

やすなどより多くの方が参加できるよう指導

していく。 

４ 消費税分の増額は１２０万円程度になるが、

経費の節減に努めるほか、イベント参加者か

らの実費負担を求めるなどして県委託料の縮

減を図ることとしている。 

Ｑ．前原委員 

イベントへの参加に実費負担を求めるとのこ

とだが、参加費が無料や低額であるイベントは

すぐに定員が埋まっている一方で、５００円の

イベントには応募が少ないように見える。せっ

かくの良いイベントでも、負担を求めると参加

の機会が失われかねないので、慎重に検討すべ

きだと考えるがどうか。 

 

 

Ａ．みどり自然課長 

イベント参加者から負担を求める事業等につ

いては、事業内容を確認して、よく整理してい

きたい。 

 

 

 

◆付託議案に対する質疑（農林関係） 

 

Ｑ．前原委員 

県民の森につながる遊歩道について、管理や

メンテナンスを横瀬町が行っているが、登山者

の安全確保のためにも道の整備に努めてもらい

たいという声が上がっている。現在の状況と今

後の対策についてお聞かせいただきたい。 

 

 

Ａ．森づくり課長 

県民の森は山の上にあり、麓の駅から歩くと

おおよそ２時間位のコースとなる。途中の登山

道については横瀬町等で管理しているが、指定

管理者の職員も一緒にイベント等で遊歩道を歩

き点検を行っている。連絡を密にして安全が確

保できるようにしていく。 
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 ７ 福祉保健医療委員会における柳下礼子県議の質疑 

2015 年 12 月 16 日 

◆付託議案に対する質疑（保健医療部及び病院

局関係） 

 

Ｑ．柳下委員 

１ 第１３８号議案について、「保健・病院 資

料１」には、審査基準として「県民の平等な

健康福祉村の利用を確保することができるこ

と」とあるが、指定管理者が自主事業の実施

を優先し、残ったところを一般の利用者が使

用しているとの苦情が寄せられている。 この

問題について６月定例会の委員会で質問した

ところ、一時的に改善されたようだが、今で

は元に戻ってしまっていると聞いている。こ

のような実態を把握しているのか。また、今

後どう改善していくのか。 

２ 第１５５議案について、中期目標に掲げる

４つの基本目標のうち、「地域貢献」について

は、「教育・研究の成果を地域貢献に活かし地

域社会の課題解決や地域活力を創造」とある。

地域社会の課題解決のために、今までどのよ

うな課題に取り組んできたのか。また、今後

どのように研究に取り組み、研究の成果を地

域に還元していくのか。 

 

 

Ａ．健康長寿課長 

１ 自主事業のために一般の利用者が使いにく

いとの苦情があることは把握している。自主

事業であるテニス大会の開催について苦情が

あるが、一般の利用者が自主的に利用するこ

とと同じく、テニス大会を開催することは運

動の動機付けや目標ともなり、健康増進につ

ながることから、施設の趣旨に合っていると

考える。大会開催を期待する県民がいるのも

事実である。指定管理者からは利用時間の延

長の提案も出ているため、休館日を利用する

ことや利用時間の延長などにより多くの県民

が利用できるように指導していく。 

 

 

Ａ．保健医療政策課政策課長 

２ 今まで取り組んできた課題としては、春日

部市武里団地地区における団地居住高齢者へ

の健康事業の実施と健康意識の変化の分析、

小鹿野町における山村部に居住する高齢者の

健康長寿の継続的追跡、越谷市等におけるラ

イフスタイルが健康意識に及ぼす影響の比較

などがある。県が推進する健康長寿埼玉プロ

ジェクトで指定されたモデル都市などととも

に事業実施やデータ分析などの支援を行って

きた。また、地域包括ケアを進める上で、医

療や福祉の専門職が職種の枠を超えて連携し、

サービスの質を向上させることが求められて

いるが、大学としても基礎を学ぶ専門職連携

講座を開設したところである。こうした取り

組みが、将来の地域包括ケアを担う人材の育

成に寄与するものと考えている。今後の取り

組みとしては、卒業生を含む保健医療福祉分

野の専門職を支援するための講座の開設を継

続することや、県や市町村の審議会や委員会

に教員を派遣し、大学の専門知識を地域課題

の解決に役立てることを考えている。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

１ 苦情があることについては承知していると

のことだが、利用者の声はどのように把握し

ているのか。また、利用者の会といったもの

はあるのか。 

２ 自主事業については一般の利用時間よりも
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早く開始しているようであり、一般の利用よ

り優遇されているのではないか。今後、どの

ように対応するか。 

 

 

Ａ．健康長寿課長 

１ 意見を投函する箱を設置したり、年に１回

利用者アンケートを実施したりして利用者の

声を把握している。利用者の会はない。 

２ 自主事業の利用者も一般の利用者も県民で

ある。両者のバランスが取れた利用ができる

よう、自主事業は可能な限り利用者の少ない

時間や休館日を利用するよう指導する。 

また、利用時間の延長について協議していく。 

 

 

 

◆付託議案に対する質疑（福祉部関係） 

 

Ｑ．柳下委員 

１ ＭＲＩの取得について、 がんセンターなど

のほかの県立病院では３テスラの機器を導入

しているのに対して、 総合リハビリテーショ

ンセンターでは１．５テスラの機器を購入す

るとのことだったため、安いものを買うのか

という印象を受けた。性能が上の３テスラの

機器を購入する方がよいのではないかとも思

うが、福祉部として１．５テスラの機器でも

十分に対応できると判断をしたのか。 

２ 契約の相手方は、群馬県に本社があり埼玉

県に支店がある業者だが、県内の業者ではＭ

ＲＩのような医療機器を取り扱う業者はない

のか。 

３ 購入後のメンテナンスはどのように対応し

ていくのか。 

４ 取得金額には現在使用しているＭＲＩの引

き取り価格は加味されているのか。 

５ 現在使用しているＭＲＩの使用実績はどう

か。 

 

 

Ａ．障害者福祉推進課長 

１ ＭＲＩの更新に当たっては、総合リハビリ

テーションセンター内の医師を中心とする選

定委員会において検討したが、対象が障害者

であり、金属を体内に入れている人が多いこ

とから、３テスラの機器では安全性が確保で

きないと判断した。また、１．５テスラの機

器であっても性能が向上しており、１０年前

の３テスラの機器と同等の性能があると判断

したため、１．５テスラのものの導入を決め

た。 

２ 業者の選定は一般競争入札により行ったが、

県内にはこうした医療機器を取り扱う業者が

ない。 

３ メンテナンスについては、ＧＥヘルスケ

ア・ジャパン株式会社の関連会社のメンテナ

ンスを行っている会社に年間約１,５００万

円で委託する予定である。 

４ 現在使用しているＭＲＩは、 購入してから

１１年経過し１２年目に入っているため、機

器の価値はないと判断しており、引き取り価

格は事実上０円として入札している。 

５ 機器の導入時からの実績については手元に

データがないが、過去３年間では、検査人数

は毎年６００人から８００人程度、撮影件数

は毎年３,５００件から４,５００件程度であ

る。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

機器の導入時からの実績については手元に

データがないとのことだが、現在使用している

ＭＲＩは元が取れているのか。 
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Ａ．障害者福祉推進課長 

ＭＲＩの診療点数は１件につき１,９００点

であり、１件当たり１９,０００円の収入になる

が、元は取れていない。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

高度な検査をしても診療点数が低いことがあ

ると思うがどう考えるか。 

 

 

Ａ．障害者福祉推進課長 

検査機器は診断のための１つのツールであり、

病気の治療は全体で行うものである。医師など

の人件費を除く事業費を診療報酬で賄うことが

できればよいと考えている。今後も しっかり取

り組んでいきたい。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

１ 埼玉県立嵐山郷の指定管理者の選定理由と

して、 経験豊富で資質の高い専門職員を多く

配置しているとあるが、具体的にどのような

専門性を発揮しているのか。また、民間施設

では受入れが困難な重度の障害者に対し、ど

のような対応をしているのか。 

２ 嵐山郷の子どもの入所者が水道の蛇口を開

けてしまうため、 蛇口を開けられないように

したところ、その子どもがトイレの水を飲ん

でしまったという話を聞いているが、これは

事実か。また、事実であるとすれば、今後は

障害者の権利を踏まえた質の高い対応をして

ほしいがどう考えるか。 

 

 

Ａ．社会福祉課長 

１ 埼玉県社会福祉事業団の職員は、平均して

１６年の勤務経験を有している。職員には社

会福祉士、介護福祉士などの有資格者も多い。

なお、職員配置についても配置基準の約１.

３倍の職員を配置しているところである。こ

うした専門性を踏まえ、入所者の個別プラン

に基づき、利用者の特性に合った対応を行っ

ている。例えば、強度行動障害の入所者に対

して、個室にしたり音を出さないように配慮

している。また、文字や絵による情報の提供

や、医師と調整して精神安定を図っている。 

２ 御指摘の事例に関しては、もし事実であれ

ば、今後そうしたことのないように指導し、

職員の能力向上などにより入所者の処遇の適

正化を図っていきたい。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

嵐山郷に入所している子どもがトイレの水を

飲んでしまった件について、話しを聞いている

のか。 

 

 

Ａ．社会福祉課長 

承知していない。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

そのような事実があったのか確認してほしい。

その上で、人権に配慮した対応をしてほしい。

（要望） 

 

 

 

◆請願に係る意見（議請第２４号） 

 

柳下委員 

この請願は、政府は、少子化と平均余命の伸

びを理由として、マクロ経済スライドを使って、

この先３０年間も年金を引き下げ続けることを
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見込んでいる。しかし、マクロ経済スライドを

デフレ経済下でも適用できるようにする法改定

を狙っていることは許せない。また、日本の年

金支給額は国際的に見て大変低い水準にある。

年金だけでは到底生活することはできず、最低

保障年金制度もない。さらに、年金の支給開始

年齢も高い状況の中で、これ以上の引上げは許

されない。 

よって、請願の採択を求めるものである。 

 

 

 

◆請願に係る意見（議請第２５号） 

 

柳下委員 

議請第２５号について、 採択を求めて発言す

る。 毎月支給に変えてほしいという年金受給者

の声は広がっている。当然、毎月の支給によっ

て生活設計も成り立つと思う。生活設計は個人

の問題と言われてはいるが、 ２か月分まとめて

支給されるよりも、毎月支給されるからこそ１

か月の計画が立つ。年金受給者の切実な願いを

受け止めて、採択すべきだと思う。 

同時に、議請第２４号にも関連するが、非正

規雇用の若者は現在と将来の生活に大きな不安

を感じている。アンケートを取ったところ、若

者でも、将来の心配事は年金であるとする回答

が返ってきた。若者も高齢者も安心して暮らし

ていけるような年金制度の実現のために採択を

主張する。 

 

 

 

◆所管事務に関する質問（社会福祉施設等施設

整備費の補助について） 

 

Ｑ．柳下委員 

障害者社会福祉施設等整備費について、これ

までは県が国へ協議書を提出した案件が全て採

択されていたが、平成２７年度は１６件のうち

６件採択となっている。 補助が付かず整備が進

まないことで障害者団体が困っている。全ての

案件が採択されなかった理由は何か。また、県

としてどのように対応していくのか。 

 

 

Ａ．障害者支援課長 

国の施設整備に係る予算額は、平成２６年度

補正予算が８０億円、平成２７年度当初予算が

２６億円の合計１０６億円であった。このうち

本県には約６億５千万円が内示され、総額に占

める割合は６．１％であった。本県は、件数・

金額ともに東京都に次ぎ全国２位となっている。

ここ数年の本県の採択状況は全ての案件が採択

されてきたところではあるが、平成２７年度は

国庫予算の事情から全ての案件の採択はかなわ

なかった。しかしながら、他都道府県と比較す

ると決して少ない金額ではないと考えている。

今後も、国の予算の状況もあるが、引き続き採

択に向けて国に対して働き掛けていく。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

国の予算状況によるとのことだが、施設に

よっては補助金が付かなければ整備が立ち行か

なくなってしまうものもある。先日厚生労働省

に出向き直接話しを聞いたところ、平成２７年

度補正予算を組む予定があると言っていた。補

正予算を必ず組むように強く働き掛けてほしい

と思うが、県としてどのように対応するのか。 

 

 

Ａ．障害者支援課長 

補正予算については、まだ正式な情報は得て

いない。県としても補正予算の獲得に向けて国

に対して働き掛けていく。 
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 ８ 県土都市整備委員会における金子正江県議の質疑 

2015 年 12 月 16 日 

◆付託議案に対する質疑（県土整備部関係） 

 

Ｑ．金子委員 

１ 距離により負担の増減があるようだが、負

担増となる２４キロメートル以上の利用者

の割合はどれくらいか。 

２ 新料金では３６キロメートル以上が定額

ということだが、３６キロメートル以上を新

たな上限に設定した根拠はどのようなもの

なのか。 

３ 激変緩和措置として上限金額を設定した

とのことだが、期間はいつまでか。 

４ ５車種区分とした場合の利用割合をどの

ように想定しているのか。 

５ 中型車や特大車などは負担割合が増える

ことになるが、運送業への影響をどう考えて

いるのか。 

 

 

Ａ．道路政策課長 

１ ２４キロメートル以上の利用者は、ＥＴＣ

でのカウントで約４割と聞いている。 

２ 首都高を利用して都心を通過した場合の

平均距離３６キロメートルを上限値として

設定したと聞いている。 

３ 議案では期間を「当分の間」としているが、

概ね１０年程度と想定している。 

４ 首都高速道路株式会社から、軽自動車等が

約７％、普通車が７０％、中型車が１２％、

大型車が９％、特大車が２％と聞いている。 

５ 大型車など割安になる車種もあることか

ら、安くなることも高くなることもあり、全

てを勘案すると比較的大きな影響はないと

考えている。 

 

 

Ｑ．金子委員 

中型車など車種区分は排気量で区分される

のか。 

 

 

Ａ．道路政策課長 

中型車とは、車両総重量８トン未満の車両で

ある。大型車は車両制限令で定められた長さ１

２メートル以下、幅２.５メートル以下、高さ

３.８メートル以下の車両である。特大車は、

いわゆる特殊車両と呼ばれるトレーラーなど

の大型車両に区分される。 

 

 

◆付託議案に対する討論  

 

金子委員 

第１５６号議案について、反対の立場で討論

をさせていただく。 現行の高速自動車道の近

郊区間の料金を統一され、経路によらずに最短

距離を基本料金とすることで利便性が図られ

ることは歓迎するが、利用料金の激変緩和措置

が設定されているとはいえ、利用者の負担増に

つながる。 

また、車種区分を５車種とすることで新たに

設定される中型車が普通車の１.２倍の料金と

なり、運送業など中小事業者への経営に大きな

影響を与えるため、反対である。 

 

 



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 

 
 

- 91 - 
 

 ９ 文教委員会における村岡正嗣県議の質疑 

2015 年 12 月 16 日 

◆付託議案に対する質疑 

 

Ｑ．村岡委員 

１ 第１１５号の学校医等の公務災害補償の条

例について、これまで学校医等の公務災害補

償の実績は何件あったのか。 

２ 調整率を０．８３や０．８６などとしてい

るが、この数字に決めた根拠はどこにあるの

か。他の都道府県も同じなのか。 

３ 第１５２号の県立長瀞げんきプラザの指定

管理者に関して、２社のうち、（株）サンアメ

ニティを候補にしたとのことだが、指定管理

者として埼玉県内又は全国でどのような実績

があるのか。また、選定の過程の中で業者の

コンプライアンスについて、どのように検証

しているのか。 

 

 

Ａ．保健体育課長 

１ 公務災害補償について、これまで適用事例

はない。 

２ 調整率は、国の学校医等の公務災害補償に

関する政令と同率である。政令の調整率は、

民間労働者の労災の際に適用される調整率や

他の都道府県の調整率と同率である。 

 

 

Ａ．生涯学習文化財課長 

３ 同社の全国における実績についてであるが、

１３都府県で２３施設の指定管理を受けてい

る。 埼玉県内では指定管理は受けていないが、

現在、小川町と吉川市の業務委託を受けてい

る。過去には県内６市１町の業務委託も受け

ていた。コンプライアンスについては、一般

競争入札等の参加制限や、税金の滞納などの

欠格事項、または現在、刑事・民事の告発を

受けていないか、という応募資格に適合して

いるか確認したところである。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

１ 調整率が適用されると、結果として調整率

が１を割ってしまう。公務災害を被ってし

まった学校医の受け取る補償額が、改正の前

後で増えるのか減るのか、端的にお答えいた

だきたい。 

２ 長瀞げんきプラザのコンプライアンスにつ

いて調べたところ、株式会社サンアメニティ

は、２００７年に東京都北区の元気プラザの

指定管理を受けていた際に、従業員がプリペ

イドカードの着服事件を起こして指名停止３

か月処分を受けたこと、同社のプールの監視

員が暴力事件を起こして指名停止２か月処分

を受けたことが北区の議会で問題視されてい

た。また、２００８年に茨城県城里町のホロ

ルの湯の指定管理者になったが、経営困難に

陥り指定期間の途中で撤退したという事実が

あった。コンプライアンスの観点から、今回

の選定の中でどのような報告があり、どのよ

うに検証がされたのか。 

 

 

Ａ．保健体育課長 

１ 現在、公務災害の実例がないので、例を挙

げて試算してみたところ、年金計算の基礎と

なる報酬額が３０万円の者が、公務による通

勤中の災害で言語機能障害が残ったと仮定し

た場合、厚生年金と公務災害補償を併せた額

は改正前よりも年額で約８万円の増となるこ

とが見込まれる。このように、公務災害の場
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合、年金一元化後においても一元化前の支給

水準が維持されている。 

 

 

Ａ．生涯学習文化財課長 

２ 県のガイドラインを踏まえて作成した募集

要項に基づき、申請時に応募資格の適合など

について審査した。しかし、過去の不祥事に

ついては、各応募団体から書面での提出を求

めておらず、審査の対象となっていない。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

過去の不祥事は審査の対象とならないことに

ついては理解した。私が示した東京都北区と茨

城県城里町の事例は指名停止と指定期間の途中

の撤退であるが、事実関係について確認してい

たのか。 

 

 

Ａ．生涯学習文化財課長 

確認しており、調査を行っている。まず、１

点目のプリペイドカードの着服の関係について

は、平成１９年度に東京都北区の「元気プラザ」

の管理運営・清掃業務の受託中、前の受託会社

から継続雇用した従業員がプリペイドカードを

盗んで換金着服していたもので、３か月の指名

停止処分受けている。その後、同社では、コン

プライアンス・マニュアルを作成し直し、従業

員研修を実施してスタッフのコンプライアンス

意識の徹底を図り、再発防止に努めている。 

２点目のプール監視員の暴力事件に関しては、

暴力事件で指名停止を受けたものではなく、暴

力事件を発端として発覚したプール監視員の雇

用条件違反が原因で指名停止を受けたものであ

る。平成１９年度に東京都北区プールの夏の監

視・受付業務を受託していた際、プールの監視

員に１８歳未満の高校生を採用したため、２か

月の指名停止処分を受けた。 

当時、短期アルバイトには履歴書の提出を求

めていたが、虚偽記入された生年月日をうのみ

にしたことが原因と聞いている。その後、同社

では、短期アルバイトであっても住民票の提出

を求め、また、未成年者の場合には保護者の同

意書を得るよう改善している。 

３点目、ホロルの湯の途中撤退については、

平成１８年に同社が受託した直後、町と前の管

理受託者であった町の開発公社との間で、雇用

問題が発生した。町、公社及び同社で協議し、

同公社からの出向職員を受け入れることになっ

たが、出向職員との間に運営方針等の相違が生

じたり、折からの原油価格の高騰などで経営が

悪化したため、町と協議を重ねた結果、期間の

途中であったが指定管理を終了したと聞いてい

る。町からの損害賠償請求などはなく、合意の

上とのことであった。その後、同社では本社に

よるチェック機能と支援体制を強化しており、

この事案以外で指定期間の途中で終了した施設

はない。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

北区の問題以後、指名停止処分の事例もな

かったと確認しているのか。 

 

 

Ａ．生涯学習文化財課長 

現在、同社は２３施設の指定管理を受けてい

るが、それらの施設を所管している各自治体の

担当課に確認したところ、指名停止等の問題は

一切ないということである。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

指定管理者の指定において、指名停止や指定

期間途中の撤退はコンプライアンスを含めて大
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事な要素である。現在の判定基準に含まれてい

なくても、選定委員会に過去の情報を何らかの

形で伝えることは必要だと思うが、考えを伺う。 

 

 

Ａ．生涯学習文化財課長 

応募団体の過去の不祥事全てを把握すること

は、困難と思われる。インターネット等で調べ

れば一部を把握することはできるが、全ては難

しい。ただし、期間を限定して不祥事があった

場合には、申請書類の関係資料に加えてもらう

ことなどを求めることについて、指定管理者制

度を所管している企画財政部と相談して考えて

いきたい。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

議会で指定管理者を決める場合、議事録に残

る。ネットで同社の名称を入力するだけで、北

区や城里町の議事録はすぐに検索することがで

きる。せめてそのくらいの範囲の情報収集を行

い、得られた情報を選定委員に伝えることは可

能であり努力すべきである。大事なことなので

再度回答してほしい。 

 

 

Ａ．生涯学習文化財課長 

今後どのような形でこの御意見を反映できる

のか、企画財政部と相談しながら考えていきた

い。 

 

 

◆請願に係る意見（議請第２３号） 

 

村岡委員 

紹介議員の立場から、採択を求め発言する。 

ただ今請願者から趣旨説明があり、質問にも

丁寧にお答えいただいた。請願者が、子どもた

ちとその将来にいかに思いを寄せているかを改

めて感じた。請願者の願いは、教育予算の増額、

３５人以下学級の実現、教職員の増員、教育費

の父母負担の軽減、そして障害児学校の教室不

足解消の５点である。いずれもが、子どもたち

が生きる力を付け、学ぶ楽しさを味わえるよう

にと教育条件の整備を求めるものである。寄せ

られた請願署名は、６３，８３４筆、さらに２

万を超える署名が寄せられ、まさに県民の願い

である。この願いに応え、是非採択されるよう、

紹介議員としてお願い申し上げる。この間、教

育条件の整備を巡っては、大きな変化が生まれ

ている。国会では安倍首相がさらに３５人学級

の実現に向けて努力していきたいと表明してい

る。２０１２年には、政府は無償教育の前進を

国際公約した。本県でも、少人数学級実施の自

治体が増え続けている。教育予算と父母負担に

関して、本定例会で就学助成の請願も提出され

るなど、ゆきとどいた教育を求める声は、切実

な県民の願いである。よって請願の採択も重ね

て求め、賛成意見とする。 

 

 

 

◆所管事務調査（教育の政治的中立の確保につ

いて） 

 

Ｑ．福永委員 

今月の初めに、 県東部の市立中学校の教員が、

担任を務めるクラスの生徒全員に、 「教育の政

治的中立」を揺るがす極めて問題の多い文書を

配布した。１２月２日付けの「赤旗」１５面掲

載の記事を使用しているが、「赤旗」は、日本共

産党の機関紙である。教育基本法の第１４条第

２項には、「法律に定める学校は、特定の政党を

支持し、又はこれに反対するための政治教育そ

の他政治的活動をしてはならない」と定めてお

り、義務教育の公立学校の教員が、特定政党だ
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けの機関紙の記事を生徒全員に配ることは、法

律に反する行為である。 

このような行為は今回が初めてのことではな

い。２学期が始まる９月には、８月３０日付け

の「赤旗」の号外が貼り付けられた文書を配布

している。 

来年の参議院選挙から１８歳選挙権が実施さ

れることを踏まえて、教員がとりわけ政治的中

立性に気を配らなくてはならない時期に、この

中学校の担任のようなことがまかり通ってはい

けないと思うので、何点かご質問させていただ

く。 

１ 教育局は２度にわたるこの事案について把

握しているのか。 

２ 「赤旗」は希望すれば一般の国民でも購読す

ることができるが、「号外」は、特定の場所に

行って共産党関係者から受け取る、あるいは、

身近な共産党関係者からもらうしか入手手段

がないが、教員が、どういう手段で入手した

のか把握しているのか。 

３ この担任が受け持つクラス全員に対して、

教室でこのような「赤旗」の切り抜きとその

記事を賛美する感想を配るという行為はあっ

てはならないことであると思うが、教育局は

どう考えるか。 

４ １度目の９月に配った時に、教育局として

きちんと対処していれば、今回の文書が生徒

の手元に届くことはなかったはずである。ど

うして防げなかったのか。見過ごしていたの

か。 

５ 今回は中学校であるが、来年有権者となり

うる県立高校や特別支援学校高等部でこのよ

うな教育が行われると、教育の政治的中立性

が確保されないことになるので懸念している。

日本共産党の小池氏は、「文部科学省などが作

成した主権者教育の高校生向け副教材でも政

治的中立の確保に留意するよう強調している。

規制をかけようとしていることは反教育だ」

と発言している。義務教育諸学校については、

教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法

があり、影響を受けないように教員の中立性

が担保される法律があるが、高校にはこの法

律がない。高校の教育現場でもこのようなこ

とが行われてはいけないと思うが、防ぐこと

ができるのか。 

 

 

Ａ．義務教育指導課長 

１ 当該事案については、昨日、市教育委員会

から報告を受けたところである。この２つの

資料は、平日の「帰りの会」で子どもたちが

作成したものを発表し合う３分間スピーチと

いう活動の中で、教員が自分も同じような立

場で作って示したものである。これまでの経

緯について、市教育委員会からの報告による

と、９月に市教育委員会として把握し、当該

中学校の校長に対して事実確認し、当該教員

に対して指導するように指示をしている。２

度目についても市教育委員会で、現在詳細を

調査しているという報告を受けている。 

２ 教員が赤旗の号外をどのように入手したの

かを把握しているかについては、承知してい

ない。 

３ 本件は詳細が判明しておらず、明確にお答

えできないところがある。いろいろな考え方

が世の中にあるが、何か一つのところだけを

示して教員が一方的な考え方を述べたことは

当然適切とは言えない。 

４ 教育局では昨日、概要の報告を受けたもの

であり、そもそも承知していなかった。市教

育委員会としては、かなり重く受け止めてお

り、今後適切に対応していくと聞いている。 

 

 

Ａ．高校教育指導課長 

５ 県立高校では校長が授業観察したり、ある
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いは保護者・生徒に授業アンケートを行うな

ど、制限を超えた政治的行為をする教員の把

握に努めており、本件のようなことは県立高

校ではないと言える。これまでも指導資料な

どにより、新聞記事等を活用する際の配慮事

項や、特定の考え方に偏らない中立公正な立

場での指導などの徹底を図っているが、今後

も引き続き、校長会議、あるいは教科の研修

会等を通じて政治的中立性についてしっかり

と指導していく。 

 

 

Ａ．特別支援教育課長 

５ 特別支援学校の生徒については、障害によ

り物事の見方・考え方が狭くなってしまうと

いうことがある。これまでも日頃から、校長

も含め職員には情報をいろいろな角度から提

示していくことが大事だと言っている。これ

までもなかったと思うが、今後も、そういっ

たことを大事にしながら障害のある子どもた

ちの可能性を最大限に引き出すよう努めてい

く。 

 

 

Ｑ．福永委員 

１ 平日の帰りの時間に生徒が３分間スピーチ

を行うことが初めて分かったが、教員も問題

の文書を配って発表したのか。県教育委員会

は把握しているのか。これは重大な問題であ

る。中学２年生といえば政治的には真っ白な

心であるにもかかわらず、そこに特定の色を

染め上げるようなものを配り、言ってはいけ

ない教員自身の意見を言っている。事実関係

をもっときちんと把握して、改めて委員会に

示していただきたい。 

２ ９月に市教委を通じて校長が指摘を受け、

担任を指導したにもかかわらず、聞かなかっ

たということは、担任の教員は確信犯的な思

いを持っているということである。教員に対

して、教育基本法の第１４条の第２項の精神

などをもう一度きちんと教えないと今後また

同じことを繰り返すのではないか。繰り返さ

せないことができるのか。 

３ 政党機関紙における日刊紙は、赤旗と公明

新聞しかない。併記するにしてもこれらは不

適当だと思う。きちんとした一般紙だけにし

たらどうか。 

４ 生徒の心に与えた影響について、どのよう

に把握しているのか。 

 

 

Ａ．義務教育指導課長 

１ 先ほども申し上げたとおり、詳細について

把握していないので、しっかりと把握したい。 

２ 先ほども申し上げたとおり、詳細について

把握していないので、しっかりと把握したい。 

３ 一般紙の扱い等について、最近国が高校に

対して示した資料が出されたので、それを義

務教育段階でもしっかりと子どもたちに分か

るように、また、指導する教員がしっかりと

把握できるように、この後早急に指導・助言

したい。 

４ 私どもも子どもたちがどう受け止めたのか、

子どもたちへの影響を心配している。今後

しっかりと把握したい。 

 

 

Ｑ．福永委員 

６月定例会の本会議で、 「特定の政治イデオ

ロギーを生徒に植え付けるような教師をどのよ

うに排除していくのか」との諸井委員の一般質

問に対し、教育長は「教育の政治的行為につい

ては、教育基本法をはじめ、法令により厳しく

制限されており、特定のイデオロギーに偏った

政治教育を行うことは許されない」と答弁して

いる。これが６月のことであり、９月にこの問
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題が起きて、１２月に再発していることは重く

受け止めなければいけない。政党機関紙を排除

すべきだと考えるが、教育長から断固たる決意

を御答弁いただきたい。 

 

 

Ａ．教育長 

６月定例会の本会議で答弁したとおり、偏っ

た政治教育を行うことは断じて許されない。そ

のようなことがないようしっかりと教職員に周

知し、日頃から授業やアンケートを見るととも

に、偏った政治教育をしたことが発覚した場合

は厳正に対処するようにしっかりと取り組んで

いく。 

 

 

Ｑ．鈴木委員 

１ 義務教育諸学校における教育の政治的中立

の確保に関する臨時措置法の第１条に「義務

教育諸学校における教育を党派的勢力の不当

な影響又は支配から守り、もつて義務教育の

政治的中立を確保するとともに、これに従事

する教育職員の自主性を擁護することを目的

とする」とある。明らかに政党色のあるもの

を学校で取り上げて、それを教員が３分間ス

ピーチで言えば、素直な子どもたちはそれが

正しいと思ってしまう。これは価値観の押し

付けである。私もこのような教育を受け、そ

れ以来教員不信となっている。思春期のころ

の思想の押し付けというのは、子どもの心に

深い影響を与える。政党機関紙はあくまで政

党の主義・主張であり、明らかに第１条に違

反している。なぜ排除できないのか。 

２ 私の経験のとおり、数十年前から日常的に

このようなことが行われている。問題が発生

するたびに指導してまいりますという答弁を

続けてきたが、どのような指導を行っている

のか。詳細を調査した結果、どのような指導

や処分がなされるのか。指導しても改善され

なかった場合、指導内容を変えていくのか。 

 

 

Ａ．義務教育指導課長 

１ 政党機関紙に限らず、偏ったイデオロギー

を押し付けるようなものはやはり排除すべき

と思う。 

２ 指導は、できるだけ具体的に事例を挙げて

指導していきたい。プライバシーに配慮しな

がら、教員が理解でき、注意できるという指

導をしていきたい。子どもたちにとって教員

が言っていることはある意味絶対に近いもの

がある。それは痛いほど教員が分かっている。

具体的な事例を投げ掛けて、１人１人が自分

のこととして受け止めてもらえるように指導

していきたい。 

 

 

Ａ．小中学校人事課長 

２ 今回の事案については、これまで校長が当

該教員に指導した内容も含め、事実関係を

しっかりと把握したい。なお、処分を県が行

うか、服務監督権者の市町村が行うかについ

ては非常に判断の難しい問題であるため、法

律の専門家等の意見や判例等を含め、慎重に

判断し適正に対応する。 

 

 

Ｑ．鈴木委員 

答弁を聞いて、当該教員は確信犯という印象

をもった。政治的中立というものが、今こそ大

事だと言われている中、今回の事案をあまり重

く受け止めている感じがしない。仮に一方的な

押し付けだという調査結果が出た場合、指導以

外の処分はあるのか。 
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Ａ．小中学校人事課長 

指導以外の処分について、この場で判断して

お答えするのは大変難しい問題である。事件や

事故が発生したときに、指導以外の処分として

は、第一義的に服務の監督をしている市町村教

育委員会で文書訓告や口頭注意等、いわゆる指

導措置がある。なお、法令等の違反も含めて市

町村教育委員会から正式な事故報告があり、内

申があった場合には、県が事故として判断して、

懲戒処分等の対応を行う。全体的なことも含め

て、これからしっかりと事実確認をしていきた

い。 

 

 

Ｑ．鈴木委員 

処分に関しては理解した。政党機関紙を教室

に持ち込むということが問題であると考える。

一般的な日刊紙の記事を比べることはあっても

いいと思うが、政党機関紙に政治的中立はあり

得ないと考えるがいかがか。 

 

 

Ａ．義務教育指導課長 

子どもたちに特定の考えを押し付ける結果と

なるようなものは許されないと考えるが、政党

機関紙だけを排除するという表現はしづらい。

子どもたちが一方的な価値観をもってしまう指

導は当然問題があると考えている。 

 

 

Ｑ．鈴木委員 

このようなあいまいな答弁を聞くと、子ども

を持っている親として心配である。福永委員の

発言にもあったが、共産党の小池副委員長は「授

業で言わなくては」と発言している。自分たち

に都合の良いことは授業でどんどん言うように

あおり、一方の意見だけ取り上げることは、政

治的中立とは到底言えない。今後しっかりと精

査してほしい。（意見） 

 

 

Ｑ．諸井委員 

１ 今のやり取りを聞いても、改善されるよう

に思えない。本件は特定の思想を紹介してい

る事例ではないのか。 

２ ９月と１２月に出した２つの文書以外はあ

るのか。このような指導は日常的に子どもた

ちになされており、たまたま文書があったの

が２つだけだったのではないのか。他の事案

について把握しているのか。 

３ 文書が発覚したことから今回の問題となっ

ているが、文書を用いず、口頭で子どもたち

を指導している場合、どのように防止するの

か。 

 

 

Ａ．義務教育指導課長 

１ 文書だけを見ていると、特定の思想を紹介

していると受け止めることもあるかと思う。

当該教員がどのように指導したのか、当該の

市教育委員会が調査しているところであるの

で、それに基づいて判断することになる。 

２ 当該教員が日ごろどのようなことをしてい

るのか、あるいは今回だけであるのか、調査

しているところである。 

３ 日常の指導について、当該教員の言動を四

六時中把握できるかどうかは正直申し上げら

れない。周りの教職員や同僚が自由に意見を

言える雰囲気をつくらなければならない。閉

ざされた教室の出来事については、徹底的に

指導していくしかないと考えている。 

 

 

Ｑ．諸井委員 

答弁を伺ったが、聞いて理解できる答弁では

ない。責任を取りたくないとか、はっきりとし
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たことを言いたくないという姿勢だけは分かる。

子どもたちに一方的な考えだけを紹介すること

が問題であるにもかかわらず、排除するとなぜ

言えないのか。法令に照らしても適切でないこ

とであるのに、なぜあいまいな言い方しかでき

ないのか。 

当該教員の他の事案の把握は難しいとのこと

だが、把握できないから仕方がないのか。教育

局に責任はないのか。 

 

 

Ａ．義務教育指導課長 

責任がないわけではなく、義務教育指導課長

としての責任を痛感している。一方的な教員の

考えを押し付ける教育はあってはならない。そ

のため防止策をいろいろ講じながら徹底してい

きたい。他の事案について１００％把握するの

は困難だが、日ごろの状況について管理職をは

じめ、きちんと把握し指導していく。教員は、

公平であり中立でなければならない。これを繰

り返し徹底し、指導を強化していきたい。 

 

 

Ｑ．諸井委員  

発言とこれからやろうとしていることがあま

り合致していない。何も担保されない。御自身

の決意をあいまいに言っているだけであり、具

体的内容が全くない。教育委員会委員長はどう

感じているのか。 

 

 

Ａ．教育委員会委員長 

本件については昨日情報を知り得たものであ

り、情報の遅さについては大変遺憾である。現

場においては速やかに重大さを認識し、直ちに

県の教育局に情報提供してしかるべきである。

本件については、詳細な情報がつかめていない。

しかし、私はあってはならないことだと感じて

いる。処分を含め、教育局で議論して進めたい。

今後このような指導を発見した場合は、根本的

に全部を考え直さなければいけないと感じてい

る。来年の参議院選挙から選挙権年齢が引き下

げとなることもあり、今回の事案を精査して、

主権者教育にどうやって臨むのか、もう一度考

えていきたい。 

 

 

Ｑ．諸井委員 

このような教育がこれからも続く、あるいは

分からないところでこれまで通り続いていくこ

とが問題と考える。今回の事案をきちんと調査

し、現状をよく踏まえた上で根本的な防止策を

講じられたい。そして、何回指導しても変わら

ない教員は、埼玉県の教育に著しくマイナスの

影響を及ぼすため、教壇に立つ資格はないと思

う。そのような教員は活動家になり、そこで自

由に政治活動をしてもらえば良い。（意見） 

 

 

村岡委員 

今回の事案については、事実をしっかりと確

認してほしい。 政治的中立は当然のことである。

これ以上、 このことについてコメントしないが、

論議の中で、私どもの党の副委員長の小池氏の

教育に関する発言が取り上げられたが、それと

今回の事案は直接関連があるわけではないので、

誤解のないようにしてもらいたいということだ

けは発言をしておく。それぞれの政党のそれぞ

れの議員が考えを持っており、ここはそれを論

議する場ではない。（意見） 

 

 

Ｑ．菅原委員  

今回の事案は、氷山の一角ではないのか。来

年の参議院選挙に向け、国から教育の中立性を

判断すべき材料が示されると思うが、逆に悪意
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を持って指導する教員もいるかもしれない。こ

のような事態が想定される中、指導の事例を積

み上げて分析をされているのか。今後、判断に

迷う事例が続発したときに役立つと思うがいか

がか。 

 

 

Ａ．義務教育指導課長 

県教育委員会として、これまでの積み上げは

行っていない。ただし、高校に今回示された貴

重な資料にＱ＆Ａが載っている。中学校にも示

して、市町村との間で共通理解を図っていきた

い。現場の声等についても研究協議会等で話題

にしたい。来年は新しい学習指導要領の方向性

が明確になるので、それも踏まえてできること

をしっかりとやっていきたい。 

 

 

Ｑ．菅原委員 

今後、事例の積み上げを行うのか。 

 

 

Ａ．義務教育指導課長 

積み上げていきたい。 
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 10 地方創生総合戦略・行財政改革特別委員会における柳下礼子県議の質疑 

2015 年 12 月 18 日 

Ｑ．柳下委員 

１ マイナンバーについて、情報漏えい等が大

きな問題となっているが、どのような対策を

行うのか。 

２ 認知症など制度を理解できない人、ＤＶ被

害者、施設入所者など通知カード受け取るこ

とができない方への対策はどのように講じて

いるのか。 

３ マイナンバー制度では、性別に丸を付ける

こととなるが、性同一性障害の方に対してど

のように配慮しているのか。また、マイナン

バーカードには点字がないが、視覚障害者な

どマイナンバーを記入できない方に対して、

どのように配慮しているのか。 

４ オープンデータの活用事例として、スマー

トフォンでバスの発着情報を提供するとのこ

とだが、高齢者にはスマートフォンを持って

いない方も多い。この点についてどう考える

のか。また、バスの発着データや「バスまち

スポット」は具体的にどのように情報提供さ

れるのか。さらに、バス会社が情報発信する

とのことだが、県民にどのように発信される

のか。 

 

 

Ａ．情報システム課長 

１ マイナンバーを扱うシステムにおいては、

データ通信の暗号化やネットワークのインタ

ーネットからの分離、ＵＳＢメモリの使用禁

止など、様々なセキュリティ対策を実施する。 

２ 様々な理由により、現住所で通知カードを

受け取ることができない方々については、 居

所を登録していただくことにより、居所にお

いて受け取ることができる仕組みが用意され

ている。実際にこの仕組みを利用して通知 

カードを受け取っている方々もいると聞いて

いる。 

３ 性同一性障害の方への配慮として、今後、

希望者に交付される個人番号カードには、 性

別やマイナンバーの記載箇所が隠れるような

ケースが国から配布される予定である。視覚

障害者についても、各市町村において配慮さ

れるものと考えている。また、市町村等の窓

口において、マイナンバーを記入できない場

合に不利益となることがないように国から示

されている。 

４ スマートフォンを持っておらず携帯電話の

みを持っている方は、携帯電話のＱＲコード

の読取機能を用いて本システムを利用するこ

とができる。スマートフォンも携帯電話も持

っていない方については、本システムから情

報を得ることは難しいが、バス停から５０ｍ

以内に「バスまちスポット」を、バス停から

５００ｍ以内に「まち愛スポット」を設置す

る取り組みを行っている。これらの取り組み

全体で、高齢者も含めた誰でも出歩きやすい

まちの実現を目指していく。バス情報の提供

はバス事業者と協力して取り組んでいるが、

全ての路線では行われていないと聞いている。

将来的にはなるべく多くの路線で実施してい

くべきであると考えている。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

１ マイナンバーを書かないことで、視覚障害

者や認知症の方の不利益になるようなことは

ないのか、再度確認したい。 

２ 複数の医療機関で同じような投薬がされる

などの問題があると聞いている。投薬の状況

を把握することはできるのか。 



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 

 
 

- 101 - 
 

３ レセプトデータを分析することで簡単に糖

尿病の重症化予防ができるものではないと思

うがどうか。 

 

 

Ａ．情報システム課長 

１ 基本的には、申請の時にマイナンバーを記

載することは、法的な義務となっている。し

かしながら、様々な事情で書かない、書けな

いことで、不利益を受けるような扱いはしな

いことを国に確認している。 

 

 

Ａ．保健医療政策課政策幹 

２ 個々の医療機関が連携すれば投薬状況の把

握が可能であるが、現状ではできていない。 

一例として、加須市等において埼玉利根保健

医療圏地域医療ネットワークシステム「とね

っと」が運営されているが、参加医療機関同

士であれば、患者の同意があれば、その患者

の医療情報を共有することができる。なお、

国において、将来的にマイナンバーを医療機

関同士の連携に活用する検討がなされている。 

３ 糖尿病対策については、御指摘のとおり簡

単ではないが、レセプトデータを分析し、糖

尿病重症化の可能性があり、医療機関未受診

者の方の状況は把握できる。実際に、平成２

６年度の一部速報であるが、受診勧奨を行っ

たことにより勧奨前に比べて医療機関受診者

が倍増した。また、レセプトデータを活用し、

かかり付け医と連携して生活習慣の改善が必

要な方に生活指導の案内をしている。そのう

ち約３０％の方から同意を得て１，３４５人

の方から生活指導の申し込みがあり、指導を

実施中である。 

 



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 

 
 

- 102 - 
 

  11 公社事業特別対策特別委員会における村岡正嗣県議の質疑 

2016 年 12 月 18 日

Ｑ．村岡委員 

１ 埼玉高速鉄道（株）について、事業再生Ａ

ＤＲの実施に伴って様々な努力をされている

が、安行ウォークや日光御成道まつりなどの

主催者は自治体や商工会等であり、会社とし

て主催することは難しいと思うが、どのよう

に関わっていくのか。 

２ 駅によってはマンションも建ち終わってい

て、これ以上は増えないと考えている。地域

の開発などは自治体や民間事業者が実施する

ため、様々な情報を収集するとともに交流を

続けていかなければ、事業計画どおり進まな

いと思うがいかがか。 

３ 職員の処遇について人件費抑制が非常に厳

しくなっている一方で、要求水準は非常に高

くなっている。安全性の確保は非常に重要だ

と考えるが、働く人達の安全へのマインドを

どのように高めていくのか。 

４ 障害者の割引について、付添がいる場合は

割引となるが、単独乗車の場合は割引が設定

されていない。是非とも実施する必要がある

と思うがいかがか。 

５ 委託契約の方法について、専門性や継続性

を理由とした随意契約が多いが、競争原理を

働かせるために、どのように担保しているの

か。 

６ パスモ施策対応のための駅務システム改良

工事について、毎年１億円から２億円くらい

の委託費が支払われているが、毎年必要であ

るのか。 

７ 埼玉県産業文化センターについて、地域連

携プライマリーコンサートはとてもいい事業

であるため拡大した方がよい。平成２６年度

はさいたま市の１４の小学校と中学校１校の

１５校で実施し、平成２７年度の事業計画で

もさいたま市の小中学校１５校で実施予定で

あるが、もう少し地域を広げて実施できない

のか。 

８ 大ホールの施設について、利用者にとって

使いやすいという評価は大事であると考える。

控室のモニターが小さくカメラが固定されて

おり、指揮者やソリストのアップを控室にお

いても見たいという要望に応えられていない。

また、音量も小さいとのことである。これら

の施設整備についてどのように考えているの

か。 

９ 埼玉県産業振興公社について、公社の定款

に産業振興の推進とあるが、一部に特化する

のではなく県内全ての地域並びに産業を対象

としていると考えてよいか。 

10 委託契約の調書に次世代住宅産業プロジェ

クト推進事業があり、内容は地中熱ヒートポ

ンプの開発とあるが、公社としてどこまで関

わっていくのか。 

 

 

Ａ．埼玉高速鉄道（株）代表取締役社長 

１ 街おこしのお手伝いをする中で、それぞれ

の地域には志のある人材が多くいることが分

かり、結集して協力してくれている。そうし

た人材と当社において良い関係が築けており、

今後もこうした活動を続けていきたいと考え

ている。 

２ 旅客の利用は６％伸びているが決して油断

できない。人口減少傾向の影響や工事費の値

上がりによりマンション建設も厳しい状況に

なっている。当社でも、開発を促進するため

に情報を発信していきたいと考えている。 

３ 社員の給与ベースは東京近郊の東葉高速鉄

道等の三セク鉄道他社と同等の水準である。
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当社社員は経営再構築に一丸となって取り組

んだ達成感があり、モラールは高いと考えて

いる。 

４ 障害者割引については、東京メトロやＪＲ

東日本と同じ割引率の５割で考え方を合わせ

ている。直通運転している関係で、単独での

制度変更は考えていない。 

５ 当社でも、可能なものについては競争入札

を実施しており、専門的な内容の案件につい

て、やむを得ず随意契約としている。例えば、

Ａ社が作った設備については、Ａ社に修繕を

依頼せざるを得ない場合がある。そのような

場合も東京メトロなど他社から情報を収集し

適正な価格となるように努めている。 

６ パスモのシステム改修については毎年１億

円ほどの費用が掛かっている。これは、全国

における新駅の開業などの都度、改修が必要

となり全国のＪＲや民間の鉄道会社も同じ状

況である。パスモの検知をするソフトの改修

は必要であるため、やむを得ない費用である

と考えているが、値下げ交渉はしていきたい。 

 

 

Ａ．（公財）埼玉県産業文化センター理事長 

７ さいたま市の小中学校で実施しているプラ

イマリーコンサートは、さいたま市との契約

により実施している。これ以外にも知事公館

や市町村施設、福祉施設等で５件、合計で２

０件実施しているが、地域を拡大して実施す

ることについては日本フィルハーモニー交響

楽団側の体制もあるため検討の必要がある。 

 

 

Ａ．（公財）埼玉県産業文化センター利用・誘致

推進部長 

８ モニターの画面サイズ、ズーム機能につい

ては今後検討していきたい。音量については、

調整が可能であるため貸出内容に応じてきめ

細かい対応をしていきたい。 

 

 

Ａ．（公財）埼玉県産業振興公社理事長 

９ 公社の定款についての質問であるが、県内

企業は全国の産業構造に似ており生活関連が

少し多い状況である。産業の中身がどうかは

問わず、特に３００名以下の企業、事業所の

９８．７％を占めている中小、零細企業の強

化に取り組んでいる。以前は、製造業が多かっ

たが、サービス産業にも広げていきたい。現

在、地方創生が課題となっているが中小企業

が元気になれば、県、国も元気になると考え

ているので今後も産業の振興を推進していき

たい。 

10 地中熱ヒートポンプの開発は、先端産業創

造プロジェクトのうち新エネルギー分野にお

ける一つのプロジェクトである。２６の企業

と３大学が参加して地中の熱を効率的に冷暖

房に運用するシステムを目指す画期的なプロ

ジェクトである。公社はその進行管理を担当

しており、参加している２６企業を中心に今

後このシステムの事業化と集積を進めていき

たい。 

 

 

Ｑ．村岡委員 

１ 埼玉高速鉄道株式会社について、ＪＲ東日

本や東京メトロ、首都圏新都市鉄道について

は、障害者の単独乗車の場合でも普通乗車券

の５割引となっている。このことも踏まえて

検討していただきたいと考えるがいかがか。 

２ 埼玉県産業振興公社について、成長する企

業、頑張る企業の支援だけではなく、９割を

占める中小企業全体の身近な相談相手とって

底上げに取り組んでいただきたいと考えるが

いかがか。 
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Ａ．埼玉高速鉄道（株）代表取締役社長 

１ 他社が単独乗車で障害者割引を適用してい

るケースは、乗車区間が１００キロメートル

を超える場合である。当社の営業距離は１４.

６キロメートルと短く、条件に該当しないた

め導入の考えはない。 

 

 

Ａ．（公財）埼玉県産業振興公社理事長 

２ 委員の意見はもっともである。公社では、

小規模企業の支援を行うよろず支援拠点にお

いて昨年度は３，０００件を超える相談を受

けており、今年度はそれを上回っている。公

社の役割の基本は、中小企業の持続的な成長

発展に関する支援であると考えている。ただ

し、力のある企業に対しては、成長分野への

支援にも力を入れていきたいと考えている。 
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 12 経済･雇用対策特別委員会における秋山文和県議の質疑 

2015 年 12 月 18 日 

Ｑ．秋山委員 

１ これまで８２６件の企業が立地し、雇用２

万７，７００人、建設などで１兆２，４３０

億円の投資があったとのことだが、ここに至

るまでの県や市町村の費用対効果はどのよう

になっているのか。 

２ 新規雇用された２万７，７００人の大部分

は正規雇用なのか、それとも非正規雇用なの

か。 

３ 杉戸屏風深輪産業団地を造成しているが、

進出企業に分譲するのか。また、様々な所で

産業用の土地を造成して売却していると思う

が、収入はどうなっているか。 

４ 立地企業の製造品出荷額を把握しているの

か。 

 

 

Ａ．地域整備課長 

３ 産業団地を分譲する際は、鑑定評価額に基

づき価格を決定して売却している。造成には、

用地買収、造成工事等の費用がかかるが、こ

れまでに企業局が整備した４つの産業団地に

ついては、全て黒字を計上し事業に要した費

用を回収している。杉戸屏風深輪産業団地は、

企業に分譲する予定で考えている。 

 

 

Ａ．企業立地課長 

１ 県の企業誘致の年間の費用については職員

人件費が６千万円、旅費などが２千万円の合

計約８千万円であり１０年間で約８億円であ

る。また、補助金として交付している不動産

取得税相当額が計６３億円となっており、費

用の合計は約７１億円となっている。一方、

法人２税の税収額は平成２６年度の単年度で

約８７億円となっていることから十分な効果

を上げていると考えている。 

２ 新規雇用の正規、非正規の割合は正規３９．

２％、非正規６０．８％となっている。 

４ 製造品出荷額は把握していない。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

税収だけでなく、製造品出荷額も把握する必

要があるのではないか。 

 

 

Ａ．企業立地課長 

御指摘を踏まえ、今後、出荷額を把握する方

法について研究していきたい。 

 

 

Ｑ．秋山委員 

企業の海外展開支援も重要だが、国内・県内

で雇用が失われる面もある。県への企業誘致な

どによりバランスをとり、産業の空洞化を招か

ないようにすることが必要と考えるが、どうか。 

 

 

Ａ．産業労働部長  

業種によっても異なるが、海外展開をすると、

国内では企画立案部門で人手が必要となり、雇

用が増えるという場合もある。ただ、バランス

が大切であることは認識しているので、県内企

業誘致も含め、トータルで考えていきたい。 
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 13 危機管理・大規模災害対策特別委員会における金子正江県議の質疑 

2015 年 12 月 18 日 

Ｑ．金子委員 

１ 内水ハザードマップと既に自治体で作成さ

れている洪水ハザードマップの関係について

伺う。 

２ 内水ハザードマップをどのように活用して

いるのか。 

３ 精度を上げるための更なる技術的支援とは

どのようなものか。 

 

 

Ａ．都市計画課長 

１ ハザードマップの見やすさなどを考慮し、

市町村によっては内水ハザードマップと洪水

ハザードマップを一緒に作成しているところ

もある。ちなみに越谷市は別々に作成してい

る。 

２ 現在作成済みの市町はマップの配布やホー

ムページで公表しているが、今後も印刷物で

の配布を促していく。ちなみに、地域の防災

訓練などに内水ハザードマップを活用した自

治体数は１８市ある。 

３ 当初は早く作成することを優先として簡易

的手法での作成を提案し支援した。今後は、

水理解析などにより精度の高いマップへの見

直しをする市町へ技術的な支援をしていく。 

 

 

Ｑ．金子委員 

下水道の排水能力の向上について、減災の視

点から県はどのように支援するのか。 

 

 

Ａ．都市計画課長 

下水道整備は汚水優先で取り組んできたが、

雨水対策も急ぐ必要がある。また、１１月の下

水道法改正により雨水対策だけの整備が可能と

なった。市町がこの制度を活用する場合の計画

作成を支援していく。 
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 14 人材育成・文化・スポーツ振興特別委員会における前原かづえ県議の質疑 

2015 年 12 月 18 日 

Ｑ．前原委員 

１ 「埼玉発世界行き」奨学生壮行会・帰国報告

会の開催場所はどこか。 

２ グローバルキャンプ埼玉について、大学開

催をするに至った経過を教えてほしい。本人

の費用負担はあるのか。 

３ グローバル人材育成センター埼玉による企

業説明会の会場はどこか。 

４ 中小企業若手社員海外研修支援事業につい

て、平成２７年度は平成２６年度に比べ実績

が伸びているが、なぜか。本人の費用負担は

あるのか。 

５ 資料６、高校生の海外体験についての取り

組みで高校生の自己負担額はどのくらいなの

か。また、資料７の説明の中で、台湾への派

遣を１２月５日と言っていたようだが、資料

では１５日と書いてある。どちらか正しいの

か。 

６ 資料９「青少年世界へはばたけ！育成塾事

業」について、より多くの生徒に参加しても

らいたいと考えているが、講演会の開催場所

はどこか。 

 

 

Ａ．国際課長 

１ 講演会は大宮ソニックシティの小ホール、

壮行会・帰国報告会は国際会議場である。 

２ 希望者が多いが、県主催の会場である県民

活動総合センターではこれ以上開催の回数を

増やせないことから、大学開催を行うことに

よって開催回数を増やし、大学の持つノウハ

ウを生かしていくこととした。本人負担は、

県主催は和室利用の場合は２４，０００円、

洋室利用の場合は２６，０００円であり、大

学主催は２５，０００円である。 

３ 大宮ソニックシティの市民ホールである。 

 

 

Ａ．産業労働政策課副課長 

４ 短期間の研修に対するニーズがあったこと

から、これまでの２週間以上の研修に加え、

平成２７年度から８日間以上の期間の研修も

対象としたところ、利用が増加した。また、

海外展開セミナーなどの機会に中小企業に直

接事業の説明を行うなど広報を積極的に行っ

たところ、従来の研修についても利用が増加

した。費用については、業務として研修派遣

しているので、対象経費の２分の１を企業が

負担しており、本人負担はない。 

 

 

Ａ．高等教育指導課長 

５ ハーバード大学、ＭＩＴ及びメキシコ州派

遣については県の事業で、ビザやパスポート

の取得、現地自由行動中の昼食代など一部を

除き県費で負担しており、本人負担はない。

学校独自の派遣については本人負担となり、

日数や場所によるが、例えばオーストラリア

であればおおむね２０万円から３０万円くら

いの負担となる。台湾の日程については、今

週の１５日火曜日に出発し、明日１９日土曜

日に帰国予定である。 

 

 

Ａ．青少年課長 

６ 本講座を実施する学校は、多くの生徒を参

加させるために学年単位や全校生徒を対象と

して学校の体育館や講堂で実施している。 
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 15 まち・ひと・しごと創生総合戦略特別委員会における柳下礼子県議の質疑 

2015 年 12 月 18 日 

Ｑ．柳下委員 

１ こちらから提案した、「子育てするなら埼玉

県」、「歳をとっても安心」、「非正規雇用から

正規雇用を増やす」、「農業をやりたい人への

支援」、「保育所や特別養護老人ホームの待機

者をなくす」などの意見があまり反映されて

いないのではないか。正規雇用化に関するこ

となどは努力の跡が見られるが、事業として

の額が記載されていないので、「大胆な発想」

と言っても、来年度予算がどうなるのかが肝

心である。新年度予算への反映はどうするの

か。予算事業にしないと、絵に描いた餅では

ないか。 

２ 義務ではないが、市町村は県の戦略との整

合が必要である。市町村と県が協力し進める

面もある。未来会議を開催し、県民コメント

も実施したが、早く戦略を策定して、交付金

としてもらえるものはもらった方が、県民に

とっていいのではないかと考えるが、どうか。 

３ 市町村では高齢化が進み年寄りばかりであ

る。子どもの医療費の問題は市町村の要望の

トップにある。県が本気になって魅力的な埼

玉を創ってほしい。一日も早く交付金がもら

えるよう、頑張ってほしい。（意見） 

 

 

Ａ．企画財政部長 

１ 予算に関する面があるのでまず私からお答

えする。意見があまり反映されていないので

はないかとの御指摘があったが、私どもとし

ては意見・提言の趣旨を最大限意識して、総

合戦略案を策定した。目標値が素案からあま

り上振れしていないという御指摘について

は、実際に総合戦略が策定されれば、予算と

して反映していく必要があるので、全くその

ような見込みのないものを戦略に盛り込む

ことにはちゅうちょがあるので、御理解いた

だきたい。 

新年度予算については、これから査定が始

まって編成されていくので、現時点で確定的

なことは言えない。 

 

 

Ａ．計画調整課長 

戦略を早く策定できれば、交付金申請に向け

た準備も進められるので、ありがたいと考えて

いる。 

 

 

Ｑ．柳下委員 

共産党はこの創生法案に反対した。なぜなら、

まちを壊しておいて、何が創生だという立場も

ある。市町村は高齢化が進み、高齢者ばかりで

ある。  

先ほどできないものもあるとの答弁があった

が、子どもの医療費の無料化については、問題

は市町村の要望のトップにある。県が本気に

なって魅力的な埼玉を創ってほしい。 

共産党の意見・提言が盛り込まれないから反

対するというつもりはないが、みんなで魅力的

な埼玉を創っていこうという点では、私が住ん

でいる所沢も狭山の森があり緑豊かで住みやす

いと思っている。 

秩父や川越などのすばらしいところは多くあ

る。そのようなところに光を当てて、一日も早

く交付金がもらえるよう、頑張ってほしい。 

 

 

Ａ．企画財政部長 

子どもの医療費の問題は重要だが、地方財政
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上、根深いものがあり、必要性を認めつつ国は

国庫での支援をせず、地方財政措置も現時点で

されていない。本質的には国がしっかりと対応

すべきと考えている。県として限られた財源を、

効果を勘案し、施策に投入していく必要がある。

こうした背景があるが、全体としては、地方創

生をしっかりと進めていきたい。 
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 16 決算特別委員会における秋山文和県議の討論 

2015 年 12 月 18 日 

◆付託議案に対する討論 

秋山委員 

第１０４号議案「平成２６年度埼玉県の一般

会計及び特別会計決算の認定について」と第１

０５号議案「平成２６年度埼玉県公営企業会計

決算の認定について」に反対の立場から討論す

る。主な反対の理由は以下のとおりである。 

まず、第１０４号議案についてである。 

第１に、重度心身障害者医療費助成制度で新

たに６５歳以上で重たい障害になった人を対象

から外したことである。この年度は１月から３

月までで５１７人、１０月までに５，２５４人

が排除された。県は年齢制限の理由を「６５歳

までに資産が形成されている」というが、この

考え方で行くと、高齢者を対象とするあらゆる

福祉・医療政策、社会保障は「過剰」であり「無

駄」というところに行きつく。これは国民誰も

が「老後を安心して暮らしたい」という願いに

真っ向から背くものである。福祉、医療、社会

保障の理念と制度設計の根幹を揺るがしかねな

い「資産形成論」は直ちにやめて、重度医療の

年齢制限を撤廃することを強く求めるものであ

る。 

第２に、乳幼児医療費助成制度が大きく立ち

遅れたことである。県の制度は就学前までにと

どまっているが、既に市町村は全てで中学卒業

まで医療費自己負担なしを実現した。そのため

各市町村の医療費助成制度予算に占める県の補

助率は１２％から１４％程度に低下した。子育

て支援の大黒柱である医療費助成制度は市町村

と車の両輪のごとく、県にふさわしい役割を果

たさなければならない。片輪が小さすぎてはま

っすぐ進めない。既に高校卒業１県を含め中学

卒業まで１都５県、小学校卒業までを入れると

１都１府１０県ある。 早急に引き上げるべきで

ある。また乳幼児医療費・重度医療など３福祉

医療について、市町村への県の補助が、ほとん

どが２分の１であるにもかかわらず、三芳町は

１２分の５、戸田市は３分の１と差別されてい

る。住んでいる自治体によって子ども対する県

の責任は変わらない。財政力を理由にした格差

は直ちに解消すべきである。 

第３に、一方で国の直轄事業である不必要な

ダム事業へは変わらず支出されていることであ

る。平成２６年度においては、八ッ場ダム事業

に４０億円が支出された。このような巨額の費

用は、堤防強化や福祉・医療など県民が切実に

望む分野に振り向けるべきである。  

第４に、県立小児医療センターの移転のため

に、１０億６，３００万円が支出されたことで

ある。  

次に１０５号議案についてである。 主な反対

理由の第１は、県立小児医療センター建設に対

して、６０億円が支出されたことである。移転

反対の患者家族の声に知事が跡地に残す機能を

検討すると表明したのは平成２４年である。平

成２６年の段階では「せめて病院の入院機能を

残してほしい」という患者家族の願いに県は答

えていない。したがって、移転促進の費用支出

は認められない。 

第２はダム事業への支出、１３億円は問題で

ある。  

以上の理由から反対するものである。 
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 17 議会運営委員会における村岡正嗣県議の質疑 

2015 年 12 月 22 日 

委員長 

請願に対する討論についてだが、今定例会の

請願について、各委員会の審査結果を踏まえ、

討論を行いたい旨の申出があった請願は、お手

元の資料１のとおりである。 

 

この中で、特に討論を必要とする請願がある

か。御意見をお願いする。 

 

 

村岡委員 

議請第１９号に対して討論を認めていただき

たい。 これまでも請願に対する討論については

この場でお話ししたが、請願の賛否を本会議の

場で県民に明らかにすることは必要なことであ

る。また、議員提案の議案提出の権利と、県民

が与えられている請願権は性質が違うというこ

とからも請願に対する討論を認めていただきた

い。加えて、この議請第１９号は正に埼玉県の

子どもたちに関わるものであり、また、県に対

しての要望でもあるので、極めて重要なものだ

と考えている。 

したがって、是非、委員の皆様には、請願に

対する討論を認めていただきたい。 

 

 

小島委員 

請願に対する討論は、原則行わないことを申

し合わせている。 毎回述べさせていただいてい

るが、議案提出には８人以上を必要とするのに

対し、請願は紹介議員１人でもよく、どんな請

願でも本会議での討論を認めることは、議案提

出権とのバランスを欠くことになるからである。 

今回の請願については、その内容からも討論

を行う特段の必要はなく、あえて本会議で取り

上げて討論を行う必要はないと考える。御賛同

をお願いする。 

 

 

菅委員 

議請第２１号に対する討論を求める。御案内

のとおり、安保法制については国民的な関心事

であるし、様々な意見がある状況でもある。そ

れを議会として発言をしないというのは、県民

に対する説明責任を果たしていないということ

になってしまうと思う。したがって、討論を強

く求めるものである。 

 

 

委員長 

ほかに発言はあるか。 

 

＜なし＞  

 

委員長 

それでは、議論が尽くされたようなので、議

請第１９号及び議請第２１号の討論を行うこと

の可否について、採決することでよいか。 

 

＜了承＞  

 

委員長 

これより、採決する。 

なお、議会運営委員会内規により、委員外議

員は採決に加わることができないので、念のた

め申し上げる。 

議請第１９号及び議請第２１号について討論

を行うことに賛成の委員の起立を求める。 

（起立少数） 

 

委員長 

起立少数である。よって、討論は行わないこ
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とに決定した。 

 

委員長 

６ 議会運営委員会の閉会中における特定事件

についてだが、お手元の資料２の案のとおり

決定することに、御異議ないか。 

 

＜異議なし＞  

 

委員長 

御異議なしと認め、お手元の資料２の案のと

おり決定した。 

 

委員長 

７ 意見書・決議案についてだが、去る１２月

１０日（木）（一般質問中日）までに、各会派

から提出された意見書・決議案の柱１６件（意

見書１４件、決議２件）について取りまとめ、

調整したところ、お手元の資料３の一覧表の

とおり、共同提案４件（意見書４件）となっ

たので、御了承願う。 

＜了承＞  

 

委員長 

なお、企画財政委員会の委員から、意見書１

件を提案したい旨の報告があったので、御報告

申し上げる。 

 

委員長 

また、その他の２件は、各会派間で調整した

結果、全会派一致とはならなかったが、意見書

１件、決議１件を提案していただきたいとの申

出があり、これを認めたので、御報告申し上げ

る。 

 

 

小島委員 

ただ今、委員長から意見書・決議の調整結果

について報告されたところだが、急きょ、この

場をお借りして、決議について御提案させてい

ただきたいと考えている。 決議の素案をお配り

して、御説明させていただきたいと存じる。委

員長におかれては、よろしくお取り計らいをお

願いする。 

 

 

委員長 

それでは、自民の素案を事務局に配布させる。 

 

＜事務局が資料を配布＞  

 

委員長 

それでは、説明をお願いする。 

 

 

小島委員 

平成２７年２月定例会において、企業局が実

施する「県北・秩父地域振興施設の整備事業」

及び「緑ゆたかなメモリアルガーデン事業」は、

平成２７年度地域整備事業会計予算に計上され、

予算自体は成立したが、予算特別委員会におい

て、県が事業を実施する必要性などを十分検討

するよう、附帯決議が可決されている。 

このような中、本定例会において開催された

産業労働企業委員会では、企業局から、状況の

変化や詳細な調査の結果、両事業とも今回は実

施しない旨の説明があった。 

２月定例会から１年もたたないうちに判断が

変わるという事実からは、そもそも事業の必要

性などについて、十分な検討がなされておらず、

県が無駄に事業を展開していたと言わざるを得

ない。 

既に調査には予算が使われている。我が会派

としては、限られた予算を有効に活用するため

にも、企業局の事業内容について精査するとと

もに、条例で規定されている事業範囲について
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見直すべき、との考えに至ったところである。 

そこで、「公営企業の事業範囲の見直しを求め

る決議」を急きょ、件名に追加していただくこ

とについて、御配慮願いたいと考えている。 

決議については、開会日の議会運営委員会に

おいて、一般質問中日・１２月１０日までに件

名を、一般質問最終日・１２月１４日までに案

文を提出することが確認されていることは承知

しているが、常任委員会の進行等の関係もあり、

このような急な提案となったことについて、各

会派におかれては御理解をいただきたいと考え

ているので、よろしくお願いする。 

 

 

委員長 

ただ今の件については、何か御意見はあるか。 

 

 

村岡委員 

通例の手続外で提出する旨の説明があったが、

埼玉県議会における運用規程等に照らして、こ

うした提出の仕方は特段差し支えないというこ

とで受け止めてよいのか。 また、小島委員にお

聞きしたいが、条例で規定されている事業範囲

について見直しを強く求めるとあるが、この事

業範囲の見直しとはどういうことをイメージし

ているのか。２月定例会で範囲を広げた関係だ

と思うが、そこの説明をお願いしたい。 

 

 

委員長 

手続上の問題についてだが、急施を要するも

の等でこうした取扱いをした例はある。 

 

 

小島委員 

議会において、公営企業における事業範囲を

広げられる旨の条例改正が可決している。しか

し、この条例改正は今回の事業見直しを見ても

必要ないのではないかという趣旨から、 条例改

正した内容を改正以前に戻してもらいたいとい

うことである。 

 

 

委員長 

ほかに発言はあるか。 

 

＜なし＞ 

 

委員長 

それでは、ただ今、自民から提案のあった「公

営企業の事業範囲の見直しを求める決議」案に

ついては、追加することでよいか。 

 

＜了承＞ 

 

委員長 

また、案文及び提案者の確認等については、

ほかの議員提出議案と同様に、今後の議運で御

確認いただくことでよいか。 

 

＜了承＞  

 

委員長 

８ 予算特別委員会についてだが、去る１２月

１４日（月）の議運において、お手元の資料

４「埼玉県議会予算特別委員会設置要綱（案）」

のとおり、予算特別委員会を設置することで

御決定いただいたが、このことについて、本

日の本会議において、委員長報告終了後に、

議長発議により、起立採決でお諮りすること

でよいか。 

 

＜了承＞  
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菅委員 

予算特別委員会の起立採決についてだが、賛

否が分かれることが予想されているので、是非

この件に関しては討論をさせていただきたい。 

 

 

小島委員 

議案、請願、動議等議会としての意思を決定

する案件について討論をしているが、その他に

ついて討論をした例はない。議決の対象として

諮るもの全てに討論ができるとすると、今後、

逐一討論の有無を確認することになり、議事進

行に支障を来すおそれがあると考えられる。 

特別委員会の設置に関する件は、議会内部の

手続であり、討論を認める必要はないと思われ

る。 

 

 

菅原委員 

特段の規定がない限り、議決する内容につい

て討論することは認められていると解されてい

る。是非討論をさせていただきたい。 

 

 

村岡委員 

菅原委員の提案に賛成する。この案件につい

ては、明確に賛成、反対が分かれているし、し

かもそれを決着する際においては、具体的な時

間等が示された新たな案を会派に持ち帰りたい

旨の要望も認められずに、採決されたというこ

ともあった。加えて、予算特別委員会の設置そ

のものは皆さんが了解しているところであるが、

その中身について十分な協議がなされたとは言

い難いのは事実である。したがって、本会議で、

それぞれの立場で意見を述べることは、県民に

対する責任だと思っている。そういう意味で、

討論は必要であるということから、討論を認め

ていただきたい。 

菅委員 

本件については、議会の権能に関わる重要な

内容である。この間の議論が短時間で済まされ

てしまっているということもあり、公の場所で

十分に議論をすること自体が不足しているので、

討論を求めるものである。 

 

 

委員長 

ほかに発言はあるか。 

 

＜なし＞ 

 

委員長 

それでは、議論が尽くされたようなので、要

綱（案）のとおり予算特別委員会を設置するこ

とについて討論を行うことの可否について、採

決することでよいか。 

 

＜了承＞ 

 

委員長 

これより、採決する。 なお、議会運営委員会

内規により、委員外議員は採決に加わることが

できないので、念のため申し上げる。 要綱（案）

のとおり予算特別委員会を設置することについ

て討論を行うことに賛成の委員の起立を求める。 

（起立少数）  

 

委員長 

起立少数である。 

よって、討論は行わないことに決定した。 
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 18 知事提出議案に対する反対討論 

2015 年 12 月 22 日 

日本共産党の金子正江です。党県議団を代表

して、知事提出議案第１１０号議案「埼玉県税

条例の一部を改正する条例」、第１２４号議案、

埼玉県平和資料館の「指定管理者の指定につい

て」、第１５６号議案「首都高速道路株式会社の

埼玉県道高速葛飾川口線等に関する事業の変更

の同意について」反対の討論を行います。 

まず、第１１０号議案「埼玉県税条例の一部

を改正する条例」についてです。 

この改正で、滞納税の換価の猶予を求める制

度、手続が条例化されたことは大きな前進です。

しかし、同議案の不動産取得税の控除について

は認めることのできない問題があり、反対いた

します。これは、国が決めた都市再生特別措置

法に基づく認定事業者が、さいたま新都心駅周

辺と川口駅周辺などにおいて土地、建物を取得

したとき、その価格の５分の１を不動産取得税

の課税標準から控除するというものです。これ

まで国の地方税法によって定めていた控除を、

埼玉県独自の額として条例で定めることになり

ました。 

過去、川口市のリボンシティ開発事業地域に

おいて、サッポロビールなどが３，５００万円

の不動産取得税控除を受けております。認定に

は、専有面積１ヘクタール以上という要件もあ

り、超大企業でなければ申請は無理です。現在

は、さいたま新都心、川口駅周辺の２地域では

ありますが、今後再開発計画が認定される可能

性は大いにあります。一部大企業のみを優遇し

て、このような都市再開発熱をあおる税制措置

には反対です。 

第１２４号議案は、埼玉県平和資料館の指定

管理者の指定についてです。 

御案内のとおり、埼玉県平和資料館は、戦争

の悲惨さと平和の尊さを後の世まで伝え続ける

ことを目的とした全国でも数少ない貴重な資料

館です。わずか３年前まで直営で運営されてお

りましたが、指定管理委託と同時に館長職をな

くし、その諮問機関である平和遺族団体や有識

者から成る第三者機関「平和資料館運営協議会」

が廃止されました。私たちは、日本の平和な未

来を保障する公益的な教育活動は、民間事業者

に委ねるべきではなく、直営運営として館長を

置き、第三者機関の意見を尊重しつつ運営され

るべきだと主張し、指定管理者制度導入に反対

しました。現在の事業者の集客のための努力は

認めるものですが、軍服を着ての撮影などが平

和資料館の目的に合致しているのかと、県民よ

り疑問の声が上がっています。この点からも、

３年前の主張が改めて意味を持つものと考えま

す。 

よって、指定管理者の選定には反対するもの

です。 

最後に、第１５６号議案「首都高速道路株式

会社の埼玉県道高速葛飾川口線等に関する事業

の変更の同意について」です。 

現行の高速自動車道の近郊区間の料金を統一

することによって、経路によらず最短距離を基

本料金とすることは評価できます。しかし、３

６キロ以上の利用は９３０円から１，３００円

へと料金を値上げします。激変緩和措置がある

とはいえ、多くの利用者が負担増となります。

また、２区分であった車種区分を５車種区分に

することによって、中型車は普通車の１．２倍

の料金となります。猶予期間などが設けられる

とはいえ、中型トラックなどを利用している運

送業など中小業者への経営に大きな影響を与え

ます。 

以上の理由から、第１５６号議案に反対する

ものです。（拍手起こる） 
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 19 決算認定に対する反対討論 

2015 年 12 月 22 日 

日本共産党の秋山文和です。日本共産党を代

表して、第１０４号議案「平成２６年度埼玉県

の一般会計及び特別会計決算の認定について」

と第１０５号議案「平成２６年度埼玉県公営企

業会計決算の認定について」反対の立場から討

論します。 

まず、第１０４号議案について、主な反対理

由を述べます。 

第１に、重度心身障害者医療費助成制度、重

度医療について、平成２７年１月より新たに６

５歳以上で重い障害になった人を対象から外し

たことです。この年度は、１月から３月までで

５１７人、今年１０月までに５，２５４人が排

除されました。県は、年齢制限の理由を「６５

歳までに資産形成がされている」と言いますが、

この考え方を敷えんしていけば、６５歳以上を

対象とするあらゆる福祉医療政策、社会保障は

過剰であり、無駄というところに行き着きます。

障害者差別と同時に、高齢者を差別する年齢制

限は絶対に認めることはできません。 

知事は、我が党、前原県議の一般質問におけ

る障害者権利条約に関しての問いに対して「社

会モデル」これを「障害がある方に原因がある

のではなく、段差があり、エレベーターのない

建物のほうに問題があるという考え方である」

と説明をされ、「私たちもこういう発想をしなけ

ればならない時代が来た」と高い見識をお示し

になりました。このような見識を徹底して、障

害者の願いに応えるべきです。重度医療の年齢

制限は、今からでも撤回すべきです。 

第２に、乳幼児医療費助成制度、重度医療な

ど３福祉医療について、市町村への県の補助が、

ほとんどが二分の一であるにもかかわらず、三

芳町は１２分の５、戸田市は３分の１と差別が

行われています。住んでいる自治体によって子

どもに対する県の責任は変わるわけではありま

せん。県単補助について、財政力を理由にした

格差は直ちに解消すべきです。 

第３に、国の直轄事業である不必要なダム事

業へは、相変わらず支出されていることです。 

第４に、県立小児医療センターの移転のため

に約１０億６，０００万円が支出されたことで

す。 

次に、第１０５号議案「平成２６年度埼玉県

公営企業会計決算の認定について」です。 

主な反対の理由の第一は、県立小児医療セン

ター建設に対して６０億円が支出をされたこと

です。移転反対の患者家族の声に、知事が「跡

地に残す機能を検討する」と表明したのは平成

２３年度です。平成２６年度末において、せめ

て病院の入院機能を残してほしいという患者家

族の願いに県はまだ応えておりません。したが

って、移転促進の費用支出は認められません。 

第２は、大規模ダム事業への一般・特別会計

含め１７億円の支出に反対するものです。本年

９月に、埼玉県東部を襲った豪雨被害において、

鬼怒川はもちろん、我が地元新方川にもいっ水

が確認をされました。今こそ、耐久性の高い堤

防が求められております。 

国は、１９９７年に耐久性の高い堤防の整備

計画を作りましたが、２００２年に堤防計画を

技術的に困難として全廃しました。このことに

ついて、今本博健京都大学名誉教授は、「ダム計

画を守りたい国は、過剰反応して、積み上げて

きた技術を全否定した」と述べています。ダム

建設は撤廃して、堤防強化のための計画を全力

で進めるべきです。 

以上で反対討論を終わります。（拍手起こる） 
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 20 議員提出議案に対する反対討論 

2015 年 12 月 22 日 

日本共産党の前原かづえです。党県議団を代

表して、議第３６号議案「鉄道網の整備推進を

求める意見書」及び議第３７号議案「高等学校

入学者選抜に係る教育長の権限の見直しを求め

る決議」について、反対の立場から討論いたし

ます。 

まず、議第３６号議案についてです。 

本県における鉄道網の整備推進について、鉄

道の混雑緩和や防災の観点から否定するもので

はありません。 

しかし、地下鉄７号線延伸検討会議の「平成

２６年度地下鉄７号線延伸に関する報告書」の

試算では、浦和美園から岩槻地域までの延伸の

費用対効果、いわゆるＢ／Ｃは０．８前後であ

り、採算がとれるのは約５０年後からとなり、

概算建設費は３年前の試算から１００億円増の

８７０億円にも上っています。 

今年１月、事業主体の埼玉高速鉄道株式会社

は、金融機関から３２２億円もの債権放棄、埼

玉県など関係自治体の債務１９６億円の株式化

などなどを受け、ようやく経営改善に取り組み

始めたばかりです。このような状況の中、路線

の延長を行えば、経営基盤の更なる悪化を招く

ことは明らかです。 

加えて、建設費やまちづくりに係る関係自治

体の財政負担も非常に大きく、事業の採算性も

疑わしい中での延伸は認められません。 

高速鉄道８号線、１２号線についても、延伸

を推進するほど巨額な事業費がかかり、そのこ

とが高い運賃を招き、利用者の更なる減少につ

ながるなど、埼玉高速鉄道の二の舞となりかね

ません。 

よって、本意見書案には反対です。 

次に、議第３７号議案についてです。 

本決議案は、平成２９年度の公立高等学校入

学者選抜から適用される学力検査の改善内容に

ついて、教育委員会への教育長の報告が不十分

だったことを問題視し、教育長の権限の見直し

を求めるものです。 

しかし、既に教育委員会規則には、教育長に

対し、必要と認めるときなどに教育委員会に報

告しなければならないとしており、当該規則に

のっとり厳格に運用すれば、あえて決議を上げ

るものではありません。 

よって、本決議案には反対です。 

以上で討論を終わります。（拍手起こる） 
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 21 議案及び請願に対する各会派の態度 

 

知事提出議案に対する各会派の態度                     ○賛成 ×反対 

（注）１ 各会派議員の議案に係る賛否については、採決を行う本会議に先立って開かれる議会運営委員会で 

確認しています。この表は、議会運営委員会で確認した内容を議案ごとに示したものです。 

第104号議案 平成２６年度埼玉県の一般会計及び特別会計決算の認定について × 〇 〇 〇 〇 〇 認　定

第105号議案 平成２６年度埼玉県公営企業会計決算の認定について × 〇 〇 〇 〇 〇 認　定

第107号議案
知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条

例
〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第108号議案 埼玉県行政不服審査会条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第109号議案 埼玉県行政不服審査法関係手数料条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第110号議案 埼玉県税条例の一部を改正する条例 × 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第111号議案 埼玉県情報公開条例の一部を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第112号議案 埼玉県個人情報保護条例の一部を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第113号議案 埼玉県青少年健全育成条例の一部を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第114号議案 埼玉県屋外広告物条例の一部を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第115号議案
埼玉県立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に

関する条例の一部を改正する条例
〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第116号議案
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を

改正する条例
〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第117号議案
埼玉県公安委員会等が行う事務に関する手数料条例及び埼玉県証紙条

例の一部を改正する条例
〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第118号議案
工事請負契約の締結について（大宮警察署等統合庁舎新築空調設備工

事）
〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第119号議案
工事請負契約の変更契約の締結について（大宮警察署等統合庁舎新築

電気設備工事）
〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第120号議案 財産の取得について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第121号議案 訴えの提起について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第122号議案 独立当事者参加について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第123号議案 当せん金付証票の発売について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第124号議案 指定管理者の指定について（埼玉県平和資料館） × 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第125号議案 指定管理者の指定について（埼玉県防災学習センター） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第126号議案
指定管理者の指定について（埼玉県自然学習センター及び北本自然観察

公園）
〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第127号議案
指定管理者の指定について（埼玉県狭山丘陵いきものふれあいの里セン

ター）
〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第128号議案 指定管理者の指定について（さいたま緑の森博物館） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第129号議案 指定管理者の指定について（埼玉県立嵐山郷） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第130号議案 指定管理者の指定について（埼玉県立児童養護施設上里学園） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

議案番号 件　　　　　　　　　名

各会派の態度

採

　

決

　

結

　

果

共

産

党

自

民

党

民

主

・

無

所

属

県

民

公

明

党

改

革



2015 年 12 月定例会 県政資料 129 号 

 
 

- 119 - 
 

   

 

 

第131号議案 指定管理者の指定について（埼玉県立皆光園障害者歯科診療所） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第132号議案 指定管理者の指定について（埼玉県立あさか向陽園障害者歯科診療所 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第133号議案 指定管理者の指定について（埼玉県立そうか光生園障害者歯科診療所） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第134号議案 指定管理者の指定について（埼玉県障害者交流センター） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第135号議案 指定管理者の指定について（埼玉県社会福祉総合センター） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第136号議案 指定管理者の指定について（埼玉県伊豆潮風館） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第137号議案 指定管理者の指定について（埼玉県立熊谷点字図書館） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第138号議案 指定管理者の指定について（埼玉県県民健康福祉村） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第139号議案 指定管理者の指定について（埼玉県東部地域振興ふれあい拠点施設） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第140号議案 指定管理者の指定について（埼玉県農林公園） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第141号議案 指定管理者の指定について（埼玉県県民の森） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第142号議案 指定管理者の指定について（戸田公園） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第143号議案 指定管理者の指定について（吉見総合運動公園） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第144号議案 指定管理者の指定について（荒川大麻生公園） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第145号議案 指定管理者の指定について（和光樹林公園） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第146号議案 指定管理者の指定について（新座緑道） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第147号議案 指定管理者の指定について（狭山稲荷山公園） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第148号議案 指定管理者の指定について（まつぶし緑の丘公園） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第149号議案 指定管理者の指定について（権現堂公園） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第150号議案 指定管理者の指定について（特別県営住宅） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第151号議案 指定管理者の指定について（特定公共賃貸住宅） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第152号議案 第152号議案ザ） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第153号議案 指定管理者の指定について（埼玉県立小川げんきプラザ） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第154号議案 指定管理者の指定について（埼玉県立神川げんきプラザ） 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第155号議案 公立大学法人埼玉県立大学第２期中期目標を定めることについて 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第156号議案
首都高速道路株式会社の埼玉県道高速葛飾川口線等に関する事業の変

更の同意について
〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

第157号議案 埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定について × 〇 × × 〇 × 継続審査

第158号議案 埼玉県人事委員会委員の選任について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意

第159号議案 埼玉県収用委員会委員の任命について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意

第160号議案 埼玉県公害審査会委員の任命について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意

第161号議案 埼玉県公害審査会委員の任命について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意

第162号議案 埼玉県公害審査会委員の任命について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意

第163号議案 埼玉県公害審査会委員の任命について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意

第164号議案 埼玉県公害審査会委員の任命について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意

第165号議案 埼玉県公害審査会委員の任命について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意

第166号議案 埼玉県公害審査会委員の任命について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意

第167号議案 埼玉県公害審査会委員の任命について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意

第168号議案 埼玉県公害審査会委員の任命について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意

第169号議案 埼玉県公害審査会委員の任命について 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同　意
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議員提出議案（意見書・決議）に対する各会派の態度             ○賛成 ×反対  

 

（注）１ 各会派議員の議案に係る賛否については、採決を行う本会議に先立って開かれる議会運営委員会で 

確認しています。この表は、議会運営委員会で確認した内容を議案ごとに示したものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

議第30号議案 埼玉県議会情報公開条例の一部を改正する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

議第31号議案 介護職員の処遇改善施策の強化を求める意見書 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

議第32号議案 利便性の高い道路ネットワークの整備促進を求める意見書 〇 〇 〇 〇 〇 × 原案可決

議第33号議案 奨学金制度の改善を求める意見書 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

議第34号議案
脳脊髄液減少症に対するブラッドパッチ療法の保険適用等を求める意見

書
〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

議第35号議案 政府関係機関の地方移転に反対する意見書 〇 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

議第36号議案 鉄道網の整備促進を求める意見書 × 〇 〇 〇 〇 〇 原案可決

議第37号議案 高等学校入学者選抜に係る教育長の権限の見直しを求める決議 × 〇 × × 〇 〇 原案可決

議第38号議案 公営企業の事業範囲の見直しを求める決議 〇 〇 × × 〇 × 原案可決
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 22 日本共産党県議団が提出した意見書・提言・決議（案） 
 

2015 年 11 月 16 日 

「埼玉県まち・ひと・しごと創生総合戦略（素案）」に対する意見・提言 
 

本素案は、「基本的な考え方」（Ｐ１５）によると「今後１０年さらには５０年後の人口の構造的

な変化の見通しを」しめし、「今後５年間（２０１５年から２０１９年まで）で推進すべき取り組み

について」、体系化して示すものである。 

現状での転入超過のもと、１．３１という出生率が続いた場合、２０６０年の本県の人口は５５

０万人台となるなどの見通しが示され、課題提起がなされている。 

 

以下の提案を行うものである。 

 

項目：基本目標１「県内における安定した雇用を創出する」 

① 素案Ｐ２１保育所受け入れ枠 １１０，１５２人（平成３１年末）を「少なくとも１３万人とす

る」 

厚労省の「少子化社会対策白書」平成27年版調査によると、若者が結婚できない理由の第１は「低

所得」であり、出産・子育てに感じる困難の第1は「経済的負担」第２位「仕事との両立」である。日

本の若年層の低所得、子育てしづらい現状が、少子化を進行させている中心要因である。埼玉県とし

ては、この問題の深刻さを正面から受け止め、対策を講ずるべきである。保育所受け入れ枠 １１０，

１５２人という目標は、平成２５年に比較して１万７千人分の枠をつくるというものである。２７年

度埼玉県の認可保育所を希望して入所できなかったのは６，２００人強である。また埼玉県の対象児

童の、保育所入所率は２６％であるが、これを仮に３０％にするなら、１万４，０００人分を作る必

要がある。合計すると２万人分以上の保育所受け入れ枠を拡大する必要がある。 

 

② 重要業績評価指標「農業法人数 累計１,１２５法人」を「農業従事者数の維持」とする 

地域産業振興の上で最大の問題点は農業の衰退である。さらにそれを加速するのがＴＰＰによる関

税撤廃である。おおむね合意を撤回するよう国に対して強く申し入れるべきである。また県内農業に

ついて、法人に限定せず農業をやりたい人すべてを視野に入れて支援する目標とする。 

 

③ 主な施策に次の2点を加える 

＊公契約条例を制定する 

＊住宅リフォーム助成制度を県として創設 

誘致型の産業振興策が優先され、県内産業とくに中小企業の振興に対する目標が不十分である。県

内中小企業を応援育成するために、適切な公共発注を行い、小規模事業者むけの仕事を作る。 

 

項目：基本目標３「県民の結婚・出産・子育ての希望をかなえる」 

重要業績評価指標に以下の①②③を加える 
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① 県内の非正規雇用の割合を低減させる 

② 県職員と県教職員の臨時的任用率を半減させる 
③ ブラック企業、ブラックバイトをなくす 

若年層の低所得の最大の要因である非正規雇用の正規化への取り組みが不十分である。きちんと給

与を支払わないなど、若年層の低所得の原因でもあるブラック企業などを調査し、県として厳しく指

導する。教育の場でも生徒たちに対応策を周知徹底する。 

 

主な施策に①②③を加える 

① 「県の乳幼児医療費助成の対象年齢を拡大」 

② 「給付型奨学金制度創設」 

③ 「幼稚園父母負担軽減金（一般）の復活」 
厚労省の「少子化社会対策白書」平成２７年版調査によると、若者が結婚できない理由の第1は「低

所得」であり、出産・子育てに感じる困難の第１は「経済的負担」第２位「仕事との両立」である。

日本の若年層の低所得、子育てしづらい現状が、少子化を進行させている中心要因である。埼玉県と

しては、子育ての経済的負担を改善するために、思い切った施策拡充や創設を行うべきである。 

この問題と合わせて、民進・無所属・県民・共産党の３会派が合同で、閉会後議長に対し議会改革

特別委員会設置の申し入れを行いました。 

予算特別委員会の２０１７年２月定例会での審査には、金子正江県議、前原かづえ県議が参加しま

す。 

 

項目：基本目標４「時代に合った地域をつくり安心なくらしを守る」 

基本指標「要介護認定率（７５歳から７９歳）の低減」を削除 

重要業績評価「特別養護老人ホームの整備促進」３９，７９９人を少なくとも５万人に修正する 

特養３９，７９９人分というのは、約１万人分を整備するという数にすぎない。２７年度の特養待

機者が約１万２千人であることから、高齢化の進展からも少なくとも２万人分は整備する必要がある。 

介護基盤の整備が不十分な中で、要介護認定の低減目標が追求されると、無理やり認定を引き下げ

るなどの、介護からの無理やり卒業や介護難民が生み出されかねない。 

以上 
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日共産党県議団が提出した意見書・決議（案） 

2015 年 12 月 14 日

 

農業を壊滅させるＴＰＰ交渉からの撤退を求める意見書（案） 
 

政府は１０月５日、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）が「大筋合意」に達したと発表した。日本の関

税撤廃率は９０１８品目の９５％にものぼり、まさに総自由化といえるものである。「聖域」として

いたコメなどの農産物重要５品目でも約３割の関税が撤廃され、日本の譲歩ぶりが際立っている。

今回の大筋合意の内容のまま協定が発効されれば、本県はじめ日本の農業が壊滅的打撃をこうむる

ことは必至である。 

埼玉県議会は昨年２月定例会で、国会決議を必ず遵守するとともに、国民への情報開示を徹底し、

丁寧な説明により理解を得ることを国に求める意見書を採択した。しかしながら、ＴＰＰ協議では、

交渉過程をいっさい明らかにしないまま徹底した秘密交渉によって合意に至っており、きわめて遺

憾である。 

今回の「大筋合意」は、農業、医療・保険、食品安全、地域経済・雇用、知的財産権など国民の

生活・営業に密接にかかわる分野で、日本の国民の利益と経済主権をアメリカや多国籍企業に売り

渡すものであり、到底容認できるものではない。 

よって、国においては、ただちに大筋合意を破棄し、TPP交渉から撤退するよう強く求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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少人数学級の推進を求める意見書（案） 
 

２０１１年に義務教育標準法が改正され、学級編成基準の引き下げによって小学１年生の３５人

学級が実現された。同法の附則には、小学校２年生から中学校３年生まで学級編成基準を順次改定

することを検討すると明記されたが、いまだ改定はおこなわれず、１２年度から予算措置による小

学２年生の３５人学級の実施にとどまっている。 

教育現場では、手厚いケアを必要とする子どもが増え、いじめや不登校、学級崩壊の増加など様々

な教育困難が広がっている。また、新学習指導要領による授業時間数の増加や事務処理の増加によ

る教職員の多忙化も深刻である。このような実態を踏まえ、本年６月には衆参両院の文部科学委員

会で「教育現場の実態に即した教職員定数の充実に関する決議」が全会一致で採択された。さらに、

１１月には全国市長会が教職員の加配定数を含めた教職員定数の充実と財源の確保を求めて決議を

あげている。 

一方、財務省は財政制度等審議会の答申に基づき、少人数学級の効果を否定し、小学一年生も４

０人学級に戻すよう文科省に求めている。しかし、現場の実態からも少人数学級の効果を示す多く

のデーターからもきわめて乱暴な議論であり、４０人学級への後退は到底認められない。一人ひと

りの子どもたちへのきめ細やかな対応や学びの質を高めるための教育環境を実現するためには、少

人数学級の拡充が不可欠である。 

よって、国においては、学級編成基準の改定をただちに実施し、少人数学級を推進するよう強く

求める。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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手話を言語として位置づける手話言語条例の制定を求める決議（案） 
 

２００６年に国連総会で採択された障害者権利条約では、第２条において「言語とは、音声言語お

よび、手話そのほかの形態の非音声言語をいう」と定められ、手話が「言語」であることが明記され

た。日本は、２０１１年に障害者基本法の一部を改正し、手話が音声言語と対等であるということを

法的に位置づけた。 

しかし、改正障害者基本法は、手話言語に関係する権利を十分に保障するものではなく、聴覚障害

者の基本的人権を保障する観点から、言語として手話を使える環境整備の推進を定める手話言語法の

制定が必要である。とはいえ、法制定をまたずとも、各自治体が条例で手話を言語と位置付け、総合

的かつ計画的な施策の推進を図ることはきわめて重要である。県内では、すでに制定した朝霞市に続

き、この１２月議会に富士見市と三芳町が手話言語条例案を議会に提出している。 

全国で初めて条例制定した島根県では、手話通訳者の養成はもとより、タブレット型端末を利用し

た遠隔手話サービス、多彩な手話講座の開設、事業所が開催する手話学習会への支援など、耳の不自

由な人が情報を収集し、発信しやすくするための総合的な取り組みが進められている。これらの取り

組みが「手話は言語である」との理解を広め、聴覚障害者が家庭・学校・地域社会などあらゆる場面

で手話によるコミュニケーションと情報提供を保障するうえで大きな役割を果たしている。 

よって、本県議会は、県に対し手話を言語として位置づける手話言語条例を制定するよう強く求め

る。 

以上、決議する。 
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 23 声明・談話 
 

記者発表 
 

2015年12月22日             

日本共産党埼玉県議会議員団 団長  柳下 礼子 

 

県議会１２月定例会をふりかえって 
 

一、下水道市町村負担金の引き上げは認められない 

本日、１２月定例会は知事提出議案３３件、議員提出議案12件を可決・承認・同意して閉会しまし

た。党県議団は、平成２７年度埼玉県一般会計及び特別会計決算認定をはじめとする、８件の知事提

出議案、３件の議員提出議案について、反対しました。 

 

今定例会では、下水道料金の引き上げにつながりうる、市町村負担金の引き上げが行われました。

関係する自治体は荒川左岸南部のさいたま市、川口市、上尾市、蕨市及び戸田市、中川流域のさいた

ま市、川口市、春日部市、草加市、越谷市、八潮市、三郷市、蓮田市、幸手市、吉川市、白岡市、伊

奈町、宮代町、杉戸町および松伏町、古利根川流域の加須市、久喜市、利根川右岸流域の本庄市、美

里町、神川町です。新たな負担増であると同時に、収支均衡の観点だけで、運営費の上昇をそのまま

関係市町に負担させるのでは、流域間の格差解消・全県統一の単価の実現をさらに遠ざけると主張し

ました。 

 

二、マイナンバー実施に３億１千万円、２７年度決算に反対 

平成２７年度埼玉県一般会計及び特別会計決算の認定と、公営企業会計決算の認定については閉会

中に特別委員会で審査が行われてきました。党県議団からは金子正江県議が委員として参加しました。

党県議団は、マイナンバー制度実施のために3億1千万円が支出されたこと、重度心身障害者医療費助

成制度について、新たに６５歳以上で重い障害者となった人を対象から外したこと、八ッ場ダムへの

２１億円の支出、患者の反対を押し切って移転が行われた埼玉県立小児医療センターの建設移転費用

１３８億円などから認定しませんでした。 

 

三、予算特別委員会、少数会派の質疑時間を大幅に削減 

予算特別委員会について、本日の議会運営委員会で、公明・県民会議・共産・改革の部局別審査持

ち時間が大幅に短縮されました(自公の賛成で可決)。予算特別委員会では２０１５年２月までは、知

事への質疑を中心とする総括質疑としめくくり総括質疑が行われていましたが、２０１６年の２月定

例会から、総括質疑１回と大幅に切縮められ、一方で知事答弁が認められない部局別審査が始まりま

した。今回は、この部局別審査の各会派割り当て時間について、全ての会派に１０分割り当てた上に、

人数に応じて時間を配分するやり方を変更し、人数按分のみで割り当て時間を配分します。自民党の

割り当て時間は２７４分増加する一方、県民・公明が５２分、共産７８分、改革９２分短縮となり、
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少数会派ほど質問時間が削られます。 

 

この問題と合わせて、民進・無所属・県民・共産党の3会派が合同で、閉会後議長に対し議会改革特

別委員会設置の申し入れを行いました。 

予算特別委員会の２０１７年２月定例会での審査には、金子正江県議、前原かづえ県議が参加しま

す。 

 

四、台風９号などの豪雨被害についてなど柳下県議一般質問 

１２月９日、柳下礼子県議が本会議一般質問を行いました。台風９号などの豪雨被害について、地

盤崩壊によって志木市で１軒、飯能市１３軒が未だに避難を余儀なくされています。柳下県議はこれ

らの避難者の数を明らかにしたうえで、県と市で創設した被災者安心支援制度（住宅倒壊に３００万

円など）を適用するよう求めました。知事は「住宅の敷地に被害が生じやむをえない事由により住宅

を解体した世帯も対象」だとしてこの案件も協議の対象だと答えました。 

このほか、障害者入所施設建設、性的マイノリティの人権保障、高等学校給付制奨学金創設、中山

間地農業支援などを取り上げました。 

 

五、請願項目が同じと、請願の趣旨説明認めず 

県民から提出された「ゆきとどいた教育をすすめるための請願」の委員会審査の際に、請願代表者

が趣旨説明を申し出たにも関わらず、文教委員長は、請願事項が昨年と同じだという理由で、趣旨説

明を認めませんでした。前原かづえ県議は、今年度新たに富山、秋田、島根、鹿児島県が少人数学級

を前に進めたと指摘し、７万人を超えた署名に応えて請願を採択するべきだと発言しました。（共産以

外の党によって不採択）総務県民委員会で審査された「教育負担の公私格差をなくし、子どもたちに

ゆきとどいた教育を求める私学助成についての請願についても同様でした。 

 

今定例会中にも、埼玉県の最上位計画である埼玉県５か年計画の審査が行われ、引き続き閉会中審

査が行われます。党県議団からは秋山文和県議が委員として参加しています。 

 

以上 
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